
 4-1704 

 

 

 

Environment Research and Technology Development Fund 

環境研究総合推進費 終了研究成果報告書 

 

 

異質環境下におけるシカ・イノシシの個体数推定モデルと 
持続可能な管理システムの開発 

(4-1704) 

 

平成29年度～令和元年度 

                                                                 

Development of Sika Deer and Wild Boar Population Estimation Model 

 and  

Sustainable Management System under Heterogeneous Environment 

 

 

 

 

<研究代表機関> 

兵庫県立大学 

 

 

<研究分担機関> 

東京大学 

国立環境研究所 

広島修道大学 

東京農工大学 

 

 

<研究協力機関> 

日本大学 

東北大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和2年5月 

  



 4-1704 

 
目次 

 

I．成果の概要                                                   ・・・・  1 

１． はじめに（研究背景等）                     

２． 研究開発目的                          

３． 研究開発の方法                         

４． 結果及び考察                          

５． 本研究により得られた主な成果                  

６． 研究成果の主な発表状況                     

７． 研究者略歴                           

 

Ⅱ．成果の詳細 

Ⅱ－１ イノシシ密度指標およびリアルタイムデータのクラウド管理システムの開発 ・・・・  13 

  （兵庫県立大学） 

要旨                                

１． はじめに                              

２． 研究開発目的                                                    

３． 研究開発方法                                                    

４． 結果及び考察                                                   

５． 本研究により得られた成果                                        

６． 国際共同研究等の状況                                           

７． 研究成果の発表状況                                              

８． 引用文献                                                        

 

Ⅱ－２ 空間構造を考慮した個体数推定と最適管理モデルの開発               ・・・・  38 

   （東京大学） 

要旨                              

１． はじめに                            

２． 研究開発目的                                                  

３． 研究開発方法                                                  

４． 結果及び考察                                                  

５． 本研究により得られた成果                                       

６． 国際共同研究等の状況                                          

７． 研究成果の発表状況                                            

８． 引用文献                                                      

 

Ⅱ－３ 効率的な捕獲のための事業効果測定モデルの開発                      ・・・・  56 

  （国立環境研究所） 

要旨                                

１． はじめに                            



 4-1704 

２． 研究開発目的                                                  

３． 研究開発方法                                                  

４． 結果及び考察                                                  

５． 本研究により得られた成果                                      

６． 国際共同研究等の状況                                          

７． 研究成果の発表状況                                            

８． 引用文献                                                      

 

Ⅱ－４ 分布拡大地におけるイノシシの生態特性の解明                  ・・・・  71 

  （広島修道大学） 

要旨                                

１． はじめに                            

２． 研究開発目的                                                  

３． 研究開発方法                                                  

４． 結果及び考察                                                  

５． 本研究により得られた成果                                      

６． 国際共同研究等の状況                                          

７． 研究成果の発表状況                                            

８． 引用文献                                                      

 

Ⅱ－５ 人口減少による野生動物の分布拡大地（福島県）への応用            ・・・・  91 

  （東京農工大学） 

要旨                                

１． はじめに                            

２． 研究開発目的                                                  

３． 研究開発方法                                                  

４． 結果及び考察                                                  

５． 本研究により得られた成果                                      

６． 国際共同研究等の状況                                          

７． 研究成果の発表状況                                            

８． 引用文献                                                      

 

 

Ⅲ．英文Abstract                                  ・・・・ 115



 

1 

4-1704 

I．成果の概要  

  

課題名  4-1704 異質環境下におけるシカ・イノシシの個体数推定モデルと持続可能な管理シ

ステムの開発 

課題代表者名 横山 真弓 （兵庫県立大学自然・環境科学研究所 教授） 

研究実施期間 平成29～令和元年度 

研究経費（累計額） 125,605千円 

（平成29年度：42,579千円、平成30年度40,447千円、令和元年度：42,579千円） 

 

本研究のキーワード  アプリケーション、捕獲数増加率、密度指標、Open catch-effort method、黄

体退縮物、RESTモデル、最適管理モデル、深層学習、状態空間モデル 

 

研究体制 

（１）イノシシ密度指標およびリアルタイムデータのクラウド管理システムの開発 

（兵庫県立大学） 

（２）空間構造を考慮した個体数推定と最適管理モデルの開発（東京大学） 

（３）効率的な捕獲のための事業効果測定モデルの開発（国立環境研究所） 

（４）分布拡大地におけるイノシシの生態特性の解明（広島修道大学） 

（５）人口減少による野生動物の分布拡大地（福島県）への応用（東京農工大学） 

 

研究協力機関 

日本大学、東北大学 

 

１．はじめに（研究背景等） 

 全国で被害が深刻化しているニホンジカCervus nippon（以下、シカ）、イノシシSus scrofa は、環

境省によって階層ベイズモデルを用いた個体数推定が行われている。しかし、現行モデルは、特に都道

府県レベルにおいて、多くの問題が指摘されている。主な問題点として、１）適正な密度指標となるデ

ータが不足し、捕獲数に影響されたモデルである、２）少ない指標から推定結果を収束させる工夫とし

て、データの二度利用をする、事前分布に多くの仮定を盛りこむ、など統計学的に問題が大きい、３）

推定値を検証することができないモデルである、４）移出入や景観などの空間情報が考慮されていない

ため、捕獲が難しい地域（鳥獣保護区や都市公園、市街地周辺）の個体数は考慮されていないため過小

評価の可能性がある、などが挙げられる。 

複雑なモデルでは、大前提としてこれに耐えうるデータの質と量の確保が求められる。現状では、

データの質量が制限要因となって、頑健性が低いにもかかわらず、個体数管理の現場に活用されてお

り、今後のシカ・イノシシの個体数管理に深刻な悪影響が懸念されている。環境省が示す両種の個体数

半減には、実際の捕獲を効果的に進めることに貢献する精度の高い推定値に基づいて空間的な捕獲目標

と捕獲体制を構築することが求められる。 

 

２．研究開発目的 

 本研究では、シカ・イノシシの個体群について、推定精度が高く頑健性のある新たな個体数推定モデ

ルとその検証モデルを開発し、持続的に実行可能な野生動物の個体数管理システムの構築を目的とす

る。これらを達成するため、モデル開発の基盤となるデータの質量を確保するための新たな指標開発と

データ収集システムを構築し、データの質量の劣化を防ぐことも目的とする。また、環境の異質性や動

物種ごとの行動や移出入を組み込んだ新たなモデルや捕獲事業効果を検証するモデル開発を行い、個体

数推定モデルの頑健性の確保を目指す。さらに、急激に分布が拡大している地域にもこれらのモデルを
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適用するため、分布拡大地に特有の生態特性を把握する。最後に過去に個体数管理に成功した地域の成

功要因を分析し、人口縮小による個体数管理の課題を抽出するため、将来の中山間地域の縮図といえる

福島県を中心とした東北地域への応用を検討し、全国に応用可能なシステムに発展させることを目指

す。 

 

３．研究開発の方法  

（１）イノシシ密度指標およびリアルタイムデータのクラウド管理システムの開発 

個体数管理が強く求められているシカとイノシシを対象に、個体数推定に必要なデータの質と量を

確保することを目的として、１）イノシシの新たな密度指標の開発、２）密度指標の経年変化分析、

３）高密度下におけるシカの繁殖特性の解明、４）写真画像による体サイズの推定アルゴリズムの開

発、５）個体数推定データ収集アプリケーションの開発、の５項目を実施した。 

１）ではRESTモデルをイノシシに適用し、兵庫県と千葉県の複数地域において、2017年と2018年に

自動撮影カメラを用いた生息密度推定を実施した。それと同時に、①掘り返し跡、擦り跡および糞塊の

3つの生息痕跡に関する調査と、②銃猟SPUE、箱罠CPUEおよびくくり罠CPUEの3つの捕獲関連情報の収集

を行った。これらの指標と生息密度の関係を回帰モデルによって比較することで、イノシシの個体数管

理において有効な生息密度指標の検討を行った。 

２）では、過去から狩猟者アンケート調査の蓄積がある兵庫県を対象に、イノシシとシカの捕獲関

連情報をもとにした密度指標（銃猟SPUE、箱罠CPUE、くくり罠CPUE）について5kmメッシュ単位で時系

列データを整理し、指標ごとの動態のパターンを動的時間伸縮法（DTW）により分類した。また、これ

らの密度指標の経年データと捕獲頭数の関係から、イノシシとシカについて市町単位での動態を仮定し

た個体数推定（Harvest-based estimation）を行った。 

３）シカの妊娠率に対する密度依存的な影響を把握するため、2003年から2016年に兵庫県で捕獲さ

れたメスジカ627頭の年齢、胎子の有無、卵巣の黄体退縮物の有無、のデータから年齢別妊娠率を算出

した。年齢は、1、2、3歳以上を乳歯と永久歯の萌出交換によって判定した。 

４）兵庫県および愛媛県において、2017年と2018年に有害鳥獣捕獲、狩猟および学術研究捕獲によ

って捕獲されたイノシシとシカを対象に、体重、体長（愛媛県データは頭胴長）、体高、後足長を計測

した。同時に既知のサイズのピンク色の測定テープ（15㎝もしくは30㎝）を捕獲個体上に配置し、真上

から全身が画角内に配置されるように写真を撮影した。これらの画像からイノシシとシカを検出し、体

サイズの推定を行うため、Mask R-CNNによる深層学習を実施した。また体サイズによる幼獣と成獣

の判別を目的として、体サイズの実測値と齢査定データをもとに、一般化線形モデルを用いて判別閾値

の検討を行った。 
５）個体数推定において重要となる捕獲データを効率的に収集することを目的とし、捕獲関連情報

をクラウドサーバに格納するデータ構造と、利用者が活用しやすいユーザーインターフェイスを構築

し、AndroidおよびiOSに対応したスマートフォンアプリケーションとサーバーアプリケーションを開発

した。 

 

（２）空間構造を考慮した個体数推定と最適管理モデルの開発 

空間異質性を考慮したシカやイノシシの個体群動態を予測するモデルの開発と、個体数を低減させ

る最適管理を可能にするモデルの開発を行った。具体的には、１）異質景観下におけるシカの増殖と分

布拡大を同時推定するモデル、２）イノシシの環境選好性と罠捕獲効率の季節動態を評価するモデル、

３）密度効果や景観構造を組み込んだイノシシの個体群動態モデル、４）シカ・イノシシの個体数低減

を目的とした駆除努力の空間的な最適配分モデル、の４つを構築した。 

１）の対象地は千葉県房総半島である。1970年代から1980年代にかけて個体数が増加し始め、その

後分布が拡大した。使用したデータは、①2000～2010年の糞粒法調査、②2000〜2008年の区画法調査、

③2001年の嗜好性植物損傷調査、④狩猟・有害捕獲数（これらをあわせて以下、捕獲数）、を用いた。

シカの個体数の増加と分散プロセスに影響を与える環境要因として、広葉樹林面積、林縁長、総森林面
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積（広葉樹林と針葉樹植林面積の両方）、および河川の有無を、GISを使用して抽出した。これらのデ

ータを用いて、人口統計学的確率性を考慮したニホンジカの個体群動態をPFMCMCアルゴリズムを用いて

ベイズ推論を実装した構築した。 

２）の対象地は千葉県南部の南房総市、鋸南町、君津市、富津市の4市町である。有害鳥獣捕獲によ

り2018年度に約12,000個体が捕獲された。イノシシの環境選好性は森林や竹林内に仕掛けた180地点の

カメラデータからRESTモデルで推定した局所密度を目的変数に、カメラ周辺の環境省の植生調査の広葉

樹林・植林地・耕作地・竹林・放棄地・住宅地の6を主成分分析によって要約し、第１主成分から第４

主成分までの主成分得点を代替の環境要因を説明変数にした統計解析を行った。罠による捕獲効率は、

行政から得た捕獲データとカメラによる個体数密度推定値を用いて推定した 

３）千葉県をモデル地域として、ビデオカメラによるビデオトラップデータと捕獲データから得ら

れたCPUE(単位努力量あたり捕獲数)という二つの異なるデータを用いることによって、より精度の高

い推定が可能なモデルを開発した。開発したモデルは、ベイズ推定による状態空間モデルをベースとし

ており、プレモデルと個体数推定モデルの2つのサブモデルからなる。プレモデルではビデオトラップ

により得られたデータとカメラデータに対応する地域（千葉県の調査ユニット）のCPUEを用いること

で、罠の捕獲率に関するパラメータを推定している。個体数推定モデルはこれにより得られた捕獲率に

関するパラメータを事前分布として利用することで、CPUEから得られる複数年データを用いて個体数

を推定した。 

４）最適努力配分を求めるために、最適化手法の一つである「焼きなまし法」 を用いた数理モデルを構築し

た。千葉県全体の個体数を最小化するように、ある一定の数の箱ワナを各市町村に配分する。対象とする市町村

は22あり、それぞれの市町村に設置するワナ数の組み合わせは膨大であるために、すべての組み合わせごとに、

総個体数を計算することは現実的ではない。そのような場合には、焼きなまし法は近似的に最適解を求めるため

に有用であり、保護区の設定等にも利用されている最適化手法である。 

 

（３）効率的な捕獲のための事業効果測定モデルの開発 

指定管理鳥獣捕獲等事業のように、特定の地域を対象に短期間(通常は1年以内)のうちに繰り返し鳥

獣の捕獲を実施して密度低減を図る事業が各地で実施されている。従来、このような事業の効果の評価

には除去法(Catch-effort method)が用いられてきたが、一般に開放系で実施される事業においては、

移出入が単位努力量当たり捕獲率(捕獲効率)や個体数の推定に対して大きなバイアスをもたらすことが

知られていた。そこで、新たに移出入を考慮した除去法(Open catch-effort method, Open-CE)を開発

した。このモデルで想定するのは、ある面積をもつ捕獲対象地域で、比較的短い（～1年程度）捕獲実

施期間内に鳥獣の捕獲作業を複数回繰り返して実施している系である。捕獲実施期間内の対象鳥獣の繁

殖や死亡による個体数変化は無視できるほど小さいが、捕獲対象地域とその外部の動物個体の移出入が

ランダムに生じると仮定する。また、捕獲開始前には捕獲対象地域内外の個体密度は等しいと仮定し、

移出捕獲対象地域外部からの個体流入速度は捕獲実施期間中に一定であると仮定する。捕獲実施期間内

は時間単位ごと（一般には1日単位）の捕獲数および捕獲努力量（出猟人日やわな日など）が記録され

ており、単独の方法または複数の方法（銃猟とわな等）による捕獲が実施されているとする。 

移出入が生じる状況でOpen-CEが従来法よりもバイアスの少ない推定ができるか明らかにするため、

事前に設定したパラメータの下で移出入を考慮したシミュレーションによりデータを生成し、従来の閉

鎖個体群のための除去法で用いられるLeslie法とOpen-CEの推定精度の比較を行った。生成モデルは

Open-CEと同様のプロセスモデルを考え、シミュレーションの日数は50日間、5日捕獲と5日休止を繰り

返し、捕獲を実施した日の努力量は1としたシナリオをベースラインの捕獲スケジュールとした。シミ

ュレーションは各500回繰り返した。 

実際の捕獲事業データに対してOpen-CEによる推定を行い、事業効果の評価を行った。これまで日本

各地で実施された鳥獣捕獲事業（指定管理鳥獣捕獲等事業など）の捕獲作業日誌データを収集し、①対

象範囲が明確に定義されていること、②対象範囲内の日別捕獲数と日別努力量がもれなく記録されてい

ることを条件に、銃猟22事例、くくりわな猟26事例を対象とした。対象事例の捕獲作業日誌データから
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Open-CEによる捕獲効率の推定を行った。 

 

（４）分布拡大地におけるイノシシの生態特性の解明 

イノシシの新規流入が生じた分布拡大地では、個体数や捕獲数の急激な増加が報告される一方で、

生態の解明は進んでおらず、個体数管理を講じていく上での基礎情報が蓄積されていない。特に人口減

少に伴う土地利用の変化により、生息環境が好適化しているような分布拡大地では、妊娠率や繁殖時期

等の繁殖生態が従来からイノシシが生息している地域とは異なる可能性が予想される。 

そこで本研究では、近年、イノシシの新規流入が生じた福島県沿岸部の原発避難指示区域とその周

辺、および愛媛県今治市の大三島において、捕獲個体から、卵巣、胚、胎子および上顎・下顎骨を採取

し、イノシシの基本的な繁殖特性（初回妊娠年齢、妊娠率、胎子数、出生時期）を分析し、イノシシの

定着地域の情報と比較した。捕獲個体の収集は、環境省による帰還困難区域等における鳥獣捕獲等緊急

対策事業、帰還困難区域内および周辺市町村による有害鳥獣捕獲、および福島県による指定管理鳥獣捕

獲等事業によるものである。年齢は、上顎・下顎骨の歯の萌出交換から週齢査定を行った。現場で、胎

児もしくは胚が確認されなかった場合は、卵巣の組織学的な分析を行った。卵巣はパラフィン包埋した

後、100 μm間隔で厚さ6 μmに薄切した。薄切した組織切片には、Hematoxylin-Eosin染色および

Elastica van Gieson染色を施した。光学顕微鏡で観察し、機能性黄体および妊娠黄体退縮物の有無を

判別した。また、原発避難指示区域の捕獲事業の記録情報の性・齢と捕獲時期から妊娠個体や幼獣の捕

獲状況を分析し、現行の捕獲がどの程度妊娠メスを捕獲できているか、妊娠個体を捕獲するための適切

な時期を分析した。最後に、分布拡大地における繁殖と捕獲の現状から、今後個体数を削減するために

必要となる効果的な捕獲時期を明らかにした。 

 

（５）人口減少による野生動物の分布拡大地（福島県）への応用 

都道府県の捕獲実施体制について、捕獲効率（捕獲数/狩猟登録者数）を指標に用いて評価した。分

析に用いたデータは、1990年から2014年までの環境省による鳥獣関係統計であり、シカでは特定計画が

2007年以前に作成された33県、イノシシでは特定計画が2013年以前に作成された37県を対象とした。動

的時間短縮法Dynamic Time Warping (DTW)およびクラスター分析を用いて、都道府県の捕獲効率の時系

列変化を類型化し、分布の時間的変化と対応させた。二つの法制度が捕獲効率に与えた影響を分析する

ために、各グループの捕獲効率を3つの期間、すなわち鳥獣保護法改正以前(Period 1:1990～1999年)、

鳥獣保護法改正後から特措法導入まで(Period 2: 2000～2007年)、特措法導入後から鳥獣保護管理法制

定まで(Period 3: 2008～2014年)で比較した。 

特定計画に基づく都道府県の捕獲情報収集状況を把握するために、環境省がとりまとめた2017年度

および2018年度の都道府県特定鳥獣（獣類）の管理の実施状況に関する報告書ならびに各県が作成した

第二種特定計画（ニホンジカ）を参照にした。また、都道府県に対し、捕獲情報の収集状況（様式、収

集のフロー、項目）、市町村へのフィードバック、隣接県との連携などについて、13道県に対しヒアリ

ングを行った。得られた課題を踏まえて、都道府県計画、市町村計画、さらには広域計画などの階層性

を考慮した制度間の垂直方向について、一方で、対象種の空間分布と管理レベルを含むランドスケープ

レベルの空間スケールの水平方向の調整を踏まえた統合的な野生動物管理システムの検討を行った。そ

の結果から、持続的で効果的な管理制度についての提言をおこなった。 

イノシシの分布拡大地域のモデルとした福島県において、捕獲体制およびデータ収集体制について

現状の課題を整理し、現状のデータ蓄積状況の中で、適用可能と考えられる個体数推定モデルを提案し

た。イノシシの生息密度推定は福島県の事業において試行された。具体的には、捕獲圧が高い地域から

3箇所の調査地を選定し、自動撮影カメラによる調査とRESTモデルによる密度推定を実施した。得られ

た推定密度は、広域で収集可能な5 kmメッシュ単位でのくくり罠CPUE、銃猟SPUEといった密度指標と捕

獲数の情報をもとに空間的な外挿を行い、県全域での密度分布図を作成した。なお、本課題については

サブテーマ3の研究代表者である深澤が、調査デザインや推定方法についてのアドバイスを行い、自然

環境研究センターが実施したものである。福島県での適用事例を踏まえ、統一的なモニタリング体制が
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整っていない都道府県に広く適用可能な、データの収集状況に応じた段階的な個体数推定モデルの提案

を行った。 

 

４．結果及び考察  

（１）イノシシ密度指標およびリアルタイムデータのクラウド管理システムの開発 

１）自動撮影カメラによるRESTモデルをイノシシに適応し、局所的な生息密度として信頼性のある

結果を得た。このRESTモデルの結果とイノシシの生息痕跡および捕獲関連情報の密度を比較した結果、

「掘り返し痕跡」と「くくり罠CPUE」において推定生息密度との間に有意な相関関係が認められたこと

から、イノシシの密度指標として有用であると考えらえた。一方でそのほかの４指標については生息密

度以外の要因が指標値に及ぼす影響が大きいため、イノシシの密度指標としての有用性は低いと考えら

れた。 

２）データ蓄積のある兵庫県の捕獲関連情報（SPUE, CPUE）について、経年変化を分析し、密度指

標のバイアス等を検討した。イノシシでは、年変動が著しいため、捕獲関連情報のみを指標とすること

は難しく、他の密度指標などとの組み合わせが求められること、シカのSPUEは、積雪に影響されること

から積雪期以外を利用することが望ましいこと等が明らかとなった。また、これらのデータをもとに

Harvest-based estimationを用いて市町スケールの個体群動態の推定を実施したが、イノシシでは捕獲

関連情報に基づく密度指標のみでは十分な動態のパターンを把握することが難しく、県全体の粗い精度

の推定値しか得られなかった。一方で糞塊密度情報も利用できるシカでは、市町ごとに捕獲強化や分布

拡大に応じた個体群動態パターンが得られ、個体数管理に還元可能な結果を得ることができた。 

３）兵庫県における2003年から2016年のシカの妊娠率は、2歳以上の成獣では2004年を除き80％以上

と高い値を示しており、密度依存性は認められなかったが、1歳の亜成獣の妊娠率は、高密度が続いて

いた2000年以降、15%程度と著しく低下していたことが明らかとなり、密度依存的な影響を受けている

と考えられた。 

４）Mask R-CNNを用いた深層学習により、写真画像からシカとイノシシを自動判別し、バウンディ

ングボックス（BBox）（人間の顔認証に類する検知枠）を生成することに成功した。また体サイズの実

測値とBBoxのサイズには正の相関関係が認められ、特に体重とBBoxの面積において、シカ（R² = 

0.73、P<0.01）、イノシシ（R² = 0.93、P<0.01）ともに強い正の相関が認められたことから、BBoxの

面積を用いて高い精度で体重の予測が可能であると考えられた。 

体サイズの成長パターンを考慮すると、幼獣と成獣に判別に際しては、シカ、イノシシともに出生

後約5カ月齢となる10月までとそれ以降に分けて判別モデルを構築することが望ましいと考えられた。

一般化線形モデルによる解析の結果、体重を用いた判別が最も有効であり、判別の閾値はイノシシで6

－10月（オス:25.1kg, メス：53.2kg）、11-5月（オス:32.7kg, メス：30.7kg）、シカで6-10月（オ

ス：25.1kg, メス：22.1kg）、11月-5月（オス:28.1kg, メス：25.1kg）と推定された。 

５）捕獲者が現場で捕獲情報を入力できるアプリケーション「狩ingマップ」を開発し、iOS及び

Android の両OSの各マーケットプレイスにて無料公開した。また、出猟記録の自動PDF出力および４）

で開発した体サイズの自動判別機能を付加した。 

 以上からイノシシの密度指標の開発、密度指標の変動要因、個体数に影響のある妊娠率、捕獲個体の

成獣と幼獣の判別方法、個体数推定に必要な捕獲関連情報のアプリケーションの開発を実施し、シカと

イノシシの個体数推定に求められるデータの質と量を確保するための手法と留意点を明らかにした。ま

た、自治体が必要なデータを蓄積していくための支援ツールとして、システム開発と、各種マニュア

ル、Web上のサポートページを整備した。 

 

（２）空間構造を考慮した個体数推定と最適管理モデルの開発 

１）異質景観下におけるシカの増殖と分布拡大を同時推定するモデル：ニホンジカが分布範囲を拡

大し、房総半島南部で2000年の1,506個体から2010年の3,054個体に増加したことが示された。分散にお

ける生息地の選好性の不均一な空間構造を検出し、森林面積が分散に正の影響を及ぼしたが、個体群成



 

6 

4-1704 

長率は調査地のほとんどで一定であった。房総半島のニホンジカの不均一な分布拡大は、個体群成長プ

ロセスではなく、分散プロセスに主に起因すると考えられた。 

２）イノシシの環境選好性と罠捕獲効率の季節動態を評価するモデル:カメラデータと行政の捕獲デ

ータを組み合わせることで、イノシシの個体数、環境選好性、罠の捕獲効率を同時推定した。いずれの

パラメータも顕著な季節変動を示し、イノシシの生活史や餌環境などの変化を反映していることが推察

された。特に、農地や耕作放棄地、竹林はイノシシの個体数密度に正の影響を持つことが分かった。こ

れらの景観要素はイノシシの季節的に餌資源を提供していることに加え、冬期の猟期においては、耕作

放棄地が退避場所として利用されていた可能性もある。2種類の罠における捕獲効率の平均値の比較で

は、箱罠の方がくくり罠よりも約1.7倍効率が高いことが分かった。箱罠とくくり罠の捕獲効率の動態

で共通していた点として、12, 1月に捕獲効率が上がる様子が見られた。一方、8月から11月にかけては

動態が異なっていた。箱罠の捕獲効率は比較的低いままなのに対し、くくり罠の捕獲効率は上昇する傾

向が見られた。これらの結果により、捕獲効率が高い冬の時期に捕獲圧をかけることが推奨される。こ

の時期は耕作放棄地を比較的選好していることが分かったため、耕作放棄地の周辺に罠を設置すること

が重要である。他の時期においても、イノシシの季節的な環境選好に合わせて罠の設置箇所を定めるべ

きである。 

３）密度効果や景観構造を組み込んだイノシシの個体群動態モデル:カメラデータを用いて罠捕獲率

を推定し、それを行政の捕獲データと組み合わせて個体群動態を予測した。個体数の年次変動や個体数

の空間的な粗密が推定でき、さらに環境収容力と捕獲数との対比から管理による個体数の抑制効果も評

価できた。また、新しく開発したモデルを評価するため、カメラトラップを用いないCPUEのみのモデ

ルと新しいモデルの比較を行った。CPUEのみの結果では、より個体数が多くなる傾向があり、モデル

の収束はあまりよくなかった。一方で、今回のモデルでは、ほとんどの推定個体数及びのパラメータが

収束の目安とされるRhat < 1.1を実現していた。つまり、新しく開発したモデルは、従来のモデルより

も顕著に収束しやすく、推定するべきパラメータやデータ数が多い場合や、複雑な仮定が必要な場合の

解析に向いているといえる。 

４）シカ・イノシシの個体数低減を目的とした駆除努力の空間的な最適配分モデル：シカとイノシ

シの密度を同時に低減させる最適努力配分を求めるため、「焼きなまし法」 を用いた数理モデルを構築した。

上記の１）と３）から得られた個体群パラメータをモデルに適用し、総個体数の目標値を達成するため

に必要な捕獲努力量を算出することができた。捕獲努力量が現状のままでも、捕獲努力を最適に配置する

ことにより、個体数が約１割低減でき、各市町村で捕獲努力量を２割増加させることとほぼ同じ効果があることが明

らかになった。設置可能な箱ワナの総数を増加させた場合でも、各市町村の現状の捕獲努力量を一律に増加さ

せた場合は、個体数の低減効果は限定的である。すべての設置可能な箱ワナを最適に配置することは、実際に

は難しいことも考えられるが、捕獲努力の増加分のみを最適に配置した場合は、設置可能な箱ワナの総数が大き

い場合は、全ての努力量を最適配分した場合とほぼ同程度の効果があることがわかった。 

 

（３）効率的な捕獲のための事業効果測定モデルの開発 

従来の Leslie 法はすべてのパラメータセット・反復において解が収束したのに対し、Open-CE は収

束しない例がみられた。これは、移出入率が低すぎると、移出入率の対数値がどこまでも小さくなって

しまい解が収束しないこと、逆に移出入率が高すぎると捕獲の効果が移出入にマスクされてしまって推

定できなくなってしまうことによるものと思われる。 

移出入の程度を変化させたときの個体密度および捕獲効率の推定精度をLeslie法とOpen-CEで比較す

ると、Leslie法は移出入が大きくなるほど個体密度を過大評価、捕獲効率を過小評価する傾向があった

のに対し、Open-CEではそのようなバイアスはわずかであった。一般に、移出入が生じる系では捕獲開

始直後に密度の低下が生じるが、内外の密度差が大きくなるほど移出入の差が増大するため密度低下が

生じにくくなる。Leslie法ではそのようなパターンを低い捕獲効率の結果とみなすことで捕獲効率の過

小評価、個体数の過大評価につながっていたと考えられる。なお、このような傾向は捕獲効率が異なる

場合でも同様であったが、捕獲日数をより増やしたスケジュール(8日捕獲、2日休止)では高い移出入率
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のときにOpen-CEのバイアスが増大する傾向があった。しかし、それでも平均的にはLeslie法のバイア

スよりは少なかった。従来のLeslie法であれば、閉鎖個体群の仮定を満たす限りはより高い捕獲圧をか

ける方が良い推定が得られるはずである。一方、Open-CEで移出入を同時に推定するには、適度な休止

期間を設けることで捕獲と移出入が個体群に与える効果を時間的に分離することができるため、より良

好な推定が得られたと考えられる。この結果は、事業効果を評価する上で適度な休止期間を取り入れた

捕獲事業デザインが重要であることを示している。 

これらの結果から、Open-CEによって移出入率の正確な評価は困難であると考えられたが、個体密度

や捕獲効率については移出入が生じる状況においても従来法より正確に推定できると考えられた。ユー

ザーが簡便にモデルを利用できるよう、Open-CEを統計解析環境R上で簡便に推定するための関数、およ

び事業地周辺に捕獲を実施しないモニタリング区を設定する場合の統合解析モデル推定のためのギブス

サンプリング用コード(JAGS使用)を公開した。 

収集した捕獲事業データにOpen-CEを適用した結果、銃猟7事例、くくりわな11事例で推定結果が得

られた。推定結果のメタ分析から、単位努力量当たりの平均的な捕獲効率は、銃猟では3.6%/(1人日

/km2) (95%CI: 2.6-5.0)、くくりわなでは0.22%/(1わな日/km2)(95%CI: 0.17-0.29)であった。この結

果から、ニホンジカの増殖率を1.21と仮定したときに増殖と捕獲が釣り合うときの捕獲努力量は、銃

猟・くくりわな猟それぞれで7.1人日/km2(95%CI: 5.2-9.8)、115.0わな日/km2(95%CI: 87.8-150.5)で

あると計算された。平均的な捕獲効率の値から、今後の事業設計の際に目標捕獲率に対応する必要努力

量を算出することができるが、事業ごとの捕獲効率は大きなばらつきがあるため、事業から得られたデ

ータで捕獲効率の推定と必要努力量の見積もりをアップデートする順応的管理を実現するためのツール

として用いることが望ましい。 

 

（４）分布拡大地におけるイノシシの生態特性の解明 

 福島県の原発避難指示区域で捕獲された243個体の妊娠率を調査した結果、年齢ごとの妊娠率は、0歳

群は7.4％、1歳群は56.3％、2+歳群は100％であった。2+歳群の胎子数は、原発避難区域では4.22±

1.26頭、大三島では5.00±0.71頭であった。定着地である兵庫県では4.26±1.41頭との報告と有意な差

は認められなかった。0歳での妊娠も認められたが、1歳以上で妊娠率が急激に高くなるパターンは、従

来からイノシシが分布している地域と同様のパターンであり、初回妊娠年齢の早期化や妊娠率の増加は

生じていないことが示唆された。 

一方、分布拡大地におけるイノシシの繁殖の特徴としては、出生時期の変異幅は大きく、従来分布

地域では春季（5～6月）に出生のピークがあるものの、分布拡大地では半数以上の個体が春季以外に出

生していることが推定された。これは、分布拡大地において捕獲強化が図られているが、捕獲しやすい

幼獣のみを捕獲することにより、メス親の捕り逃がしによる学習化、または、子の消失に伴うメス親の

発情回帰などが生じていることが考えられた。こうした捕獲の状況は、野生動物の管理を図る上での体

制基盤が整っていないため、戦略的な対策がとられていないことが大きく影響していると示唆された。    

これらの捕獲と発情回帰の関係が繰り返されることによって、繁殖時期の変異幅が増大し、通年を通し

て幼獣の捕獲に偏する、非効率的な捕獲対策が講じられている可能性が示唆された。 

実際の捕獲記録から、妊娠個体が多い時期を算出した結果、原発避難区域では 3～5 月大三島では 6

月に妊娠個体が多くなっていることが推定された。3～5 月は、当年度と翌年度の捕獲事業の切り替わ

り時期を含むことから、原発避難区域では捕獲は未実施または小規模で実施せざるを得ない期間となっ

ており、成獣のメスが全く捕獲できていなかった。そのため、相対妊娠個体数と成獣メスの捕獲個体数

との間には負の相関関係がみられた。また、大三島においても、6 月は捕獲数が秋季・冬季の 1/3 程度

であることから、原発避難区域および大三島では、妊娠個体が多い時期ほど、成獣メスに対する捕獲圧

が弱くなっており、選択的に妊娠個体を捕獲する体制ができていないことから、捕獲が出生数に追いつ

かない効率の悪い捕獲となっている可能性が示唆された。 

以上の結果から分布拡大地において、効率的・効果的なイノシシの個体数管理を実施する上では、

繁殖時期の特性を把握し、それに基づいた管理戦略を策定することが必要である。分布拡大地域で緊急
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的な捕獲を行う場合においても、幼獣の捕獲に偏らない捕獲方法を選択し、妊娠率の高い１歳以上のメ

スを効果的に捕獲する必要がある。 

 

（５）人口減少による野生動物の分布拡大地（福島県）への応用 

シカの捕獲効率（捕獲数/狩猟登録者数）の時系列変化は3グループに分類された。特定計画経過年

が最長のグループでの捕獲効率は、二つの法整備ごとに急増し、残りのグループは特措法後に増加した

が、計画経過年が最小のグループの伸び率は最小であった。生息数低減が実現した道府県に共通してい

る項目として、大規模個体群では17年以上、小規模個体群では10年余りにわたる順応的管理の実績とそ

れを支える体制が整備されていることがあげられる。イノシシの捕獲効率の時系列変化は4グループに

分かれ、捕獲効率は計画経過年の長い県で大きい傾向がみられたものの、シカのような明確な対応関係

は認められなかった。イノシシは繁殖力が高いため、捕獲効率の増加にもかかわらず、個体数低減には

いたっていない。シカの捕獲圧がもっとも高いグループはイノシシの捕獲効率は特措法の施行後も増加

は低調であり、複数種の管理を統一的に実施することが重要であることを示唆した。 

シカ・イノシシの個体数管理を全国的に俯瞰すると、シカでは一部の自治体で個体数の低減を実現

しているが、そのような自治体であっても、管理の進捗は市町村で大きな差が生じている。イノシシで

は、捕獲効率・捕獲数は急増しているものの、確実に生息数が減少しているとの報告は皆無である。さ

らには、生息動態は高密度維持、分布拡大・回復地域、市街地出没等、多様化しており、それぞれの状

態と空間スケールに応じた対応が求められている。分布拡大地域における効果的な大型獣の管理のため

には、野生動物個体群の空間分布、管理アプローチ（生息地管理、個体数管理、被害防除）の時空間ス

ケール、それぞれの空間スケールに応じた階層的な管理主体の連携による、被害防除・個体数管理・生

息地管理・持続的資源管理が整合するよう、統合的な管理を進めるための制度設計が必要と考えられ

た。野生動物個体群の空間分布と管理制度の階層的なミスマッチを埋めるための具体的アプローチとし

ては、都府県の境界をまたぐ広域管理組織の配置や、補完性原則にもとづいて、市町村の有害捕獲を最

優先し、都道府県は市町村との連携のもとで個体数調整を広域に実施するなど、複数の空間スケールや

行政の階層を考慮するランドスケープ的な視点を取り入れた制度を創設する必要がある。 

また、持続的な統合的管理の推進に向けて、多様な捕獲事業から得られるデータの標準化を図り、

国や地域レベルで分布と個体数に関するデータベースを構築・利用できる仕組みが必要と考えられた。

日本と同様、過増加した有蹄類問題を抱えるヨーロッパでは、研究機関による協働により、各国の地域

あるいは大陸レベルでの野生動物の基礎データ、Movement DATA(GPSデータやVHFデータ)の収集共有を

行うネットワークが発展しつつある。データの標準化にあたっては、FAIRの原則に基づいたデータ共有

と管理を行うこととしている。FAIRの原則は、国際的に研究データの共有・公開の推進される中、2014

年に生み出され、2016年に公開された定義であり、①Findable(見つけられる)、②Accessible（アク

セスできる）③Interoperable（相互運用できる）④Reusable（再利用できる）、の頭文字からとって

いる。シカ・イノシシの分布拡大と生息数増加、CSF（豚熱）危機にある日本においても、ヨーロッパ

同様、FAIRの原則に基づいた国・地域レベルのデータベース構築と利用の仕組みづくりが急務である。 

イノシシの分布拡大地域のモデルとした福島県においては、国、県、市町村による複数の捕獲事業

が実施される中、統一的なデータの収集体制がないという課題がみられた。そこで、自動撮影カメラに

よる調査と捕獲数、捕獲努力量などから得られる広域の密度指標を組み合わせた密度推定を施行（当推

進費成果をもとに福島県事業として実施）し、単年度事業の中で県全域での密度分布を得ることができ

た。この事例を踏まえ、統一的なモニタリング体制が整っていない都道府県に対しては、データの収集

状況に応じた段階的な個体数推定モデルの考えが適用可能と考えられた。具体的にはモニタリングデー

タの収集状況に応じて、１）局所的な密度推定モデル、２）空間的な密度分布推定モデル、３）時空間

的な個体群動態推定モデルの3段階の個体数推定モデルが提案できる。１） 局所的な密度推定モデルが

適用可能な状況としては、指定管理鳥獣捕獲等事業などで、カメラトラップ調査の実施や捕獲作業記録

が収集される場合であり、アウトプットとして、事業対象地の局所密度の推定や捕獲効果の評価が可能

である。既存のデータが無い中で、緊急的に捕獲事業が実施されるような場合がこれに該当する。２）
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 空間的な密度分布推定モデルが適用可能な状況としては、特定計画に基づくモニタリングなどで、広

域の密度指標が収集される場合であり、アウトプットとして、広域での密度の濃淡の把握や対策が必要

な地域の選定が可能である。局所での密度情報と合わせることで、相対的な密度の多い少ないだけでな

く、何頭生息しているかの推定も可能となる。福島県の事例はこれに該当する。３） 時空間的な個体

群動態推定モデルが適用可能な状況としては、空間的な密度指標と捕獲情報が経年的に収集されている

場合であり、アウトプットとして、個体数の動態予測や予測に基づく捕獲戦略の策定が可能である。既

存データが不足する状況でも、データの状況に応じて段階的にアウトプットを更新しながらモニタリン

グ体制の充実を図ることで、継続的なデータ収集と個体数管理の体制構築に繋がることが期待された。 

 

５．本研究により得られた主な成果  

（１）科学的意義 

本研究では、シカとイノシシを対象にデータの質量を確保し、頑健性のある個体数推定モデルの開

発を目標とし、以下の通り当初目標を達成することができた。個体数推定モデルは、野生動物管理の主

体である自治体のモニタリング体制とデータの質・量に応じて、１）局所推定モデル（指定鳥獣捕獲等

事業）、２）空間推定モデル（県域スケール）、３）時空間動態モデル（県域スケール）の3段階の個

体数推定モデルを示すことができ、自治体の実情に対応したモデル開発に成功した。イノシシについて

は、適切な密度指標が得られていなかったが、「くくり罠CPUE」と「掘り返し痕跡」が適切な指標であ

ることを国内で初めて明らかにし、科学的個体数管理に貢献することができた。また、他の有蹄類で開

発された自動撮影カメラによるRESTモデルをシカとイノシシに初めて適用し、両種同時に局所的生息密

度推定という概念を確立した。データが充実している地域では、「いつ・どこで」捕獲すべきか、最適

な捕獲戦略の推定にも成功した。 

そのほか、生態学的情報の不足していたイノシシについては、分布拡大地の繁殖パラメータを分析

し、定着地域と大きな差異がないことを確認し、推定モデルの基本となる生態プロセスを把握した。ま

た、全国のシカとイノシシの管理の時系列分析を行い、それを踏まえて上記の3つの段階を設定するな

ど、データ取得の実態に応じた推定方法を明示した。今後、個体数推定モデルをより発展させていくた

めの方針として、データ収集が律速段階となることから、リアルタイムデータ取得のシステム開発を行

い、シカとイノシシの科学的管理を推進する基盤を整備することにも貢献するなど、野生動物管理の科

学性について、脆弱な部分を解消し、法定計画の科学的基盤を改善することに成功した。 

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 

本研究の当初目標の一つは、都道府県単位で実行可能な密度指標開発と個体数推定モデルであり、

複数の指標と推定モデルの開発に成功したことにより、多様な環境や当初の目標を達成した。行政への

採用事例としては、兵庫県のシカ・イノシシの特定鳥獣管理計画の年度別事業計画において、本研究成

果である密度指標分析に基づく推定個体数がある。また国内で初めてシカとイノシシへの適応を行った

RESTモデルの成果は、福島県、岐阜県、兵庫県の令和元年、令和2年度の県事業として採用され、調査

が実施または計画されている。RESTモデルのイノシシへの適応、およびイノシシの密度指標について

は、特定鳥獣保護管理計画ガイドライン（イノシシ）を検討する委員会に手法と有用性を報告した。ま

た、福島県の第3期イノシシ特定計画策定における個体数推定に参画し、環境省の福島第一原発事故に

伴う帰還困難区域内のイノシシ捕獲事業における捕獲効果の評価について助言を行った。また、日本学

術会議「人口縮小社会における野生動物管理のあり方の検討に関する委員会」において、本研究成果で

あるシカの市町別の個体群動態推定結果を提示し、回答に採用され、行政施策に持続的に導入する仕組

みを提案する目標についても達成した。そのほか、環境省「令和元年度捕獲情報収集システムの次期更

新に向けた調査検討業務に係る検討委員会」において、本サブテーマで開発したアプリケーションが今

後求められる捕獲情報収集システムの事例として検討された（委員会自体の開催は中止されたが報告書

に盛り込まれた）。 
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＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

本研究課題は行政ニーズ課題であり、行政施策に反映させることが目標の一つであるため、広く普

及するための一般・行政向けの冊子を編集・出版・配布した。シカ・イノシシ両種に適用できるRESTモ

デルについては、マニュアルを掲載した。本研究では、行政のモニタリング状況に都道府県によって、

著しい格差があること、捕獲対策についても差があることを分析したうえで、3段階の個体数推定の手

法を明示した。モニタリング体制が脆弱な地域では、指定管理捕獲等事業を活用して捕獲作業日誌のデ

ータを取得し、局所の個体数と捕獲効果から着手すべきであることを提案した。また、イノシシでは密

度指標がなかったことから、今回開発した密度指標、RESTモデル、くくり罠CPUE、掘り返し痕跡を実態

に応じて選択することも可能とした。イノシシが問題となっている地域では、まずは自動撮影カメラに

よるRESTモデルを小規模から開始し、有害捕獲および狩猟において、捕獲努力量を記録することを義務

付け、県域レベルでの空間的な生息密度の概況を把握することが望まれる。毎年データを取得すること

で信頼性の高い密度推定に移行させることが可能である。シカとイノシシ両種がいる場合は、RESTモデ

ルへ努力量を投資することで、データ取得を効率化させることが可能である。シカについて、長期的デ

ータを取得している地域では、3段階目の時空間動態モデルへ発展させることが可能である。今後の捕

獲戦略への反映を視野に入れて、データ取得方針を決定することが期待される。いずれの場合でも、持

続可能な形で密度指標と捕獲努力量を取得する仕組みが必要であり、モニタリング体制の改善案につい

ても提案している。 

 

６．研究成果の主な発表状況 

 

（１）主な誌上発表 

＜査読付き論文＞ 

1） 松金（辻）知香、横山真弓：哺乳類科学、58, 1, 13-21（2018）兵庫県における高密度下でのシ

カの繁殖特性 

2） 栗山武夫、山端直人、高木俊：兵庫ワイルドライフモノグラフ、10:1-8（2018）兵庫県の野生動

物の生息と被害の動向調査の概要 

3） 栗山武夫、山端直人、高木俊：兵庫ワイルドライフモノグラフ、10:9-31（2018）兵庫県の野生

動物の生息と被害の動向（2006-2016年度） 

4） 高木俊、栗山武夫、山端直人：兵庫ワイルドライフモノグラフ、10:32-45（2018）景観構造を考

慮したシカ・イノシシの農業被害と密度指標の関係分析 

5） 長田穣、栗山武夫、浅田正彦、横溝裕行、宮下直：保全生態学研究、23, 1, 29-38 (2018) 状態

空間モデルへのベイジアンモデル平均の適用：イノシシ個体群の増減要因を探る 

6） Y. Osada, T. Kuriyama, M. Asada, H. Yokomizo and T. Miyashita: Ecology and Evolution, 

9, 318-327 (2019) Estimating range expansion of wildlife in heterogeneous landscapes: 

a spatially explicit state-space matrix model coupled with an improved numerical 

integration technique 

7） 高木俊：兵庫ワイルドライフモノグラフ、11, 30-57 (2019) 兵庫県におけるシカ個体群動態の

推定と地域別の動向 

8） D.A. Anderson K. Okuda, A. Hess, K. Nanba, T. Johnson, T. Takase and T.G. Hinton: 

Journal of Environmental Radioactivity, 197, 10-108（2019）A comparison of methods to 

derive aggregated transfer factors using wild boar data from the Fukushima Prefecture 

9） Y. Nakashima: Population Ecology, 62, 151-157 (2020) Potentiality and limitations of 

N-mixture and Royle-Nichols models to estimate animal abundance based on 

noninstantaneous point surveys 

 

 



 

11 

4-1704 

（２）主な口頭発表（学会等） 

1） 栗山武夫、東出大志、横山真弓、高木俊：日本哺乳類学会2017年度大会（2017）イノシシの密度

指標としての痕跡の可能性 

2） 高木俊、栗山武夫、横山真弓：日本哺乳類学会2017年度大会（2017）時系列クラスタリングに基

づくシカの密度指標の動向分析 

3） 奥田圭：野生生物と社会学会第23回大会（2017）福島における大型獣の分布拡大と管理の展望、

シンポジウム「東北地方における大型獣管理の現状，課題，展望」 

4） H. Yokomizo, Y. Nakashima, Y. Osada, K. Kagawa, T. Kuriyama, M. Kasada, M. Suzuki, G. 

Yajima, N. Ishizuka, M. Asada, Y. Yokoyama, and T. Miyashita: 2018 Annual Meeting of 

the Society for Mathematical Biology & the Japanese Society for Mathematical Biology 

(2018) Optimal management strategies to control mammal populations incorporating 

behaviorally mediated indirect effect 

5） 横山真弓、梶光一：日本哺乳類学会2018年度大会（2018）自由集会「シカとイノシシを同時に科

学できるか？」企画運営 

6） 奥田圭・梶光一：日本哺乳類学会2018年度大会（2018）全国のシカのHarvest-growth rate の類

型化とイノシシ捕獲の影響 

7） 高木俊：日本哺乳類学会2018年度大会（2018）シカ・イノシシの目撃効率と捕獲効率は密度変動

を指標するか 

8） 中島啓裕：日本哺乳類学会2018年度大会（2018）自動撮影カメラを用いたシカとイノシシの同時

広域密度推定 

9） 東出大志：日本哺乳類学会2018年度大会（2018）シカ・イノシシの密度指標としての痕跡データ

の有用性ー自動撮影カメラを用いた比較検討ー 

10） 梶光一：野生生物と社会学会第24回大会（2018）テーマセッション「シカの広域管理システムを

考える」 

11） 横山真弓、宮下直：日本生態学会第66回大会（2019）シンポジウム「データの質と量に応じたシ

カとイノシシ個体数推定モデルの開発と適用」企画運営 

12） 高木俊・ 栗山武夫・東出大志・横山真弓：日本生態学会第66回大会（2019）行政施策から得ら

れるデータでどこまで個体数推定は可能か？ 

13） 中島啓裕：日本生態学会第66回大会（2019）自動撮影カメラを用いたシカ・イノシシの個体数・

密度推定 

14） 横山雄一、矢島 豪太、中島 啓裕、宮下 直：日本生態学会第66回大会（2019）カメラトラップ

と捕獲データから推定するイノシシの繁殖期前後の生態特性の変化 

15） 深澤圭太：日本生態学会第66回大会（2019）移出入を考慮した除去法による捕獲率の推定モデル 

16） 笠田実、深谷佑紀、宮下直：日本生態学会第66回大会（2019）取得法の異なるデータを利用した

個体数推定モデル 

17） 栗山武夫、高木俊、横山真弓、東出大志、川本朋慶、横溝裕行、鈴木正嗣、武山絵美：日本哺乳

類学会2019年度大会（2019）自由集会「これからのイノシシの個体数管理を考える」企画運営 

18） 東出大志：日本哺乳類学会2019年度大会（2019）イノシシにおける生息密度および密度指標の調

査手法について 

19） 笠田実、横溝裕行、宮下直：日本哺乳類学会2019年度大会（2019）RESTモデル、CPUE、景観構造

を統合した個体群モデルの開発 

20） 梶光一、鈴木正嗣、横山真弓、鷲谷いづみ：日本哺乳類学会2019年度大会（2019）自由集会「人

工縮小社会における野生動物管理のあり方」企画運営 

21） 矢島豪太、中島啓裕：日本哺乳類学会2019年度大会（2019）イノシシの生活史パラメータに影響

を与える景観構造: 自動撮影カメラを用いた新たなアプローチ 

 



 

12 

4-1704 

７．研究者略歴 

 研究代表者 

横山 真弓 

北海道大学農学部卒業、兵庫県立人と自然の博物館主任研究員、現在、兵庫県立大学自然・

環境科学研究所教授 

 

 研究分担者  

1) 高木 俊 

東京大学農学部卒業、兵庫県立人と自然の博物館任期付研究員、現在、兵庫県立大学自然・

環境科学研究所講師 

2) 栗山 武夫 

東邦大学理学部卒業、東京大学大学院特任研究員、現在、兵庫県立大学自然・環境科学研究

所講師 

3) 宮下 直 

東京大学農学部卒業、現在、東京大学農学生命科学研究科教授 

4) 深澤 圭太 

横浜国立大学大学院環境情報学府修了、自然環境研究センター研究員、現在、国立環境研究

所生物・生態系環境研究センター 主任研究員 

5) 横溝 裕行 

九州大学大学院理学府修了、日本学術振興会特別研究員、現在、国立環境研究所環境リス

ク・健康研究センター 主任研究員 

6) 奥田 圭 

東京農工大学大学院連合農学研究科修了、東京農工大学農学府・農学部産学官連携研究員、

現在、広島修道大学人間環境学部助教 

7) 梶 光一 

北海道大学農学部卒業、北海道環境科学研究所主任研究員、現在、東京農工大学農学部教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

13 

4-1704 

 

 

 

 

 

 

II．成果の詳細 

 

Ⅱ－１ イノシシ密度指標およびリアルタイムデータのクラウド管理システムの開発 

 

兵庫県立大学    横山真弓 

          高木 俊・栗山武夫 

＜研究協力者＞ 

兵庫県立大学    東出大志 

日本大学      中島啓裕 

 

   平成29～令和元年度研究経費（累計額）：55,466千円（研究経費は間接経費を含む） 

（平成29年度：19,505千円、平成30年度：18,264千円、令和元年度：18,058千円） 

 

［要旨］ 

個体数管理が強く求められているシカとイノシシを対象に、個体数推定に必要なデータの質と量を

確保することを目的として本サブテーマを立案した。実施内容は（１）イノシシの新たな密度指標の開

発、（２）密度指標の経年変化分析、（３）高密度下でのシカの繁殖特性の解明、（４）写真画像によ

る体サイズの推定アルゴリズムの開発、（５）個体数推定データ収集アプリケーションの開発、の５項

目である。 

得られた結果は以下のとおりである。（１）自動撮影カメラによるRESTモデルをイノシシに適応

し、局所的な生息密度として信頼性のある結果を得た。このRESTモデルの結果とイノシシの「掘り返し

痕跡」、「くくり罠CPUE」との間に有意相関関係が認められたことから、イノシシの密度指標として有

用であると考えらえた。（２）データの蓄積がある兵庫県の捕獲関連情報（SPUE, CPUE）について、経

年変化を分析し、密度指標のバイアス等を検討した。イノシシでは、年変動が著しいため、捕獲関連情

報のみを指標とすることは難しく、他の密度指標などとの組み合わせが求められること、シカのSPUE

は、積雪に影響されることから積雪期以外を利用することが望ましいこと等が明らかとなった。（３）

兵庫県におけるシカの妊娠率は、2歳以上の成獣では密度依存性は認められなかったが、1歳の亜成獣の

妊娠率は、高密度が続いていた2000年以降、15%程度と著しく低下していたことが明らかとなり、密度

依存的な影響を受けていると考えられた。（４）写真画像からシカとイノシシを自動判別し、バウンデ

ィングボックス（BBox）（人間の顔認証に類する検知枠）の生成に成功した。体サイズの実測値とBBox

からの予測値に正の相関関係が認められ、体重の場合、シカで70%、イノシシでは90％の予測精度を得

た。（５）捕獲者が現場で捕獲情報を入力できるアプリケーションを開発し、iOS及びAndroid の両OS

の各マーケットプレイスにて無料公開した。また、出猟記録の自動PDF出力および（４）で開発した体

サイズの自動判別機能を付加した。 

 以上からイノシシの密度指標の開発、密度指標の変動要因、個体数に影響のある妊娠率、捕獲個体の

成獣と幼獣の判別方法、個体数推定に必要な捕獲関連情報のアプリケーションの開発を実施し、シカと

イノシシの個体数推定に求められるデータの質と量を確保するための手法と留意点を明らかにした。ま

た、自治体が必要なデータを蓄積していくための支援ツールとして、システム開発と、各種マニュア

ル、Web上のサポートページを整備した。 
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［キーワード］   

アプリケーション、自動撮影カメラ、生息痕跡、生息密度、体サイズ 

 

１．はじめに 

 全国で被害が深刻化しているシカとイノシシの生息数の動向把握は、環境省によって階層ベイズモ

デルを用いた個体数推定が行われている。しかし、現行モデルは、都道府県レベルの推定プロセスにお

いて、多くの問題が指摘されている。主な問題点として、適正な密度指標となるデータが不足し、捕獲

数に影響されたモデルである、少ない指標から推定結果を収束させる工夫として、データの二度利用を

する、事前分布に多くの仮定を盛りこむ、など統計学的に問題が大きい、推定値を検証することができ

ないモデルである、移出入や景観などの空間情報が考慮されていないため、捕獲が難しい地域（鳥獣保

護区や都市公園、市街地周辺）の個体数は考慮されていないことから過小評価の可能性がある、などが

挙げられる。階層ベイズ法を用いた複雑なモデルでは、大前提としてこれに耐えうるデータの質と量の

確保が求められる。しかし現在実施されている階層ベイズ法は、データの質量が制限要因となって、頑

健性が低いにもかかわらず、個体数管理の現場に活用されている点が大きな問題となっており、今後実

際の生息動向と乖離が生じた場合、シカ・イノシシの個体数管理に深刻な悪影響が懸念されている。そ

こで、本サブテーマでは、個体数推定に必要なデータの質と量について改善していくことを目的とし、

以下の５項目（１）イノシシの新たな密度指標の開発、（２）密度指標の経年変化分析、（３）高密度

下でのシカの繁殖特性の解明、（４）写真画像による体サイズの推定アルゴリズムの開発、（５）個体

数推定データ収集アプリケーションの開発を実施した。 

 

２．研究開発目的 

（１）イノシシの新たな密度指標の開発 

 一般的に生息密度推定を目的とした調査は、高い費用や多大な労力を要するため、広域的な調査は難

しい現状がある。一方で生息密度の相対的評価に利用される密度指標は、収集に要する費用的、労力的

な負担が少ないため、広域的な調査が可能である。また、この密度指標と捕獲数を長期的に把握するこ

とで、Harvest based estimationなどを用いた生息密度推定も可能となる。現在、シカにおいては糞塊

密度などの生息痕跡や、SPUE（銃猟の出猟人日あたりの目撃数）などの捕獲関連情報が、密度指標とし

て生息状況の把握に利用されているが、イノシシにおいては有効な密度指標が確立されておらず、広域

的な生息状況の把握が難しい現状がある。そこで本研究ではイノシシの相対生息密度の把握に有効な密

度指標について検討を行った。 

 

（２）密度指標の経年変化分析 

 密度指標と捕獲圧をもとに生息数推定を行うHarvest based estimationでは、指標の経年変化が密度

および捕獲数の変動と対応関係にあることが前提となる。一部の密度指標では、積雪など環境変動の影

響を受けることも指摘されており、バイアスの少ない密度指標を用いることが個体数推定の精度向上に

おいて重要となる。（１）で収集される密度指標のうち、過去からのモニタリングデータが蓄積されて

いる捕獲関連情報（SPUE, CPUE）についてその経年変化を分析することにより、密度の変化に対する指

標性について検討を行った。 

 

（３）高密度下でのシカの繁殖特性の解明 

 シカ類では、個体群の増減に影響を与える繁殖特性に密度依存的な影響が現れることが知られてい

る。シカは個体群増加期において、1歳以上で100％近い妊娠率が知られている1）。兵庫県のシカは1980

年代後半に一部地域で個体数が急増し、生息域が兵庫県全域に広がった。その後2000年代から高密度状

態（20～40頭/km2）が継続し長期化したことから、シカの妊娠率に密度依存的な影響が想定された。そ

こで、兵庫県に2000年から蓄積されている繁殖データを活用し、個体群の増減に影響を与える妊娠率の

経年変化を明らかにし、西日本におけるシカの密度依存的影響を明らかにした。 
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（４）写真画像による体サイズの推定アルゴリズムの開発 

Harvest based estimationによる生息密度推定では、捕獲に係る情報が必要である。現行の「鳥獣

の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」において、報告義務があるのは、捕獲数と性別のみ

である。そのため、捕獲地点や捕獲個体の年齢情報等の捕獲の質的な報告は、不足している場合が多

い。個体群から取り除かれた個体が、幼獣であるか成獣であるかは、繁殖力の差異から個体数の変動に

大きく影響を与えると考えられる。特にイノシシは、産子数が多いため、通常の有害鳥獣捕獲では、幼

獣に偏りがちであり、個体数低減に寄与していないことが指摘されている2)。捕獲戦略上においても、

増加率に大きな影響を与える成獣の捕獲割合を適切に把握し、個体数削減に必要な成獣割合を分析する

必要がある。 
しかし、正確に幼獣と成獣を判定する場合、歯列の乳歯と永久歯の萌出交換を査定する必要があ

る。捕獲現場において、歯列を判別する技術や体制はなく、また体サイズからの判定も現場での適切な

判断基準がないため、成獣・幼獣記録は困難な現状にある。 
そこで、本研究では、シカ・イノシシの捕獲現場において撮影される画像を活用して、幼獣・成獣

を体サイズから判別する仕組みを構築することを目的とした。分析は、①深層学習により捕獲個体の写

真画像から体重および体サイズを推定する手法の検討、②捕獲個体の体重と体サイズの実測値から成長

パターンを明らかにしたうえで、幼獣と成獣を判別する閾値の推定を行った。 
 

（５）個体数推定データ収集アプリケーションの開発 

個体数推定の精度を高めるためには、捕獲に係るデータの蓄積が必要である。捕獲効率や捕獲位置

情報、成獣・幼獣などを適切に収集し、データベース化することにより、生息状況を反映した個体数推

定モデルの構築が可能となる。現状では、捕獲者は紙ベースで行政機関に報告している。行政機関はそ

れぞれの独自のフォーマットで入力処理しているため、法定義務のある捕獲数と性別以外の情報（位置

情報、捕獲効率など）は、多くの市町村、都道府県で蓄積されてこなかった。近年急増している有害鳥

獣捕獲は、市町村単位で独自の報告様式を作成しており、デジタル情報の蓄積に大きな課題を抱えてい

る。理想的には、多数の人が記録に介在するのではなく、捕獲現場で捕獲者が入力し、可能な限りリア

ルタイムでデータ蓄積、一括管理するシステムが必要である。そこで、本研究では、個体数推定に必要

となる捕獲効率等の詳細情報をリアルタイムで収集するシステムとして、捕獲者用モバイル・アプリケ

ーションと管理者用ウェブ・アプリケーションを開発することを目的とした。 
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３．研究開発方法 

（１）イノシシの新たな密度指標の開発 

 イノシシの密度指標として、掘り返し跡、擦り跡および糞塊の3つの生息痕跡（図3.1.1）と銃猟

SPUE、箱罠CPUE（罠設置日数あたりの捕獲個体数）およびくくり罠CPUEの3つの捕獲関連情報を対象と

し、生息密度が異なると考えられる複数地域において、これらの密度指標と生息密度の調査を実施し、

その関係を比較することで有効性の検討を行った。 

＜生息痕跡のイノシシ密度指標としての有効性の検討＞ 

生息痕跡の検討に関する調査は兵庫県の６地域（H1-H6）と千葉県の８地域（C1-C8）を対象とし

（図3.1.2）、それぞれの地域において生息痕跡のライントランセクト調査と自動撮影カメラを用いた

生息密度推定調査を実施した。生息痕跡のライントランセクト調査は2017年10月から12月の間に１回実

施し、各地域において尾根筋に設定した約５kmの調査ルートを踏査し、左右１mの範囲に出現したイノ

シシの掘り返し跡、擦り跡および糞塊の数を計測した。それぞれの痕跡の数を計測する際、掘り返し跡

については、土の隆起によって境界が区別できるものを１つの痕跡として扱った。一方で掘り返しが一

帯に集中して存在し、個々の判別が困難である場合には面的な痕跡として記録した。擦り跡は樹幹に泥

が付着しているか、樹皮が剥がれている樹木を対象にその本数を記録した。糞塊は１個体が１度に排泄

した糞の塊として定義し、鮮度や糞粒

のサイズを基準に判定を行った。また

自動撮影カメラを生息痕跡調査のライ

ントランセクトと同様の地域におい

て、2017年9月から2018年1月の期間内

に約1ヵ月間、各地域における生息痕

跡調査の実施期間と重複するように設

置した。カメラの設置台数はそれぞれ

の地域におけるイノシシの生息密度を

考慮し、兵庫県では1地域あたり30

台、千葉県では20台（10台×約2か

月）とした。使用した自動撮影カメラ

の機種は、兵庫県ではBushnell 

Trophy Cam HD (HD; Bushnell, 

Overland Park, KS) or Bushnell 

Trophy Cam Aggressor No Glow (AG; 

Bushnell)、千葉県ではBrowning 

Strike Force HD Pro (ST; Browning, 

Morgan, UT)である。自動撮影カメラ 図3.1.2 生息痕跡および自動撮影カメラ調査地域 

図3.1.1 イノシシの生息痕跡   

a) 掘り返し跡（点線で囲われた部分が１つの痕跡）、b) 擦り跡、c) 糞塊 
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の設置に際しては、カメラの撮影データからRESTモデル3）による生息密度推定を実施するため、あらか

じめカメラの機種ごとに対象種がほぼ確実に撮影可能な正三角形の検出範囲を定義し、この範囲が確実

に画像に収まるように現地で角度を調整しながら地上高約20㎝の樹幹に針金で固定した（図3.1.3）。

なお、自動撮影カメラは動画モードに設定（HD:30秒、AG:10秒、ST:20秒）して用いた。自動撮影カメ

ラで得られた動画から、イノシシが撮影された記録を抽出し、検出範囲への侵入回数とその際の滞在時

間を計測、これらのデータを基にRESTモデルによる生息密度推定を実施した。推定された各地域の生息

密度と生息痕跡の関係について回帰モデルを用いて比較した。 

 

＜捕獲関連情報のイノシシ密度指標としての有効性の検討＞ 

 捕獲関連情報の検討に際しては、兵庫県内の11地域を対象として、2018年の猟期前の10月から11月15

日までの期間内に約1ヵ月間、自動撮影カメラを用いた生息密度推定調査を実施し、狩猟カレンダーに

よって収集された2018年度の狩猟関連情報から算出した当該地域の銃猟SPUE、箱罠CPUEおよびくくり罠

CPUEとの関係性を回帰モデルにより比較した。なお、捕獲努力量が少ない記録から得られる情報は不確

実性が大きいため、SPUEについては銃猟の出猟日数が10人日以上、CPUEについてはいずれも罠の延べ設

置日数が300日以上の努力量で捕獲が実施されている地域の記録のみを対象とした。 

 

（２）密度指標の経年変化分析 

 過去から狩猟者アンケート調査の蓄積のある兵庫県のデータを用いて、イノシシとシカを対象に捕獲

関連情報をもとにした密度指標（銃猟SPUE、箱罠CPUE、くくり罠CPUE）について5kmメッシュ単位での

時系列データを整理し、指標ごとの動態のパターンを動的時間伸縮法（DTW）により分類した。また、

これらの密度指標の経年データと捕獲頭数の関係から、イノシシとシカについて市町単位での動態を仮

定した個体数推定（Harvest-based estimation）を行った。 

 

（３）高密度下でのシカの繁殖特性の解明 

密度依存的な妊娠率の影響を把握するため、兵庫県に蓄積されている2003年から2016年のメスジカ

627頭の年齢、胎子の有無、卵巣の黄体退縮物の有無4)、年齢別妊娠率を算出した。年齢は、1、2、3歳

以上を乳歯と永久歯の萌出交換によって判定した5)。有意差検定はχ2検定を行い，危険率は5%未満とし

た。 

 

 

 

 

図3.1.3 

自動撮影カメラの設置状況と 

検出範囲の一例 
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（４）写真画像による体サイズの推定アルゴリズムの開発 

＜画像の収集＞ 

兵庫県および愛媛県において体サイズ測定と画像撮影を行った。2017年～2018年に有害鳥獣捕獲、

狩猟および学術研究捕獲により捕獲された個体について、体重、体長（愛媛県データは頭胴長）、体

高、後足長を計測した。写真は、既知のサイズのピンク色の測定テープ（15㎝もしくは30㎝）を捕獲個

体に配置し、真上から全身が画角に配置されるように撮影した（図3.1.4）。撮影および計測は、基本

的には調査員が捕獲現場で実施したが、様々な現場の状況に対応するため、愛媛県の捕獲現場と兵庫県

の食肉加工施設2か所に画像撮影を依頼した。兵庫県の1か所は体サイズの計測も同時に依頼した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1.4 画像解析用に利用したシカ、イノシシの写真の例 

 

＜画像内の対象物の認識と体サイズ推定＞ 

深層学習によるシカとイノシシのオブジェクト検出は、2段階に分けて行った。まず初めに、一般的

なオブジェクトを検出する学習済みモデルを利用し、イノシシとシカに類似するオブジェクトとして検

出可能性を検証した。学習済みモデルとしては、一般動物（犬・猫・ウマ・ヒツジ）を含む一般オブジ

ェクトデータセット（COCO; Common Objects in Context）をGoogle MobileNet-SSDで学習させたモデ

ル（https://github.com/chuanqi305/MobileNet-SSD）を用いた。色調補正など、画像の前処理は行わ

なかったが、画像サイズはすべて1024 × 768ピクセル、96dpiに統一した。 

一般オブジェクトの検出を目的とした既存の学習済みモデルを利用した場合、特殊な測定テープの

検出は困難であると考えられたため、測定テープはテープの色特性から画像処理で抽出した。色特性で

抽出した画素に対しエッジ検出を行った後、測定テープに該当する検出対象にバウンディングボックス

（BBox）（人間の顔認証に類する検知枠）を生成した。 

次に、学習済みモデルを用い、今回の検出対象となる、シカ、イノシシ、及び計測テープを対象に

転移学習を行った。転移学習は、大規模なデータで様々な物体を識別できるようになったネットワーク

をベースとし、ある特定のクラス（今回の場合、イノシシ、シカ、測定テープ）の識別を行うようにで

きる効率的な方法である。深層学習の可搬性を利用することで、比較的少ない数の画像で目的のクラス
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を効率的に識別することができることが知られている6)。既存の学習済みのネットワークとして、

Microsoft COCOデータセット7)を利用してMask Region-based Convolutional Neural Network (Mask 

R-CNN) でトレーニングした学習済みモデル、mask_rcnn_coco.h5 

(https://github.com/matterport/Mask_RCNN/releases) を用いた。Mask R-CNNの特徴は、R-CNN、Fast 

R-CNN、Faster R-CNNと受け継がれる効率的なオブジェクト認識の手法をベースに、ピクセルレベルで

のオブジェクト認識を取り入れ、より高精度のオブジェクト認識を実現している点である

（https://d2l.ai/chapter_computer-vision/rcnn.html）。Mask R-CNNを用いることで、対象物BBoxに

加え、画像内の対象物を塗分けて識別することができるため、今後、体サイズの推定や、撮影角度によ

る体サイズ推定の誤差補正などの技術開発につなげることも可能となると判断し採用した。 

いずれの方法においても、オブジェクト検出で生成されたシカ・イノシシのBBoxと、その長さが既

知の測定テープのBBoxの比から、シカ・イノシシのBBoxの実測値を推定した。そのためにまず、対象動

物と測定テープ両方のBBoxが得られた画像について、画像1ピクセル当たりの実距離(PPM)を求めた。厳

密なサイズの測定では、撮影の角度や対象物の奥行によりPPMは変化するが、今回の解析では、PPM推定

のもととなる測定テープと対象動物の体の向きが並行で、更に測定テープを体の上に配置したため、体

長の測定においては、撮影時の角度がPPMに影響しないか、影響が少ないと仮定して解析を行った。

BBoxの実測値は、BBoxのピクセル数にPPMを掛けて求めた。 

 

＜幼獣と成獣の判別モデル＞ 

体サイズの分析は、画像撮影時に測定したデータに加えて、兵庫県に蓄積されていた2002年からの

体サイズデータも活用した。年齢査定は、シカ、イノシシとも出生のピークが5月下旬であることから
8)9)、6月1日を出生日と仮定し、3歳までは歯の萌出交換と捕獲月から月齢を査定した5)10)11)。3歳以上に

ついては、シカは第一切歯、イノシシは第一臼歯を用いて、歯根部のセメント質に形成される層板をカ

ウントし12)13)、捕獲月から月齢を査定した。 

最初に成長パターンの特徴を明らかにするため、雌雄別にvon Bertalanffy equationの成長曲線、

Y(t) = A{1 - 1 / 3 exp [-K (t - I)]}（A：漸近値、K：成長率（月齢）、I：変曲点（月齢））14)の

回帰式を用いた。成長曲線の分析には絶対年齢まで査定したイノシシ582個体、シカ758個体を用いた。 

また、シカ、イノシシの成獣と幼獣を体サイズから判別するため、目的変数を幼獣（0歳）、成獣

（1歳以上）とし、説明変数に性別と捕獲時期（2時期）、体サイズ（体重、体長、体高、後足長のうち

1部位）として、リンク関数をlogit、誤差構造に二項分布を仮定した一般化線形モデル（GLM）により

解析を行った。成獣・幼獣判別モデルでは、絶対年齢までは査定されていないが、3歳以上と判定され

ていたデータも加え、イノシシ666個体、シカ1038個体を用いた。 

 

（５）個体数推定データ収集アプリケーションの開発 

捕獲データを捕獲者から集めていくためには、利用者が活用しやすいアプリケーションを構築する

必要がある。そのため、アプリケーションは、スマートフォンやタブレット端末上で動作するものとし

た。スマートフォンで取得された情報はサーバー上に集約、データベースに保管される仕組みとし、下

の機能を有するものとして、システムを構築した。また地図機能には、国土地理院地図を活用し、オフ

ライン（ネットワーク接続がない環境）においても、利用者の位置がわかるものとして構築した。 

イ) わな等の設置記録 

ロ) 罠猟管理日誌の記録 

ハ) 銃猟の出猟日誌の記録 

ニ) 捕獲個体情報の記録と写真記録機能 

ホ) 罠猟管理日誌と捕獲個体情報をサーバーに送信する機能 

ヘ) 一度入力した内容は、入力作業効率化のため、次回入力の際リストとして表示する 

ト) お知らせプッシュ通知機能 

チ) データ管理のためのサーバーアプリケーションの開発 

https://github.com/matterport/Mask_RCNN/releases
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リ) 写真画像から体サイズを推定する機能の搭載 

ヌ) 罠猟・銃猟の出猟データの PDF 出力機能 

 

アプリケーションは、iOS 及び Android の両 OS で稼働するものとして、システム全体が正常動作す

ることを確認するため、単体テスト、結合テスト、総合テスト、セキュリティテストを経て、各マーケ

ットプレイスから無料でダウンロードできるものとし、研究期間中（2020 年 3 月 31 日まで）は、各 OS

のバージョンアップに対応させることとした。システム構築は、Pacific Spatial Solutions（株）に委

託した。 

 

４．結果及び考察 

（１）イノシシの新たな密度指標の開発 

＜生息痕跡のイノシシ密度指標としての有効性の検討＞ 

 自動撮影カメラのデータからRESTモデルを用いて推定されたイノシシの生息密度と、生息痕跡の密

度を比較した結果、イノシシの掘り返し密度は推定生息密度と良く対応しており、回帰モデルの予測値

と強い正の相関（R2=0.85, p<0.001）が認められたことから、イノシシの相対的な生息密度の把握にお

いて有効な指標となりえる結果が得られた（図4.1.1a）。掘り返し跡はイノシシの探餌行動に由来する

痕跡であり、季節や環境によって形成頻度が異なる可能性も考えられるため、引き続き検討を実施して

いる。一方で擦り跡密度と糞塊密度については推定生息密度との関係は認められない結果となった（図

4.1.1b,c）。イノシシの擦り跡は泥の付着によるものが多く、このような痕跡はヌタ場の近くで形成さ

れやすい。加えて、各地域における立木の密度や樹種（樹皮の色や堅さ）なども擦り跡の形成や発見率

に影響したために、推定生息密度との対応が認められなかったと考えられる。糞塊については、1㎞踏

査して平均1個以下と非常に少ない発見数であった。海外ではイノシシの糞塊を密度指標として用いて

いる事例もあるが、日本では気候による分解速度の違いなどから利用が難しい可能性も考えられる。 

 

＜捕獲関連情報のイノシシ密度指標としての有効性の検討＞ 

 自動撮影カメラのデータからRESTモデルを用いて推定されたイノシシの生息密度と、捕獲関連情報

を比較した結果、くくり罠CPUEは推定生息密度と良く対応しており、回帰モデルの予測値と強い正の相

関（R2=0.90, p<0.001）が認められたことから、イノシシの相対的な生息密度の把握において有効な指

標となりえる結果が得られた（図4.1.2c）。一方で銃猟SPUEと箱罠CPUEについては推定生息密度との関

図4.1.1 イノシシのa)掘り返し密度、b)擦り跡密度、c)糞塊密度と推定生息密度の比較。破線は回

帰モデルによる予測結果を灰色部は95％信頼区間を示す。図中の黒丸は兵庫県の調査地域

を白丸は千葉県の調査地域。 
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係は認められない結果となった（図4.1.2a,b）。銃猟SPUEは、シカにおいては密度指標として有効であ

ることが示唆されている。しかしイノシシはシカよりも体高が低く、体色も地味であり、逃避の際に警

戒音も発さず、警戒心も強いため、イノシシとの遭遇は正確な目撃記録として反映されにくい可能性が

考えられる。箱罠はくくり罠とは異なり、誘因餌の有無や餌付け期間における罠の非稼働状態など、努

力量として利用した設置日数が必ずしも稼働日数を反映していないため、推定密度との関係が認められ

なかった可能性がある。また、比較的ランダムに設置されるくくり罠とは違い、箱罠は集落付近の平坦

な地形に設置されることが多く、このような設置場所の違いも要因の一つと考えられる。 

 

（２）密度指標の経年変化分析 

＜密度指標の経年変化パターン＞ 

イノシシでは、箱罠によるCPUEで年変動が大きく、県内の広域で同調して高くなる年があった。ま

た、箱罠CPUEとSPUEには変動の同調性が見られたが、その変化率は異なっていた。この変動の不確実性

の大きさにはイノシシの産子数の多さに伴う変動に加えて、環境変動や行動変化に伴う指標ごとの観測

されやすさ（捕獲されやすさ）の影響が考えられた。イノシシの密度の経年変化の把握には、捕獲関連

情報単独ではなく、（１）で有効性が認められた痕跡密度指標やカメラトラップ情報など捕獲と独立な

指標の収集の必要性が示された。シカでは分布拡大地における増加傾向や捕獲強化に伴う減少傾向がい

ずれの密度指標でも検出され、捕獲関連情報に基づく密度指標の有効性が確認された。シカのSPUEは積

雪によって大きく年変動したが、このバイアスは積雪の影響の少ない猟期前半の情報を用いることで軽

減された。 

 

＜密度指標の経年データに基づく市町スケールの推定＞ 

 市町別のイノシシとシカの個体群動態を推定するため、SPUE、CPUEを用いたHarvest-based 

estimationを行った。SPUEについては、積雪によるバイアスを考慮して猟期前半（11-12月）のデータ

を用い、シカについては糞塊密度も密度指標として用いた。イノシシでは、前述の経年変化パターン分

析で示した結果と同様、捕獲関連情報に基づく密度指標のみでは十分な動態のパターンを把握すること

が難しく、県全体の粗い精度の推定（95％信用区間で、26,000-51,000頭）しか得られなかった。糞塊

密度情報も用いることのできるシカでは県全体での推定に加え、市町ごとに捕獲強化や分布拡大に応じ

た個体群動態パターンが得られ、個体数管理に還元可能な結果を得ることができた（図4.1.3）。

SPUE、箱罠CPUE、くくり罠CPUEはいずれも密度との関係性は見られたものの、SPUEについては集計方法

を変更した2006年以前と2007年以降で密度との関係性が変化したほか、罠CPUEについては観測誤差が大

きかった。SPUEやCPUEの変動が大きいイノシシの密度推定をシカと同程度に改善するには、独立の観測

誤差をもつ密度指標（CPUEと痕跡情報など）を経年的に収集する体制を整えることに加え、カメラデー

図4.1.2 イノシシのa)銃猟SPUE、b)箱罠CPUE、c)くくり罠CPUEと推定生息密度の比較。破線は回帰

モデルによる予測結果を灰色部は95％信頼区間を示す。 
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タに基づく推定を組み合わせる（これについてはサブテーマ2で検討）ことが有効と考えられた。 

 

図4.1.3 市町ごとのシカの個体群動態推定結果。それぞれの点は各年度の生息密度の事後分布の中央

値、灰色の範囲は95%信用区間を表す。棒グラフは各年度の捕獲密度 (森林面積1 km2あたり捕獲頭数) 

を示す。（１）期間を通じて増加傾向、（２）2005～2010年にかけて増加し以後横ばい、（３）2005～

2010年にかけて増加し以後減少傾向、（４）2005～2010年にかけて増加し以後横ばいの期間を経て2017

年には減少傾向、（５）2005～2015年にかけて増加し以後横ばいまたは減少。 

 

（３）高密度下でのシカの繁殖特性の解明 

2歳以上の成獣の妊娠率は、2004年を除いて80％以上を示した（表4.1.1）。一方、1歳の妊娠率は

15.6％であり、本地域における過去の報告の69.0-78.9％と比較すると著しく低かった8)15)（表

4.1.2）。1歳と2歳（χ2＝68.89，P＜0.05）および1歳と3歳以上（χ2＝209.60，P＜0.05）の間におい

て有意な差があったが，2歳と3歳以上の間には差がなかった（χ2＝1.80，P＞0.05）。調査期間中のシ

カ生息密度は20～40頭/km2であり16）、シカの採食による深刻な森林下層植生の衰退が続くほどの高密

度状態であった17）。成長過程にある1歳の妊娠率は密度依存的な影響、特に高密度状態の長期化の影響

を受けたと考えられた。一方、1988年度から2015年度までの27年間，成獣の妊娠率は基本的に高い状態

で維持されていたことになる。つまり、兵庫県において、推定生息密度20頭～40頭/km2の状況では，成

獣の妊娠率には密度依存的影響がみられないことが示唆された。 
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表4.1.1 兵庫県におけるシカの妊娠年齢ごとの妊娠率 

妊娠時年齢 N 妊娠あり 妊娠なし 妊娠率（%） 

0歳 90 0 90 0.0 

1歳 64 10 54 15.6 

2歳 67 59 8 88.1 

3歳以上 350 327 23 93.4 

 

表4.1.2 兵庫県における1歳のシカの妊娠率の経年変化  

調査年度および引用元 N 妊娠率（%） 

1988～1992（Koizumi et al. 2009） 128 76.6  

1989～1991（尾崎ら2001） 88 75.0  

1992～1993（尾崎ら2001） 123 78.9  

1996～1998（尾崎ら2001） 29 69.0  

2003～2006（本研究） 12 33.3  

2007～2010（本研究） 20 10.0  

2011～2015（本研究） 32 12.5  

 

（４）写真画像による体サイズの推定アルゴリズムの開発 

＜画像による対象物の判別と体サイズの推定＞ 

収集された画像は、指示通りに撮影されていたもののほか、複数頭が撮影されている、斜めからの

撮影、光が反射し不明瞭となった画像など様々な画像が撮影されていた。イノシシとシカの識別精度

は、捕獲現場での多様な条件が発生すると想定されたため、用意されたすべての画像に対して識別を行

った。イノシシは、346画像中、265画像（76.6％）でイノシシと検出された（表4.1.3）。63画像

（18.2％）では、イノシシもシカも検出されず、18画像（5.2％）では、イノシシがシカとして検出さ

れた。 

表4.1.3 イノシシとシカの検出件数   

 検出クラス    

画像 イノシシ シカ 非検出 合計画像数 

イノシシ 265 18 63 346 

シカ 10 174 9 193 

 

イノシシもシカも検出されなかった画像を目視で検査したところ、44画像（69.8%）が、イノシシが

プラスチックのコンテナに置かれた状態で撮影されていた（表4.1.4）。複数のイノシシが撮影されて

いた12画像（19.0％）、複数の人間が写っていた1画像でもイノシシが識別されなかった。条件が比較

的良いにもかかわらずイノシシが検出できなかったのは合計6画像（1.7％）であった。イノシシが撮影

されているにもかかわらず、シカとして検出された17ケースでは、複数のイノシシが撮影されて行場合

が8画像（47.1％）で、条件が比較的良いにもかかわらずシカとして検出された場合が5画像（29.4％）

であった（表4.1.5）。以上の結果から、イノシシの検出に関しては、青いコンテナに入れた状態での

撮影を避けるか、学習過程にコンテナ入りの画像を追加する、複数個体の撮影を避ける、等の処置を行

えば、検出精度の向上が実現できる可能性があると考えられる。 

シカは、193画像中174画像（90.2％）でシカとして検出されていた（表4.1.3）。シカが撮影されて

いるにもかかわらず、シカが検出されない、イノシシとして識別された、などの例を目視で確認したと

ころ、8画像では、ブルーシートの上に個体を配置して撮影しており、撮影時にブルーシートを利用し

ないか、ブルーシートをトレーニングに追加することで、検出精度はさらに上がると考えられた（表
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4.1.5)。 

画像色特性を利用した測定テープの抽出（図4.1.4）とMask R-CNNにより認識された測定テープの

BBox（図4.1.5）の抽出はどちらも成功した。Mask R-CNNでは、測定テープと同時にシカ・イノシシの

BBoxの生成にも成功した。 

次に、測定テープのPPMから算出したシカとイノシシを検出したBBoxの辺長（XY）と体サイズの実測

値との関係を示す。イノシシでは、有意な相関関係が認められた（図4.1.6）。それぞれBBoxの辺（X）

と体長（R² = 0.81、P<0.01）、BBoxの長（Y）と体高（R² = 0.83、P<0.01）、BBoxの辺（X）と体重

（R² = 0.81、P<0.01）、BBoxの面積と体重（R² = 0.93、P<0.01）であった。最も相関が高かったの

は、BBoxの面積と体重実測値であり、イノシシの場合、画像からの体重推定精度が高いと考えられた。

シカでは、測定テープのPPMから算出したBBoxの辺長（XY）と体サイズの実測値の関係は、それぞれ

BBoxの辺（X）と体長（R² = 0.51、P<0.01）、BBoxの長（Y）と体高（R² = 0.59、P<0.01）、BBoxの辺

（X）と体重（R² = 0.57、P<0.01）、BBoxの面積と体重（R² = 0.73、P<0.01）となり、イノシシより

低い相関関係であったが、いずれも有意であった（図4.1.7）。シカは四肢と首が長いため、捕獲時の

状況や撮影方法によって大きく変動することが多くなるため、推定精度が低いが、画像からの推定精度

を上げるための撮影のルールを設けることで、推定精度を上げることが可能となると考えらえた。 

 
表4.1.4 イノシシとシカが検出されなかったケース       

推定要因 イノシシ シカ 合計 割合 

個体を納めたコンテナが影響 44 0 44 44.9 

複数のイノシシ 12 0 38 38.8 

背景のブルーシートが影響 0 8 8 8.2 

背景の枯葉との識別が困難 4 0 4 4.1 

撮影角度の問題 2 0 2 2.0 

施設内で人など複数オブジェクト 1 0 1 1.0 

日向と日影のコントラストが強い 0 1 1 1.0 

合計 63 9 98 100.0 

 
 
表4.1.5 イノシシがシカ、シカがイノシシとして検出されたケース     

推定要因 イノシシ シカ 合計 割合 

複数の個体を撮影 8 0 8 29.6 

検出されてもよさそうな画像 5 3 8 29.6 

背景の種類 0 5 5 18.5 

撮影角度の問題 2 2 4 14.8 

撮影個体全体が写っていない 1 0 1 3.7 

日向と日影のコントラストが強い 1 0 1 3.7 

合計 17 10 27 100.0 
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図4.1.4 画像色特性を利用した測定テープの抽出の例 

  
図4.1.5 Mask R-CNNにより識別された測定テープのBBox（赤線枠）の抽出と動物のBBoxの生成例 

 

図4.1.6  測定テープのPPMから算出したイノシシのBBoxの辺長（XY）と体サイズの実測値の関係。(a 

BBoxの辺（X）と体長、(b) BBoxの辺（Y）と体高、(c) BBoxの辺（X）と体重、(d) BBoxの面積と体重 

y = 7E-07x2 - 0.0003x + 8.1761
R² = 0.9305

0

20

40

60

80

0 2000 4000 6000 8000 10000

体
重

(k
g)

BBOX面積 (cm2)

(d)

y = 0.4497x + 20.209
R² = 0.8078

0

20

40

60

80

100

0 50 100 150

体
長

（
㎝
）

BBOX_X(cm)

(a)
y = 0.6163x - 25.869

R² = 0.8113

0
10
20
30
40
50
60
70

0 50 100 150

体
重

(
k
g
)

BBOX_X(cm)

(c)

y = 0.7841x + 1.8006
R² = 0.8251

0

20

40

60

80

0 20 40 60 80

体
高

(
c
m
)

BBOX_Y(cm)

(b)



 

26 

4-1704 

 

図4.1.7  測定テープのPPMから算出したシカのBBoxの辺長（XY）と体サイズの実測値の関係。   

(a) BBoxの辺（X）と体長、(b) BBoxの辺（Y）と体高、(c) BBoxの辺（X）と体重、(d) BBoxの面積

と体重 

 

＜幼獣と成獣の判別モデル＞ 

イノシシの成長パターン 
幼獣と成獣を判別する際の基本情報として、それぞれの体サイズを表す部位について成長パターン

を分析した。雌雄別に体重、体長、体高、後足長について、有意な成長曲線が得られた（表4.1.6）

（図4.1.8）。繁殖活動に参加する1歳（12か月齢）以上において雌雄とも、体重が20㎏以下であった

のは435頭中3個体（0.0006％）とごくわずかであったことから、20㎏以下を0歳獣と判定することが可

能と考えられた。同様に体長と体高では40㎝、後足長では20㎝が判別点と考えられた。しかし、イノ

シシは初期成長が早く、6か月以上になると体重20㎏、体長・体高40㎝、後足長20㎝に達するものが約

50％認められた。そのため6か月齢となる11月以降は20㎏以上を成獣と判定することは難しかった。 

 

表4.1.6 イノシシの成長曲線の推定されたパラメータ（A=漸近値、K=成長率、I=変曲点）、および

決定係数と有意水準 

  N Sex A K I R2 P 

体重 
259 ♂ 86.84 0.03 31.84 0.72 <0.01  

275 ♀ 60.35 0.04 23.59 0.73 <0.01  
        

体長 
273 ♂ 83.82 0.09 7.35 0.77 <0.01  

307 ♀ 78.49 0.09 6.92 0.78 <0.01  
        

体高 
275 ♂ 59.91 0.10 6.54 0.70 <0.01  

305 ♀ 56.77 0.10 6.60 0.71 <0.01  
        

後足長 
274 ♂ 25.69 0.15 3.96 0.77 <0.01  

303 ♀ 24.76 0.14 4.30 0.77 <0.01  
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以上から、4月から10月に実施される有害鳥獣捕獲の期間では、20㎏以下をすべて6か月以下の幼獣

と判断することが可能と判断された。しかし、11月以降の狩猟期間においては、0歳獣でも20㎏を超え

る個体が増えるため、狩猟期間中の捕獲個体の判別基準をさらに検討する必要があると考えらえた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.1.8 イノシシの体重、体長、体高、後足長の雌雄別成長曲線と漸近値（成長停止線） 

 

シカの成長パターン 
幼獣と成獣を判別する際の基本情報として、それぞれの計測部位について成長パターンを分析し

た。雌雄別に体重、体長、体高、後足長について、有意な成長曲線が得られた（表4.1.7）（図

4.1.9）。シカはイノシシに比べると成長曲線への当てはまりは低かった。シカの体重は、季節変化に

対応して、内因的要因によって主に蓄積脂肪量が変動することが知られている18)19)。成獣であっても冬

期に体重を減らし、夏または秋に増加させる季節変動があり、成長曲線への当てはまりが低かったと考

えられた。また、近年1歳の妊娠率が著しく低下していることが本研究（３）20）で示されており、高密

度期の1歳の体サイズは縮小していた可能性が考えられた。さらに、シカの場合、首、四肢が長いた

め、捕獲後の計測誤差が大きくなっている可能性があり、変動幅に影響したと考えられた。以上から、

シカでは、成長曲線のみから0歳獣と成獣（1歳以上）の閾値を判別するのは困難であった。 
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表4.1.7 シカの成長曲線において、推定されたパラメータ（A=漸近値、K=成長率、I=変曲点）、お

よび決定係数と有意水準 

  N Sex A K I R2 P 

体重 
294 ♂ 61.04 0.032 28.21 0.66 <0.01  

458 ♀ 43.11 0.045 18.23 0.65 <0.01  
        

体長 
299 ♂ 88.30 0.048 3.39 0.58 <0.01  

459 ♀ 81.62 0.052 1.72 0.61 <0.01  
        

体高 
247 ♂ 80.76 0.081 1.82 0.60  <0.05 

425 ♀ 76.30 0.059 -2.19 0.55 <0.05  
        

後足長 
288 ♂ 40.86 0.11 -0.99 0.45 <0.01  

455 ♀ 38.82 0.08 -5.59 0.43 <0.01  

 
図4.1.9 シカの体重、体長、体高、後足長の雌雄別成長曲線と漸近値（成長停止線） 

 
成獣と幼獣の判別モデル 
 上記の成長パターンの分析の結果を受けて、シカ、イノシシとも出生後約5カ月齢となる10月までと

11月以降に分けて判別モデルを構築することが望ましいと判断した。一般化線形モデルにおける時期

は、6月-10月と11月-翌5月の2時期とした。その結果、体重、体長、体高のいずれのモデルでも有意な

結果が得られた。ベストモデルとなったのはシカ、イノシシとも体重を用いたモデルであった（表

4.1.8）（図4.1.10）。体重のモデルから算出された成獣と幼獣の判別点となる閾値を表4.1.9 に示し

た。捕獲の体制が変化する時期に合わせて判定する閾値を変えることで、より精度の高い成獣幼獣の判

別が可能になると考えられた。これらのモデルと画像から推定される体重の判別手法を組み合わせるこ
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とで、画像による成獣幼獣の判定が可能になると考えられた。シカについては予測精度が70％程度とな

るため、引き続き、体サイズデータと画像の収集を行いながら、体重や体サイズに影響する要因を明ら

かにし、精度を高めていく必要がある。食肉処理加工所などが全国に配置されてきているため、これら

の拠点をネットワーク化し、画像データと体重データを収集する仕組みを構築できれば、より精度が向

上すると考えられた。 

 

表4.1.8 イノシシとシカの成獣・幼獣判別モデルの推定値とAIC。a) イノシシ666頭、b)シカ1038

頭のデータを用いた結果 

a) イノシシ 

体長 体高 体重 性別 期間 AIC 

推定値 SE 推定値 SE 推定値 SE 推定値 SE 推定値 SE  

0.35 0.03     -0.65 0.33 -2.20 0.41 264.12 

  0.31 0.02   -0.57 0.25 -0.93 0.28 438.27 

        0.28 0.02 -0.54 0.33 -2.10 0.41 254.00 

b)シカ 

体長 体高 体重 性別 期間 AIC 

推定値 SE 推定値 SE 推定値 SE 推定値 SE 推定値 SE  

0.27 0.02     -0.85 0.22 -1.07 0.30 573.08 

  0.30 0.02   -1.36 0.23 -0.70 0.32 593.44 

        0.34 0.02 -1.03 0.26 -1.03 0.33 431.16 

 

 

表4.1.9．イノシシとシカの成獣・幼獣判別モデルから推定された0歳と1歳以上の体重の閾値 
     

 体重

（kg）  

  

  
6－10 月 11 月‐5 月 

イノシシ    

 オス 25.1 32.7 
 メス 23.2 30.7 

シカ    

 オス 25.1 28.1 

  メス 22.1 25.1 
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図4.1.10 イノシシ(a)とシカ(b)の２時期ごとの年齢カテゴリー別体重の平均値、標準偏差 

 

 

（５）個体数推定データ収集アプリケーションの開発 

アプリケーションの開発は、各年度に段階別に分けて3年間で実施した。1年目に全体のシステム構

築と罠猟日誌に係るものを開発した。2年目には、銃猟日誌を開発し、3年目には、試験運用と出猟カレ

ンダーへのPDF出力、体サイズのAIによる推定に係るシステム構築などを行った。公開用アプリケーシ

ョン名は、「狩ingマップ」とした。全体のシステム概要を図4.1.11に示す。また主な機能を図4.1.12

から図4.1.14に示した。 

アプリケーションの公開に当たっては、ユーザー向けマニュアルを作成するとともに、サポートページ

（https://support.pacificspatial.com/494-pss-knowledge-base-site/1338-ing）を開設した 

また、本サブテーマ（４）で実施した体サイズの画像分析と成獣・幼獣の判別モデルをサーバー側

で自動判定する仕組みを組み込んだ。イノシシは画像が鮮明であれば、約90％の確率で、幼獣・成獣判

別が可能となったが、シカは現状では70％程度であるため、撮影のルールの明確化と画像と実測値のデ

ータを収集し、判別精度を高めていく必要がある。モニターによる試験を実施したが、罠の設置や移設

など複雑な記録を要求される点などに煩雑さを感じているなどの意見があり、よりスリム化した入力方

法を検討する必要がある。しかし、50代以下の狩猟者の多くがすでにスマートフォン等の地図アプリを

活用していると想定されているため、個体数推定に必要な情報を捕獲者から直接得る仕組みとして、本

システムによって、データ収集のデジタル化、リアルタイム化を進めていくことが期待された。 

a) b) 

https://support.pacificspatial.com/494-pss-knowledge-base-site/1338-ing
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図 4.1.11 捕獲記録アプリケーション「狩 ing マップ」に関連するシステムの構成概要。 

 

 

 

図 4.1.12 捕獲記録アプリケーション「狩 ing マップ」の主な機能の概要（初期画面と地図機能） 
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図 4.1.13 捕獲記録アプリケーション「狩 ing マップ」の主な機能の概要（罠猟と銃猟の記録概要） 

 

 

 

図 4.1.14 捕獲記録アプリケーション「狩 ing マップ」の主な機能の概要（捕獲記録とデータ出力例

の概要） 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 局所密度を得るためのRESTモデルを初めて国内で実施し、日本の環境においてシカとイノシシにおい

ても有効な手法であることを確認した。また、RESTモデルの結果との関係性からイノシシの相対密度指

標としての「掘り返し跡」と「くくり罠CPUE」が有効であることを示すことに成功した。国内ではイノ

シシの密度指標が得られていなかったため、今後のイノシシの生息動向を探るうえで重要な知見となっ

た。 

 従来から検討されていたシカとイノシシの捕獲関連の密度指標は、精度が荒いが、広域的に個体数を

推定するために必要となるため、指標にあたえる影響や経年変化、バイアス等を指標の特徴を明らかに

しておく必要がある。長期間データ蓄積のある兵庫県のデータを用いた結果から、積雪の影響など指標

に及ぼす影響が明らかとなり、推定モデルに導入する際、考慮すべき指標の特性を明らかにすることが

できた。同じく長期的データがある兵庫県のシカの妊娠率が1歳において密度依存的な影響を受けるこ

とを国内のシカで初めて明らかにした。またシカとイノシシの捕獲個体から成獣と幼獣を判別する閾値

を明らかにし、捕獲現場で撮影される画像の深層学習と連動させることに成功した。これにより画像の

みから成獣と幼獣を70‐90％程度予測することが可能となったことから、今後捕獲の質的な分析に貢献

することが期待される。 

 さらに、スマートフォンアプリを開発したことで、多数の行政間でデータ整理が必要となっていた現

状を改善する方法をしめし、リアルタイムな解析に貢献することが期待される。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

兵庫県のシカ・イノシシの特定鳥獣管理計画の年度別事業計画（平成30年度、31年度、令和2年度）

において、本研究成果である密度指標分析に基づく推定個体数が採用された。RESTモデルのイノシシへ

の適応の成果は、福島県、岐阜県、兵庫県において、令和元年、令和2年度の県事業として採用され、

調査が実施、または計画されている。また、RESTモデルおよびイノシシの密度指標については、特定鳥

獣保護管理計画ガイドライン（イノシシ）を検討する委員会において、手法と有用性を報告した。 

日本学術会議「人口縮小社会における野生動物管理のあり方の検討に関する委員会」（第4回、平成

30年11月15日）において、本研究成果であるシカの市町別の個体群動態推定結果を提示し、答申作成に

貢献した（回答p9の「都道府県における地域スケールの個体数推定とその課題」に本成果の内容が採用

されている）。 

さらに、環境省「令和元年度捕獲情報収集システムの次期更新に向けた調査検討業務に係る検討委

員会」において、本サブテーマで開発したアプリケーションが今後求められる捕獲情報収集システムの

事例として検討された（委員会自体の開催は中止されたが、ヒアリングを受け、報告書に盛り込まれ

た）。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

これまでにイノシシの相対的な生息密度を把握するための密度指標について検討を行った事例は少

なく、特に日本においてはその手法が確立されていなかった。本研究で有用性が高いと考えられた掘り

返し跡は比較的容易に取得可能な指標であり、イノシシの相対密度指標としての活用が期待される。 

また、本研究において用いた自動撮影カメラの撮影データから生息密度を推定するRESTモデル

（Nakashima et al. 2018）は、シカやイノシシなど有蹄類の局所的な生息密度を推定する手法として

有用性が高く、サブテーマ2でも活用されているように、広域的に収集可能な相対密度指標と組み合わ

せることで、県全域の生息密度分布を推定することも可能となる。しかし本手法は近年開発された手法

であり、現地調査やデータ整理に際して留意すべき点も多く、一般には普及していないため、本研究の

成果の一部としてその調査手法をわかりやすく取りまとめ、報告集の中に調査マニュアル（図5.1.1）

として掲載した。現在シカ、イノシシの局所的な生息密度推定においてRESTモデルの利用が検討される
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機会が増えており、本研究において開発された密度指標とともに、RESTモデルの調査手法について解説

した本マニュアルは行政に活用されることが期待される。 

さらに、イノシシと家畜豚との獣畜共通感染症CSF（豚熱）の広がりから、対策強化地域の選定にお

いて、イノシシの生息密度情報の収集方法及び効率的な捕獲方法の検討の必要性が高まり、生息密度推

定の基礎となるデータ収集方法や捕獲個体の成獣幼獣判別方法についての問い合わせが急増している。

RESTモデルや体サイズ分析に関する情報提供を実施するとともに環境省の「特定鳥獣保護管理計画策定

のためのガイドライン（イノシシ）」に本サブテーマの成果を掲載する予定である（令和2年度末発行

予定）。イノシシの画像による体サイズ推定、および捕獲データ収集アプリケーションは、次世代型の

データ収集方法として、行政システムに組み込むことが期待されるため、今後コスト面や運用面、実装

に向けた社会的な検討に移ることが期待される。 

 

６．国際共同研究等の状況 

特に記載すべき事項はない。 

図5.1.1 本推進費の一般向け報告集の表紙、およびRESTモデルに関する解説の掲載箇所 
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Ⅱ－２ 空間構造を考慮した個体数推定と最適管理モデルの開発 

 

東京大学      宮下 直 

 

＜研究協力者＞ 

東京大学      深谷佑紀・横山雄一・筒井 優 

東北大学      笠田 実・長田 穣 

 

   平成29年度～令和元年度研究経費（累計額）：20,453千円（研究経費は間接経費を含む） 

（平成29年度：7,410千円、平成30年度：6,903千円、令和元年度：7,251千円） 

                  

 

［要旨］ 

 本サブテーマでは、空間異質性を考慮したシカやイノシシの個体群動態を予測するモデルの開発と、

個体数を低減させる最適管理を可能にするモデルの開発をおこなった。具体的には、１）異質景観下に

おけるシカの増殖と分布拡大を同時推定するモデル、２）イノシシの環境選好性と罠捕獲効率の季節動

態を評価するモデル、３）密度効果や景観構造を組み込んだイノシシの個体群動態モデル、４）シカ・

イノシシの個体数低減を目的とした捕獲努力の空間的な最適配分モデル、の４つのパートからなってい

る。１）シカの分布拡大については、状態空間モデルにおける方向分散透過性とそれに対する環境の影

響を明示的に組み込んだモデルを開発した。シカの増殖率には空間異質性は見られなかったが、分散は

景観構造による異方性が存在することがわかった。２）カメラデータと行政の捕獲データを組み合わせ

ることで、イノシシの個体数、環境選好性、罠の捕獲効率を同時推定した。いずれのパラメータも顕著

な季節変動を示し、イノシシの生活史や餌環境などの変化を反映していることが推察された。３）密度

効果や景観構造を組み込んだイノシシの個体群動態を予測するモデルを開発した。カメラデータを用い

て罠捕獲率を推定し、それを行政の捕獲データと組み合わせて個体群動態を予測するモデルである。個

体数の年次変動や個体数の空間的な粗密が推定でき、さらに環境収容力と捕獲数との対比から管理によ

る個体数の抑制効果も評価できた。４）シカとイノシシの密度を同時に低減させる最適努力配分を求め

るため、「焼きなまし法」 を用いた数理モデルを構築した。上記の１）と３）から得られた個体群パ

ラメータをモデルに適用し、総個体数の目標値を達成するために必要な捕獲努力量を算出することがで

きた。 

 

［キーワード］   

個体群動態、状態空間モデル、景観構造、捕獲効率、RESTモデル 

 

１．はじめに 

シカやイノシシの分布拡大や個体数の増加、それに伴う生態系や農作物へのインパクトが懸念され

ている。人口減少に転じたわが国では、今後ますます野生動物の適切な管理が社会的に重要課題になる

に違いない。ところが、野生動物がどこにどれだけいるのか、そして今後どのように増えるのか、個体

数を抑制するための管理努力量や空間配分をどうすればよいかについては手探りの状態である。近年の

ベイズ統計学の発展により、野生動物の個体数推定の技術や精度は上がってきている。しかし、空間構

造を組み込んだ動的モデルを開発しない限り、的確な将来予測や費用対効果の高い管理手法を構築する

ことは原理的に困難である。一方で、精緻なモデルを構築するだけでは現状に対処できるとは限らな

い。現場で取得可能なデータは、社会的・自然的条件により強く制約されるからである。そうした制約

下で、可能な限り正確で汎用性のあるモデル開発が望まれる。 

そうしたなか、近年比較的安価な自動撮影カメラが普及しており、行政が蓄積している狩猟や有害

捕獲のデータと組み合わせることで、広域かつ精度の高いモデルの開発が期待される。カメラと捕獲記
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録は、それぞれ長所と短所を持ち合わせている。カメラデータを使ったRESTモデルなどによる推定は精

度が高い反面、広域には展開できない。一方、捕獲データは広域をカバーできる反面、精度は高くな

い。両者の強みを組み合わせることで、従来にない頑強かつ汎用性が高いモデル開発と予測が可能にな

るはずである。また、時空間的に大量かつ不確実性を含むデータを解析するには、効率的なアルゴリズ

ムの利用や開発も必要になる。その実現には、哺乳類や野生動物管理に携わってきた研究者だけでな

く、生態学や生物統計学の理論に精通した研究者と連携することが必須である。こうした背景から、本

サブテーマでは、先端的な統計モデルに精通している研究者を取り込み、シカとイノシシの時間・空間

動態と管理を明示的に扱えるモデル開発に挑んだ。 

 

２．研究開発目的 

本サブテーマでは、空間異質性を考慮したシカやイノシシの個体群動態を予測するモデルの開発

と、個体数を低減させる最適管理を可能にするモデルの開発をおこなった。具体的には、１）異質景観

下におけるシカの増殖と分布拡大を同時推定するモデル、２）イノシシの環境選好性と罠捕獲効率の季

節動態を評価するモデル、３）密度効果や景観構造を組み込んだイノシシの個体群動態モデル、４）シ

カ・イノシシの個体数低減を目的とした捕獲努力の空間的な最適配分モデル、の４つのパートからなっ

ている。 

 

３．研究開発方法 

【シカの増殖と分布拡大を同時推定するモデルの開発】 

（1） 調査地 

本研究の対象地は千葉県房総半島である。気候は温暖湿潤な気候で、調査地の60%は森林であり、堅

果をスダジイやカシ類が多くを占める照葉樹林と、スギやヒノキから成る植林地で構成されている。そ

の他の土地利用は、16%が水田、4%が畑で占められている。この地域のニホンジカの個体群は、かつて

は都市開発と乱獲圧により激減し、ごく限られた地域に隔離されていたが、1970年代から1980年代にか

けて個体数が増加し始め、その後分布が拡大した。1990年代以降は、シカの高密度化による食害から、

森林の下層植生が減退している。千葉県は、1996年以来、ニホンジカの個体数を監視するための実施計

画を施行していた1）。イノシシについては、千葉県においては一度絶滅したが、南東部において1980年

の再導入以降、イノシシの個体群が拡大し、甚大な農作物被害を引き起こしている。 

（2）データ 

千葉県の公表報告書と未公表記録から、2000年から2009年のニホンジカの個体数の代理変数とし

て、①2000～2010年の糞粒法調査、②2000〜2008年の区画法調査、③2001年の嗜好性植物損傷調査、④

狩猟・有害捕獲数（これらをあわせて以下、捕獲数）、を用いた。ニホンジカの個体数の増加と分散プ

ロセスに影響を与える環境要因として、広葉樹林面積、林縁長、総森林面積（広葉樹林と針葉樹植林面

積の両方）、および河川の有無を、GISを使用して抽出した。 

（3）解析 

a. プロセスモデル 

このモデルでは、人口統計学的確率性を考慮したニホンジカの個体群動態を扱う。本調査地でニホ

ンジカの個体群動態は、個体群成長（春と夏の出生と自然死亡）、捕獲による死亡（秋と冬）、および

分散（冬）の3つの主要なプロセスの影響を受けている（図3.2.1）。 

𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑟𝑟 、𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡ℎ、および𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑑𝑑  は、それぞれt 年のグリッドi での個体群成長前、捕獲による死亡前、および

分散プロセス前のシカの個体数とする。ポアソン分布と多項分布を使用し、それぞれ個体群成長と分散

に関連する人口統計学的確率性をモデル化した。 

グリッドi での個体群成長率(𝑟𝑟𝑖𝑖)とグリッドi からj への分散確率(𝑀𝑀𝑖𝑖𝑖𝑖)を使用し、プロセスモデル

を次のように指定した。 

(i) 個体群成長プロセス 

𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡ℎ ~Poisson�𝑟𝑟𝑖𝑖𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑟𝑟 � 
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(ii) 捕獲による死亡プロセス 

𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑑𝑑 = 𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡ℎ − 𝐻𝐻𝑖𝑖,𝑡𝑡 
ここで、𝐻𝐻𝑖𝑖,𝑡𝑡 はt 年のグリッドi で捕獲された個体数である。 

 

(iii) 分散プロセス 

𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡+1𝑟𝑟 = ∑ 𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑚𝑚578

𝑖𝑖=1   

 

ここで、𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑚𝑚  は、t 年にグリッドj からi に分散した個体数である。比較的小さなグリッドサイズ

の場合、新しい場所への分布拡大は偶然の影響が強いため、分散関連の人口統計学的確率性（多項分布

で表される）をプロセスモデルに組み込んだ。 

2000年のシカの分布範囲は、以前の歴史的分布拡大を反映していると考えられるので、ポアソン分

布を使用して初期分布範囲の空間的自己相関をモデル化した。 

𝑁𝑁𝑖𝑖,2000𝑟𝑟 ~Poisson�𝐴𝐴𝑖𝑖
∑ 𝑁𝑁𝑖𝑖,2000

𝑟𝑟
𝑖𝑖∈𝑛𝑛𝑖𝑖
∑ 𝐴𝐴𝑖𝑖𝑖𝑖∈𝑛𝑛𝑖𝑖

� 

 

ここで、𝐴𝐴𝑖𝑖 はグリッドi のシカ生息地（広葉樹林と針葉樹の植林地）であり、𝑛𝑛𝑖𝑖 はグリッドi に隣

接するグリッドの集合である。 嗜好性植物アオキの摂食損傷はニホンジカの在/不在の信頼できる代理

変数であるため、2001年にグリッドi で摂食損傷が見られなかった場合は2000年の𝑁𝑁𝑖𝑖,2000𝑟𝑟  をゼロとし

た。 

b. パラメータモデル 

パラメータモデルは、ニホンジカの人口

統計学的パラメータ（個体群成長率と分散

確率）と環境共変量の関係を説明するもの

である。 

最初に、標準化された広葉樹林面積

（BLFi）と標準化された林縁長（EDGEi）に

よって個体群成長率を表現した。これら

は、既存研究でシカにとって好適な環境で

あることが知られている。 

log(𝑟𝑟𝑖𝑖) = 𝛼𝛼0 + 𝛼𝛼1BLF𝑖𝑖 + 𝛼𝛼2EDGE𝑖𝑖 
 

ニホンジカの雌は最大で毎年1頭の仔鹿を

出産するため、𝑟𝑟𝑖𝑖 が<1.5になるようにし

た。 

つぎに、標準化された総森林面積と河川の有無によって分散確率（Mi,j）を表現した。この目的のた

めに、𝑀𝑀𝑖𝑖,𝑖𝑖
∆  を1年未満の短期間∆t の間の移動確率として定義する。短期間の移動確率（十分に短い

∆t）を考慮すると、離れたグリッド間の分散を無視し、隣接するグリッド間の分散距離（DISTi,j）と環

境共変量(森林率：FRTj、河川の有無：RIVj)によってこの確率を説明できる。 

ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛽𝛽0DIST𝑖𝑖,𝑖𝑖 + 𝛽𝛽1FRT𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2RIV𝑖𝑖 

𝑀𝑀𝑖𝑖,𝑖𝑖
∆ =

𝑒𝑒ℎ𝑖𝑖,𝑗𝑗

∑ 𝑒𝑒ℎ𝑘𝑘,𝑗𝑗𝑘𝑘∈{𝑖𝑖,𝑛𝑛𝑖𝑖}
 

 

生息地の選好性（hi,i）が正の場合、ニホンジカは偶然から期待されるよりも頻繁にグリッドi で滞

在する。一方、生息地の選好性が負の場合、ニホンジカは偶然から期待されるよりも頻繁にグリッドi 

から移動する。分散率の距離減衰のため、このモデルではβ0 が負でなければならないと仮定する。年

図3.2.1 シカの増殖と分散をモデルの概要 
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間分散確率は、短期間の反復運動として表すことがでる。 

解析では∆t = 1/16年（つまり、22.8日）を使用した。これは、観察されたニホンジカの分布拡大速

度と比較して、十分に短い期間として設定した。短期移動確率のほとんどの要素はゼロであるため、疎

行列の実装により、年間分散確率を効率的に計算できる。調査地の端を越えた分散確率を考慮するため

に、反射境界条件を選択した2),3)。 

c.データモデル 

データモデルは、糞粒法調査（Fi,t）と区画法調査（Bi,t）からの代理変数と個体群成長前のニホンジ

カの個体数（𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑡𝑡 ）の関係を示している。各調査に関連する検出の不確実性として、負の二項分布また

はポアソン分布をモデル化した。ニホンジカ密度と糞粒数の間の比例定数（γ> 0）および糞粒数の分

散パラメータ（θ> 0）を使用して、個体数の代理変数のデータモデルを次のように設定した。 

𝐹𝐹𝑖𝑖,𝑡𝑡~Negbin�𝜃𝜃,
𝜃𝜃𝐴𝐴𝑖𝑖
𝛾𝛾𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑟𝑟

� (𝑖𝑖 ∈ 𝑓𝑓𝑡𝑡) 

𝐵𝐵𝑖𝑖,𝑡𝑡~Poisson�𝐴𝐴𝑖𝑖𝐵𝐵
𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡𝑟𝑟

𝐴𝐴𝑖𝑖
� (𝑖𝑖 ∈ 𝑏𝑏𝑡𝑡) 

 

ここで、𝐴𝐴𝑖𝑖𝐵𝐵 は区画法調査の単位面積（0.95〜2.21 km2）であり、ft とbt はそれぞれ、t 年に糞粒法

調査と区画法調査が行われたグリッドの集合である。 

捕獲されたニホンジカの記録は、自治体によって66の管理ユニット（4.22〜109.92 km2）で記録され

ている。そのため、各グリッドでの捕獲個体数（Hi,t）に関連するデータの不確実性をさらにモデル化

した。 

管理ユニット内の各グリッドで捕獲率が一定である（つまり、捕獲個体数はグリッドでの個体数に

比例する）と仮定して、このデータの不確実性を多項分布で次のように表現した。 

𝑝𝑝𝑖𝑖,𝑡𝑡 =
𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡ℎ

∑ 𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑡𝑡ℎ𝑖𝑖∈𝑚𝑚𝑘𝑘

(𝑖𝑖 ∈ 𝑚𝑚𝑘𝑘) 

 

𝐻𝐻𝑖𝑖∈𝑚𝑚𝑘𝑘,𝑡𝑡~Multin�𝐻𝐻𝑘𝑘,𝑡𝑡
𝑢𝑢 ;𝑝𝑝𝑖𝑖∈𝑚𝑚𝑘𝑘,𝑡𝑡� 

 

ここで、𝐻𝐻𝑘𝑘,𝑡𝑡
𝑢𝑢  はt 年における管理ユニットk での捕獲個体数であり、mk は管理ユニットk に含まれる

グリッドの集合である。 

d．モデル同化 

推定値の事前確率として、均一または曖昧な正規分布を設定した。事後確率の積分の複数の分散経

路と分散関連の人口統計学的確率性のモデリングは、計算コストが高いため、PFMCMCアルゴリズムを用

いてベイズ推論を実装した4)。Vrugtら(2009)5)に従い、適応段階の終了後、10,000回の反復で8つの

MCMCチェーンを実行した。事後分布の要約を取得するために、50回の反復ごとにMCMCシミュレーション

をサンプリングし、信用区間を算出した。パラメータの収束は、Gelman–Rubin収束診断Rhat <1.1を用

いた。モデルの適合度は、Freeman-Tukey統計量によって測定された事後予測p値（またはベイズp値）

に基づいて評価した。 

 

【イノシシの環境選好性と罠捕獲効率の季節動態の評価】 

（1） 調査地 

調査地は千葉県南部の南房総市、鋸南町、君津市、富津市の4市町で、合計面積は799.6 km2、千葉県

全体の15.5%にあたる (図3.2.2)。個体数管理のために、県や市が中心となって有害鳥獣捕獲を積極的

に進めており、調査地においては2018年度に約12,000個体が捕獲されている。11月15日から2月15日は

猟期であるが、その捕獲個体数全体の3%程度に過ぎない。 

本研究では、ウリ模様を持つ個体をカメラの映像から識別し、幼獣と定義した。この模様は出生後4

か月間に渡って残ると言われ、体重が15 kgを超える時期に消えるとされている。 
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（2） データ 

カメラトラップのデータは森林や竹林内に仕掛けた180地点のカメラ (Strike Force HD Pro; 

Browning Trail Cameras, Morgan, UT)による観測データを用いた。カメラの密度は1台/4.4 ㎢程度で

あり、2018年の6月から2019年の5月のデータを今回は利用した。1回の撮影で20秒間のビデオを撮影

し、連続したビデオの撮影の間は1秒間で設定した。 

 環境要因のデータは、環境省の植生調査のデータを用いた。カメラ周辺500 mの範囲の景観データを

抽出した。抽出した景観は対象地域で主な景観要素である広葉樹林・植林地・耕作地・竹林・放棄地・

住宅地の6つである。ArcGIS10.6を用い、それぞれのカメラ地点を中心として500 mの大きさのバッファ

ー内のそれぞれの景観の割合を計算した。多重共線性を回避するために6つの変数を主成分分析によっ

て要約し、第１主成分から第４主成分までの主成分得点を代替の環境要因の変数として利用した。 

 イノシシの罠による捕獲データは、捕獲個体の情報が記された捕獲個体データと、箱罠とくくり罠の

貸し出し状況を記録した罠設置状況データに分かれる。それぞれ千葉県、富津市、南房総市の協力を得

て取得した。千葉県からは2018年6月～2019年4月の捕獲データと罠の設置状況のデータを、南房総市と

富津市から2019年4月から2019年5月の分の捕獲データを取得した。捕獲個体のデータは捕獲された個体

の捕獲日時、性別、体重、捕獲方法が記されている。罠設置状況のデータは県が定めた管理ユニットご

とに、何基の罠が貸し出されているかが記されたデータである。調査地では箱罠とくくり罠の二種類の

罠が用いられてきた。本研究では体重が15 kg以下の個体は幼獣と区別し、生まれて4か月程度までのウ

リ模様のある個体と判別した。それ以外の個体は成獣と判別した。調査地における箱罠による捕獲の割

合は72%、くくり罠による捕獲の割合が25%であり、この二つの方法が捕獲のほとんどを占めている。 

（3）解析 

 解析において個体数密度、環境選

好性、捕獲効率の3つを一つのベイ

ズモデルで推定した。解析のフロー

チャートは図3.2.2の通りである。 

a. 局所個体数密度と環境選好性 

 RESTモデルを用いて、カメラトラ

ップのデータから個体数密度を推定

した。RESTモデルでは、事前に決め

た1辺1.9 mの正三角形を通過した個

体数のみを用い、滞在時間の推定値

と共に、下記の式によって各カメラ

で撮影した中心範囲内の個体数密度

を推定する。 

 

[密度]𝑖𝑖,𝑚𝑚 = [中心範囲内の通過回数]𝑖𝑖,𝑚𝑚
[中心範囲の面積]

× [滞在時間の推定値]𝑚𝑚
[撮影期間の活動時間]𝑚𝑚 

, 式(1) 

 式（1）において、i はカメラのIDを示し、1から180を取り得る。m は期間を表し、1か月を1つの時

間単位として１年間調査期間を設けているので、1から12まで取り得る。滞在時間の推定に関しては、

各月でイノシシの移動速度は違うと想定されたため、それぞれの月で50本のビデオを抽出し、滞在時間

を実験室でストップウォッチを用いて測定することでデータを得て、その時間が対数正規分布に従うこ

とを想定して、各月における平均の滞在時間を推定した。成獣と幼獣を分けて滞在時間は推定したが、

一部の月では幼獣が中心範囲内に入る撮影頻度が低く、滞在時間を推定するに足るサンプルが得られな

かったため、個体数密度を推定することが出来なかった。よって、幼獣に関しては2018年6月～10月、

2019年5月の計6か月分の個体数密度を推定した。撮影期間の間の活動時間はカメラのデータから推定で

きる活動時間割合6)に、カメラが作動していた時間をかけることによって算出した。活動時間割合は成

獣と幼獣で、各月で異なることを想定し、月ごとに推定した。RESTモデルにおいては、活動のピーク時

図3.2.2 イノシシの個体数密度、環境選好性、捕獲効率を推定

するモデルの概要 
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に全ての個体が活動していることを前提としている7)。撮影頻度はNakashima et al.(2018)と同様、負

の二項分布に従うことを想定して個体数密度を推定した。 

 イノシシの環境選好の季節変化は、上記のRESTモデルで推定した局所密度を、周囲500 mの環境を説

明変数としてモデルに導入し、回帰係数α の推定値の変化により評価した。式は下記の通りである。 

[密度]𝑖𝑖,𝑚𝑚 = exp �𝛼𝛼0,𝑚𝑚 + ∑ 𝛼𝛼𝑒𝑒,𝑚𝑚
4
𝑒𝑒=1 × �主成分得点�

𝑒𝑒,𝑖𝑖
�, 式(2) 

 主成分得点は第1主成分から第4主成分を利用しているため、e は1から4まで取る。m は期間を示して

おり、1から12まで取る。α₀ は平均個体数密度を示す切片であり、α₁ からα₄ の季節動態を見るこ

とで、利用環境の季節的変化を評価した。 

b. 管理ユニット単位の個体群密度の推定 

 1 km2のメッシュの密度を下記の式(3)を用いて推定した。 

[密度]𝑐𝑐,𝑚𝑚 = exp �𝛼𝛼0,𝑚𝑚 + ∑ 𝛼𝛼𝑒𝑒,𝑚𝑚 × �主成分得点�
𝑒𝑒,𝑐𝑐

4
𝑒𝑒=1 � , 式(3)  

 c は1 km2のメッシュを表し、1から897まで取り得る。e とm は式 (2)と同じである。主成分得点は

式(2)で用いた主成分の軸を基に、それぞれのメッシュで計算して用いた。次に、それぞれの管理ユニ

ットに含まれるメッシュごとの個体数密度をメッシュ内の森林面積によって重みづけして平均を計算す

ることで、管理ユニットごとの個体数密度を算出した。 

c. 捕獲効率 

 罠による捕獲効率は、行政から得た捕獲データとカメラによる個体数密度推定値を用いて推定した。

捕獲効率は、下記のように定義した(Osada et al. 2015)8)。 

[捕獲個体数]𝑢𝑢,𝑚𝑚,𝑡𝑡| [平均捕獲個体数]𝑢𝑢,𝑚𝑚,𝑡𝑡~ Poisson ([平均捕獲個体数]𝑢𝑢,𝑚𝑚,𝑡𝑡) 

[捕獲効率]𝑢𝑢,𝑚𝑚,𝑡𝑡 = [平均捕獲個体数]𝑢𝑢,𝑚𝑚,𝑡𝑡
[罠設置数]𝑢𝑢,𝑚𝑚×[密度]𝑢𝑢,𝑚𝑚

, 式(4) 

 u は推定密度の空間単位で、県が定めた管理ユニットとなっている。計33個あるため、u は1から33

を取り得る。t は捕獲手法を示し、ここでは箱罠とくくり罠の捕獲効率を分けて推定するため、t は1

と2を取り、t = 1 が箱罠による捕獲、t = 2 がくくり罠による捕獲とした。ここでの捕獲個体数と罠

設置数が行政から得た捕獲データであり、個体数密度はRESTモデルによる推定値である。 

 全ての解析がベイズ解析のフレームワークを用いて行い、パラメータの事後分布はMCMCサンプルによ

って得られた。事前分布は、α に対しては一様分布(-3, 3)を用い、捕獲効率のパラメーターに対して

は一様分布(0, 1)を用いた。MCMC法による計算は50,000回行い、当初の10,000回を切り捨て、以後の20

回ごとに結果を抽出する計算を初期値の異なる3本の連鎖について行った。解析はJAGSソフトウェア 

(Plummer 2003)9) とR (version 3.5.0, R Core Team, 2018)10) を用いた。パラメータの推定値の収束

は、Rhatの値が1.1を下回っていることを確認した 。 

 

【イノシシの個体群動態モデルの開発】 

本研究では、捕獲データが充実している千葉県をモデル地域として、ビデオカメラによるビデオト

ラップデータと捕獲データから得られたCPUE(単位努力量あたり捕獲数)という二つの異なるデータを用

いることによって、より精度の高い推定が可能なモデルを開発した。開発したモデルは、ベイズ推定に

よる状態空間モデルをベースとしており、プレモデルと個体数推定モデルの2つのサブモデルからなる

（図3.2.3）。プレモデルではビデオトラップにより得られたデータとカメラデータに対応する地域

（千葉県の調査ユニット）のCPUEを用いることで、罠の捕獲率に関するパラメータrcaptを推定してい

る。このrcaptから生息地をs、調査年をt として、 

捕獲率 = 1 − exp (− exp�𝑟𝑟𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡� ×
努力量𝑠𝑠,𝑡𝑡
生息地𝑠𝑠

), 

のように捕獲率が計算される。個体数推定モデルはこれにより得られた捕獲率に関するパラメータを事

前分布として利用することで、CPUEから得られる複数年データを用いて個体数を推定する（図
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3.2.3）。 

 カメラによるデータを得るために、千葉県内の11箇所に、1ライン1 kmのサンプリングラインを設定

し、50 mおきに20台のカメラを設置した。カメラはビデオ撮影が可能であり、赤外線センサーが動物を

感知すると、最大20秒間動物の撮影を行う。カメラの撮影範囲にはあらかじめ三角形の測定範囲が設定

してあり、その測定範囲内にイノシシが滞在した時間、及び撮影回数をカメラのデータとした。このよ

うにしてカメラから得られたデータに対して、RESTモデルを用いることでカメラデータからの個体数推

定が可能である。本研究では、プレモデルにおいて、カメラデータと対応する地域の捕獲ユニットの

CPUEデータの両方のデータから同時推定を行うことで、罠の捕獲率に関するパラメータを推定した。ま

た、ビデオ撮影は20秒間が上限であるため、20秒以上の滞在も考慮した平均滞在時間を推定する行動予

測モデルをプレモデルの中に組み込んだ。

 

 

 

 次にプレモデルで得られた罠の捕獲率に関するパラメータをもとに、千葉県全域の市町村の個体数推

定を行った。個体数推定モデルでは、プレモデルで得られたパラメータを事前分布として利用し、CPUE

データは千葉県の各市町村の2013年から2018年までの6年分のデータを用いた。モデルは個体群動態を

記述する状態モデルと密度指標の観測過程を記述する観測モデルからなる、状態空間モデルとした。状

態モデルは個体数増加と捕獲のプロセスからなり、増加率は、捕獲数は各市町村の捕獲データを適用し

た。つまり、生息地s におけるt 年のイノシシ密度をDs,t とおくと、次年の増加後の密度はDs, t+1 は、 

𝐷𝐷𝑠𝑠,𝑡𝑡+1 =
𝑟𝑟𝑠𝑠 × 𝐷𝐷𝑠𝑠,𝑡𝑡

1 +
𝐷𝐷𝑠𝑠,𝑡𝑡
𝐾𝐾

, 

𝑟𝑟𝑠𝑠 = exp(𝑏𝑏0 + 𝑏𝑏1 × PCA1 + 𝑏𝑏2 × PCA2), 
のように表される。ここでrs は生息地s におけるイノシシの増加率で、各市町村の森林、耕作地、草

原、耕作放棄地、竹林、都市の広さ、及び林縁長のパラメータに依存して決まると仮定している。これ

らのパラメータはPCAを用いて次元を下げ、2つの変数に変換して用いた。また、増殖には環境収容力を

考慮し、このパラメータをK とした。このようにして増加した後、同じ年の個体数は密度と生息地の大

きさ、実際に捕獲されて個体数によって、 

𝑁𝑁′𝑠𝑠,𝑡𝑡~Poisson(𝐷𝐷𝑠𝑠,𝑡𝑡 × 生息地面積𝑠𝑠) 

図3.2.3 イノシシの個体群動態モデルの概要 
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𝑁𝑁𝑠𝑠,𝑡𝑡 = 𝑁𝑁′𝑠𝑠,𝑡𝑡 −捕獲数𝑠𝑠,𝑡𝑡のように、ポアソン分布を用いて決定される。観測モデルについては、プレモデ

ルで得られた捕獲率パラメータの平均と分散を事前分布として与え、捕獲率と個体数の二項分布によっ

てCPUEが決まるという仮定をおいた。 

 

【最適管理モデルの構築】 

(1)簡易モデルによるパラメータ推定 

シカのパラメータ推定は、Osada et al. (2019)11)のモデルをもとにモデルを構築した。 しかし、移

動分散に関しては、環境要因に対する移動のしやすさを推定することにより移動分散を推定するのでは

なく、年間の移動率をユニットごとに仮定し、それを推定することで、移動分散をモデル化するという

方法をとった。そのためにシカの移動分散を表現するマトリックスM を考えた。これはデータのある生

息サイトの数（ここでは管理ユニット数）をサイズとする正方行列で、移動元のサイトをi移動先のサ

イトをjとおくと、移動後の個体数Nj は、 

𝑁𝑁𝑖𝑖 = �𝑀𝑀𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑁𝑁𝑖𝑖
𝑖𝑖

, 

と表される。マトリックスM のそれぞれの要素はユニット𝑖𝑖 と𝑗𝑗 間の距離の2乗行列𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑖𝑖と都市率に関わ

るパラメータで、 

exp �−𝐷𝐷𝑖𝑖,𝑖𝑖/(exp�𝑐𝑐0 + 𝑐𝑐1 × 都市率𝑖𝑖�)� 

とした。つまり、サイト間の距離が離れているほど移動は起こりにくくなり、移動元の都市率によって

移動率が補正される。このようにして求められた要素は、列の合計が1になるように規格化されて、分

散行列M として用いられた。その他の部分はシカの個体数推定として開発したモデルと同じ方法を用い

た。データは2000年から2017年までのデータを利用して最適管理モデルの計算に用いた。 

イノシシのパラメータ推定は、上記の推定のように6年分のデータではなく、比較短期間である2015

年から2017年までの3年分のデータを用いて推定結果を求め、それを最適管理モデルの計算に利用し

た。その他の部分はイノシシの個体数推定用に開発したモデルと同じである。 

(2)最適努力配分を導出するための数理モデル 

最適努力配分を求めるために、最適化手法の一つである「焼きなまし法」 を用いた数理モデルを構

築した。千葉県全体の個体数を最小化するように、ある一定の数の箱ワナを各市町村に配分する。対象

とする市町村は22あり、それぞれの市町村に設置するワナ数の組み合わせは膨大であるために、すべて

の組み合わせごとに、総個体数を計算することは現実的ではない。そのような場合には、焼きなまし法

は近似的に最適解を求めるために有用であり、保護区の設定等にも利用されている最適化手法である

（例えば、Ball and Possingham 200012））。 

焼きなまし法の概略は次のとおりである（図3.2.4）。まず、設置可能な箱ワナの総数をR とする。

初期値として、R を任意の割合で各市町村に配分する。その配分割合を少し変えた場合に、全体の個体

数が減少した場合はその配分割合を採用する。個体数が増加する場合でも、ある確率S でその配分割合

を採用する。確率S は、配分割合を変えることにより増加する個体数が大きいほど、または計算のステ

ップ数が増えるに従って小さくなるように設定する。この計算を繰り返すことにより、最適な捕獲努力

量を求めることができる。 

上記の簡易モデルで求められた個体数 ・ 個体群増加率 ・ 捕獲効率 ・ 移動率の推定値に基づい

て、最適な捕獲努力量を求める。捕獲対策の強化により、設置可能な箱ワナの総数R を増加させた場合

や、現状維持の場合など、さまざまなシナリオに応じた、最適な捕獲努力配分と将来の個体数を求める

ことができる。 

 



 

46 

4-1704 

 

図3.2.4 焼きなまし法による総個体数が最小となる捕獲努力配分の探索の模式図 

 

 

４．結果及び考察 

【シカの増殖と分布拡大を同時推定するモデルの開発】 

解析の結果、ニホンジカが分布範囲を拡大し、房総半島南部で2000年の1,506個体から2010年の

3,054個体に増加したことが示された（図4.2.1）。図より、明らかに不均一な分布拡大をしたことがわ

かる。 

事後予測p値によって推定された適合度は0.306であり、モデルの適合は悪くないことを示唆している。 

また、区画法調査から得られた観測値と推定値の比較により、モデルの適合性を確認した。 

 

その結果、ほとんどの推定値は観測データによく適合していたが、非常に高密度の調査ユニット（異な

る年）の1つでは、観測データと推定値の間に大きな違いがあり、適合があまり良くなかった。糞粒法

調査では、36.4個の糞粒が平均してニホンジカ1個体に対応しており、分散パラメータ（検出の不確実

性）は0.368であった。 

図4.2.1 房総半島におけるシカの分布拡大と個体数増加 
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ニホンジカの人口統計学的パラメータに対して、95%CIがゼ

ロと重複している環境共変量は見つからなかった。広葉樹林

面積と林縁長がシカの個体群成長率に与える影響は0.008と-

0.004であり、総森林面積と川の有無が分散における生息地の

選好性に及ぼす影響は0.247と-0.18であった。分散における

生息地の選好性の不均一な空間構造を検出し、森林面積が分

散に正の影響を及ぼしたが、個体群成長率は調査地のほとん

どで一定であった（ri ≈ 1.39;図4.2.2a）。 

移動の選好性への距離の影響は-1.852と推定され、景観が

均一であれば、ニホンジカの平均分散距離は年間約6.5 kmで

あることを示している。 

私たちの結果の最も重要な発見は、森林面積が分散に正の

影響を及ぼし、不均一な空間構造をもたらしていることであ

る（図4.2.2b）。有意水準は限界（0.090）だったが、効果の

大きさは比較的大きかった。また、ニホンジカは分布範囲で

一様に高い個体群成長を示した。分散プロセスの顕著な空間

構造を考えると、房総半島のニホンジカの不均一な分布拡大

は、個体群成長プロセスではなく、分散プロセスに主に起因

するといえる。 

ニホンジカの推定総個体数は、高い不確実性を示した（図

4.2.1）。この不確実性は、個体数指標の強い過大分散と空

間的なまばらさを反映していると思われる。この研究では、

糞粒がカウントされたグリッドは全面積の14.3%を占めてい

るが、観測されていないエリアの個体数密度は高い推定誤差

を示し、総個体群サイズと人口統計学的パラメータ（個体群成長と分散に対する環境要因の影響）の高

い不確実性につながったと思われる。 

 

【イノシシの環境選好性と罠捕獲効率の季節動態の評価】 

主成分分析の結果、第1主成分の寄与率は36%で、森林とそれ以外を分ける成分、第2主成分の寄与率

は23%で、広葉樹林と植林地を分ける成分、第3主成分の寄与率は17%で、耕作放棄地の割合が高い成

分、第4主成分の寄与率は13%で、竹林の割合が高い成分となった。 

2018年6月から2019年5月の調査期間において、計42,664日分のカメラによる観測を行い、RESTモデ

ルで利用する中心範囲の中を通過したデータは成獣において2,191回、幼獣は1,306回得られた。 

 (1) 個体数密度推定 

 イノシシの個体群動態は激しい季節変動を示した(図4.2.3)。数が最大となる11月の密度は、既存研

究で得られた同じ地域の捕獲前の密度である26頭/km2 (Osada et al., 201511))と近い値を示した。ま

た成獣と幼獣で、個体数密度の季節動態は異なっていた。成獣の個体数密度は11月にかけて上がり、そ

の後下がる様子が見られたが、幼獣の個体数密度は5月に上がり、その後10月頃にかけて下がる様子が

見られた。この対照的な推移は、日本におけるイノシシの出産期と、幼獣の高い自然死亡率、幼獣が成

獣として加入する様子を反映していると考えられる。さらに、成獣の冬季の減少は、捕獲数がこの時期

に増えることと一致している。 

 

 

 

図4.2.2 房総半島におけるシカの

増殖率と分散しやすさの推定値 
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(2) 環境選好性の推定 

 環境選好性の変化は、主成分分析で要約した環境要因に対応する回帰係数の変化により評価した (図

4.2.4)。第1主成分の得点は大半の月において負であり、森林の周囲に農地や竹林などの環境が周囲に

ある景観を選好していることを示していた。第2主成分の得点も概ね負の値を取り、植林地よりも広葉

樹林地を選好していた。この選好は10, 11月と4, 5月に強まることが分かった。第3主成分の得点は概

ね正の値をとり、一年を通して耕作放棄地を選好しており、特に冬期に選好性が強まることが分かっ

た。第4主成分の得点は竹林の利用を反映しており、正の値をとることが多かったが、他の軸と比べる

と影響は大きくなかった。 

以上のように、本研究では森林内の局所的な密度に影響する周囲の環境を季節ごとに明らかにする

ことが出来た。特に、農地や耕作放棄地、竹林はイノシシの個体数密度に正の影響を持つことが分かっ

た。これらの景観要素はイノシシの

季節的に餌資源を提供していること

に加え、冬期の猟期においては、耕

作放棄地が退避場所として利用され

ていた可能性もある。 

(3) 捕獲効率の推定 

 2種類の罠における捕獲効率の平

均値の比較では、箱罠の方がくくり

罠よりも約1.7倍効率が高いことが

分かった (図4.2.5)。箱罠とくくり

罠の捕獲効率の動態で共通していた

点として、12, 1月に捕獲効率が上

がる様子が見られた。一方、8月から11月にかけては動態が異なっていた。箱罠の捕獲効率は比較的低

いままなのに対し、くくり罠の捕獲効率は上昇する傾向が見られた。 

 冬に2種類の罠で捕獲効率が上がるのは、乏しい餌環境が背景にあると考え 

られる。餌の不足により、餌を探し回るイノシシは行動域を広げ、罠にかかりやすくなったこと、さら

に箱わなにおいては、餌不足によって撒き餌に誘引されやすくなり、捕獲効率が上がった可能性もあ

る。一方、8月から11月の動態は2種類の罠で異なっていた。箱罠においては7月の捕獲効率は高いが、

その後の8月から11月まで比較的低かった。これは8月から11月に餌資源が豊富だったためであると考え

られる。特に秋に存在する堅果はイノシシにとって重要な餌資源であることが知られおり、他の餌資源

の利用を減らすことが分かっている。このため、撒き餌に誘引されにくくなった可能性がある。くくり

罠の捕獲効率は該当時期に徐々に上昇したが、その理由は定かではない。 

本研究の結果はイノシシの効率的な個体数管理に活かすことが出来る。具体的には、捕獲効率が高

図4.2.3 イノシシの推定個体数の季節変化 
図4.2.4 イノシシの環境選好性の季節変化。 

回帰係数は正負の選好性を示す。 

図4.2.5 イノシシの罠による捕獲効率の季節変化 
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い冬の時期に捕獲圧をかけるべきである。この時期は耕作放棄地を比較的選好していることが分かった

ため、耕作放棄地の周辺に罠を設置し、定期的に見回りをすることが重要である。他の時期において

も、イノシシの季節的な環境選好に合わせて罠の設置箇所を定めるべきである。例えば、9月から10月

にかけては耕作放棄地から広葉樹林へ、主に利用する環境が変化し、11月から12月はその逆の変化が見

られた。これらの変化に合わせて設置箇所を変えることが捕獲効率の上昇につながるとか考えられる。 

 

【イノシシの個体群動態モデルの開発】 

（i）ビデオトラップから得られたイノシシの行動 

 ビデオトラップから得られたイノシシの滞在時間の分布に関して20秒以上の滞在分布も含めて平均滞

在時間を推定するため、分布データを元に行動モデルによる解析を行った。行動モデルは、「指数分布

モデル」、「対数正規分布モデル」、「2タイプの行動パターンを仮定した指数分布モデル」の3つのモ

デルを比較した結果、「2タイプの行動パターンを仮定したモデル」が最もデータと適合し、イノシシ

の行動分布をよく説明していた。また、短い滞在時間グループの平均滞在時間は1.10秒で全体の2割ほ

どであり、長い滞在時間グループの平均滞在時間は8.64秒で、こちらは全体の8割を占めていた。短い

滞在時間の方はカメラの前を横切っただけと考えられる一方で、長い滞在時間は、観測エリア上を警戒

や探索のためにゆっくり立ち止まる等行いながら移動していると考えられる。これらの警戒行動がイノ

シシの行動パターンの8割近くで見られたことは、一般的に言われているイノシシが臆病で警戒心が強

いという言説と一致している。また別の解釈として、臆病で警戒心が強く、よく動いてカメラ内滞在時

間が短くなる傾向のイノシシと、大胆にゆっくりと行動し、カメラ内滞在時間が長くなる傾向があるイ

ノシシの2タイプがいるという可能性も否定できない。 

（ii）個体数に影響を与える環境要因 

 解析に用いた環境要因のPCAの結果を見ると、PCA1は都市や農地に正に相関し、森林と負に相関して

いた（図4.2.6）。よって、PCA1は、主に人間が利用しているところと正に相関していると考えられ

る。PCA1の回帰係数は-0.122とイノシシの増加に負に影響していた。また、PCA2は竹林や草原など森林

以外のイノシシの生息地と負に相関しており、また、イノシシの生息に重要だとされている林縁長とも

負に相関していた。PCA2の回帰係数は-0.041と、イノシシに負に影響していた。すなわち適切な生息地

があるということが、イノシシの増加に正に影響するということである。PCA1とPCA2の回帰係数の絶対

値を比較すると、PCA1の方が強く影響しており、このことから、人間活動の大きさが生息域の広さより

もイノシシの増加率に強く影響していると考えられる。増加率の平均値は2.82個体となった。現在のと

ころ、イノシシの個体数は抑えられている（後述）が、各地域での捕獲努力を怠れば、潜在的には爆発

的な増加が再び起こる可能性がある。 

 

図4.2.6 PCAの結果と回帰係数 
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図4.2.7 房総半島におけるイノシシの推定個体数 

（iii）推定個体数分布 

 千葉県全体の推定個体数の変化と分布の変化は図4.2.7のようになった。千葉県全体の個体数は2014

年をピークに近年は落ち着いており、やや減少傾向にあることがわかる。ただし、年変動にはかなり大

きなばらつきが見られる。分布は特に2014年に千葉県の南西部で大きく増えた後、拡散し、再び南西部

で増えつつあるという傾向が見られた。生息域における平均的な個体数密度は最も多い2014年で33.6個

体/km2で最も少ない2017年で17.9個体/km2であった。Osada et al. (2015)11) によると2008-2009年の

推定個体数密度が26.8個体/km2で、生息域が当時よりも広がっていることを考えると、イノシシの個体

数は2014年までの数年間で少しずつ増加していたと考えられる。この結果と捕獲数が2016年まで大きく

増加し、その後あまり変化がないことを併せて考えると、イノシシの個体数増加の歯止めに、近年の捕

獲強化の影響があると予想される。2018年の傾向を見るとこれまでより全体的に東側にイノシシの分布

が広がっていることがわかる（図4.2.7）。 

 

図4.2.8 増加率、個体数、捕獲努力量の関係            図4.2.9 モデルパラメータの収束 
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（iv）捕獲の効果 

 さらに、６年分のデータを併せて各市町村で増加率と個体数の関係を見ると、正の相関があることが

わかった（図4.2.8; R = 0.49, P < 0.001）。つまり、イノシシが増えやすい環境で、個体数は大きく

なりやすいということである。これに対して、推定個体数あたりの捕獲努力量を算出し、中央値より高

いグループ（図4.2.8中のhigh）と低いグループ（図4.2.8中のlow）に分類し色分けすると、捕獲努力

量が全体として高いグループでは個体数が増加率に対して低く抑えられることがわかった（図

4.2.11）。推定個体数あたりの捕獲数でも同様の傾向が見られたが、捕獲努力量の方がより顕著であっ

た。これは、たとえイノシシが増え易い環境であっても、捕獲努力量を上げることで個体数の抑制が可

能であることを示唆している。また、イノシシの環境収容力を計算したところ、最も環境収容力が高く

なる地域で1 km2あたり100個体以上のイノシシが潜在的に生息可能でありそうだとことがわかった。 

（v）カメラを利用しないモデルとの比較 

 本研究により、新しく開発したモデルを評価するため、カメラトラップを用いないCPUEのみのモデル

と新しいモデルの比較を行った。CPUEのみの結果では、より個体数が多くなる傾向があり、モデルの収

束はあまりよくなかった（図4.2.9）。一方で、今回のモデルでは、ほとんどの推定個体数及びのパラ

メータが収束の目安とされるRhat < 1.1を実現していた（図4.2.9）。つまり、新しく開発したモデル

は、従来のモデルよりも顕著に収束しやすく、推定するべきパラメータやデータ数が多い場合や、複雑

な仮定が必要な場合の解析に向いている。 

 

【最適管理モデルの構築】 

(2)最適捕獲努力配分 

下記の計算結果は、設置可能な箱ワナの総数R が2017年度の対象地域の箱ワナ設置基数（約120万ワ

ナ日）と同じであり、2018年度の推定個体数に基づいて、その１年後の個体数を最小化するように計算

したものである。 

(i)イノシシ 

図4.2.10aは2017年度の捕獲努力量、図4.2.10bは最適な捕獲努力量を示している。2つの図を比較する

と、特に君津市、富津市、鴨川市への配分を増やすことにより総個体数の低減がで期待できることがわ

かった。しかし、2017年度の捕獲努力配分は最適な捕獲努力配分と比べて、大きな差はなかった。これ

は個体数が多く農業被害が大きい地域において多くの捕獲が実施されており、その地域での捕獲が総個

体数の低減のために重要であると考えられた。 

（ii）シカ 

図4.2.10cはシカの個体数を最小化するための最適な捕獲努力量を示している。最適な捕獲努力量は限

られた市町村に配分することが最適であることがわかった。 

（iii）イノシシとシカの統合管理 

図4.2.10dはイノシシとシカの合計個体数が最小になる捕獲努力量を示している。 

図4.2.11は、捕獲努力の配分方法（最適化または現状）と設置可能な箱ワナの総数R （現状、１割また

は２割増）についての複数の捕獲シナリオに対する１年後の個体数を示している。捕獲努力量が現状の

ままでも、捕獲努力を最適に配置することにより、個体数が約１割低減でき、各市町村で捕獲努力量を

２割増加させることとほぼ同じ効果があることが明らかになった。設置可能な箱ワナの総数を増加させ

た場合でも、各市町村の現状の捕獲努力量を一律に増加させた場合は、個体数の低減効果は限定的であ

る。すべての設置可能な箱ワナを最適に配置することは、実際には難しいことも考えられるが、捕獲努

力の増加分のみを最適に配置した場合は、設置可能な箱ワナの総数R が大きい場合は、全ての努力量を

最適配分した場合とほぼ同程度の効果があることがわかった。 
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図4.2.10 市町村ごとの捕獲努力量 

 

 

図4.2.11 シナリオ別の捕獲後の個体数 

 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

【シカの増殖と分布拡大モデル】 

本研究は、野生生物の個体群動態の状態空間モデルにおける方向分散透過性（すなわち移流）に対

する環境共変量の影響を明示的に説明する世界初のものである。このアプローチでは事後確率の数値計

算が困難なため、計算の改善が不可欠である。本研究では、粒子フィルタリングの数値積分手法の改善

により、PFMCMCアルゴリズムを野生動物の個体群動態にうまく適用することができた。 

【イノシシの環境選好性と罠捕獲効率の季節動態の評価】 

カメラデータと行政の捕獲記録という異なるデータを用いて、イノシシの環境選好性、個体数、罠

捕獲効率の３つを同時推定する手法を新たに開発できた。また、箱罠とくくり罠による捕獲効率とその

季節変化を推定することができた。 

【イノシシの個体群動態モデル】 

本研究により、カメラデータと行政の捕獲記録という異なるデータを用いて、新たな個体群動態モ

デルを開発できた。これは、すべての動物を含めても世界初である。このモデルは従来モデルよりもパ

ラメータが収束しやすく、複数の手法の長所をうまく組み合わせたモデルであるため、より精度の高い

推定が可能となった。また、これまでよりも、時空間的に詳細な個体数分布の変化を追うことが可能と

なった。さらに、密度効果と環境収容力を組み込んでいるため、従来のモデルでは実現が困難であっ

た、捕獲の効果の分析が可能になった。 

(a) 2017年度 
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【最適管理モデルの構築】 

複数の哺乳類への捕獲努力量はトレードオフ関係にあると考えられるが、構築したモデルにより、

総個体数の目標値を達成するために必要な捕獲努力量を算出することが可能になった。空間構造を組み

込み、かつ複数種を同時に効率的に管理するモデルは、過去に類をみない。さらに、地形などによるワ

ナ設置場所の制約も組み込むことができる。大型哺乳類の管理にとどまらずに、外来生物の管理などへ

の応用も可能である。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

特に記載すべき事項はない。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

【イノシシの環境選好性と罠捕獲効率の季節動態モデル】 

本モデルを活用すれば、イノシシの環境選好性、および箱罠とくくり罠それぞれの捕獲効率の季節

変動が推定できる。これに基づいて、いつ・どこに・どのわなを仕掛ければ、効果的にイノシシを管理

できるかが予測でき、自治体の管理指針として活用できるはずである。 

【イノシシの個体群動態モデル】 

本モデルは、イノシシの時空間パターンの詳細を推定可能なため、各市町村での具体的な予測や対

策に活用することができる。この際重要なのは、自治体の捕獲データがその要になることである。より

積極的に精度の高いデータを集める体制づくりが必要である。また、自動撮影カメラと組み合わせるこ

とでイノシシの動態予測の精度が高まることが示されたため、自治体レベルでカメラを活用したモニタ

リングを行うことが望まれる。 

また、本研究により、小スケールでの環境収容力と増殖率が推定ができたため、捕獲量を増やすな

どの重点的に対策を強化すべき場所の特定に活用できる。 

【最適管理モデル】 

自治体は、一定の予算や人的資源の範囲内で複数種を管理する必要に迫られている。個々の種を

別々に取り扱うのではなく、複数種を同時に取り扱うことで管理上の最適解を得ることができるはずで

ある。こうした認識は従来からあったが、方法論的な枠組みが確立されていないために、管理の実践で

は生かされてこなかった。本研究により、複数種の一括管理の普及に貢献することが期待される。 

本研究により、捕獲努力の増加や最適配置による個体数の低減効果を具体的な数値で示すことがで

きた。いつ、どこで、どの種を、どの程度管理すれば、どのような成果があがるのかを、具体的かつ定

量的に予測できるという利点があり、合意形成を行ううえでの強力なツールになるはずである。 

 

６．国際共同研究等の状況 

特に記載すべき事項はない。 
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Ⅱ－３ 効率的な捕獲のための事業効果測定モデルの開発 

 

国立環境研究所   深澤圭太 

          横溝裕行 

 

   平成29年度～令和元年度研究経費（累計額）：17,049千円（研究経費は間接経費を含む） 

（平成29年度：5,720千円、平成30年度：5,384千円、令和元年度：5,945千円） 

                  

 

［要旨］ 

近年、指定管理鳥獣捕獲等事業のように、特定の地域を対象に短期間(通常は1年以内)のうちに繰り

返し鳥獣の捕獲を実施して密度低減を図る事業が各地で実施されるようになった。従来、このような事

業の効果の評価には除去法(Catch-effort method)が用いられてきたが、一般に開放系で実施される事

業においては、移出入が単位努力量当たり捕獲率(捕獲効率)や個体数の推定に対して大きなバイアスを

もたらすことが知られていた。本研究では、新たに移出入を考慮した除去法(Open catch-effort 

method, Open-CE)を開発し、コンピューターシミュレーションにより生成したデータに対して繰り返し

推定を行うことで、バイアスの評価を行った。その結果、真の捕獲効率と個体数をバイアスなく推定で

きることが明らかとなった。さらに、これまで日本各地で実施された鳥獣捕獲事業（指定管理鳥獣捕獲

等事業など）の出猟日誌データ48事例分を収集してデータベース化し、銃猟22事例、くくりわな猟26事

例に対しOpen-CEによる捕獲効率の推定を行った。推定結果が得られた銃猟7事例、くくりわな猟11事例

をメタ分析により統合し、標準的な単位努力量当たり捕獲率を算出した。その結果、銃猟では3.6%/(1

人日/km2) (95%CI: 2.6-5.0)、くくりわなでは0.22%/(1わな日/km2)(95%CI: 0.17-0.29)であった。

Open-CEを統計解析環境R上で簡便に推定するための関数、および事業地周辺に捕獲を実施しないモニタ

リング区を設定する場合の統合解析モデル推定のためのギブスサンプリング用コード(JAGS使用)を公開

した。 

 

［キーワード］ 

個体群管理、除去法、移出入、捕獲効率、事業評価 

 

１．はじめに 

 近年、各地で野生動物の過剰な増加に伴う人間社会との軋轢の増加や生態系へのダメージが社会にお

ける問題となっており、その対策が必要とされている。捕獲等による個体群管理はそのための主要な方

法のひとつである。個体群管理を成功に導くための要素には、適切な事業デザインや予算、成果をその

後の管理戦略にフィードバックするための意思決定の仕組みなど多様なものがある。それらはいずれも

正確な管理効果の評価に立脚するものであるため、そのための手法の整備がとても重要である。 

 除去法Catch-effort method, 1),2)は、繰り返しの捕獲データに基づく生息数と捕獲効果の評価手法としては

古典的かつ標準的なものである。この手法は、閉鎖個体群の前提のもと、捕獲に対する個体群指数(主

にCPUE)の反応を背後にある個体数変動と関連付けてモデル化したものである。しかしながら、実際の

野外における個体群管理は、島などの特殊なケースを除けば一般に開放系で実施されていることがほと

んどである。開放系においては、捕獲実施範囲における個体の除去によって内外の個体密度差が拡大

し、移出よりも移入が卓越するようになり、見かけの捕獲効果が低下すると考えられる。このような密

度勾配に伴う拡散は野外でも一般的に観察されるプロセスであるe.g., 3),4)が、近年提案されている開放

個体群の除去法でもこのようなメカニズムは考慮されていない5),6)。このような状況で従来の手法を用

いると捕獲の効果を過小評価することになると考えられるが、拡散を考慮した開放個体群除去法を用い

ることでそれを補正することが可能になると考えられる。 
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２．研究開発目的 

 捕獲を実施するのと同時に外部からの移出入が生じ、捕獲対象地域内外の密度勾配に伴い移入が増加

するという現実的な仮定に基づいた開放個体群除去法（Open catch-effort method, Open-CE）の統計

モデルを構築するとともに、推定計算のためのプログラムを開発し、以下の目的で研究を行った。1) 

移出入を考慮したコンピューターシミュレーションにより生成したデータに対してOpen-CEを適用し、

真の値に対してバイアスのない推定が可能か検証した。2) これまで各地で実施された捕獲事業（指定

管理鳥獣捕獲等事業等）で得られた捕獲作業日誌データ(日別捕獲数,捕獲努力量)を用いてOpen-CEによ

る捕獲効率の推定を行い、事業設計の参考になる標準的な捕獲努力量あたり捕獲率(捕獲効率)を明らか

にした。 

 

３．研究開発方法 

（１）モデル構造の検討 

 本研究で想定する対象は、ある面積をもつ捕獲対象地域で、比較的短い（～1年程度）捕獲実施期間

内に鳥獣の捕獲作業を複数回繰り返して実施している系である。捕獲実施期間内の対象鳥獣の繁殖や死

亡による個体数変化は無視できるほど小さいが、捕獲対象地域とその外部の動物個体の移出入がランダ

ムに生じるとする。また、捕獲開始前には捕獲対象地域内外の個体密度は等しいと仮定し、移出捕獲対

象地域外部からの個体流入速度は捕獲実施期間中に一定であると仮定する。捕獲実施期間内は時間単位

ごと（一般には1日単位）の捕獲数および捕獲努力量（出猟人日やわな日など）が記録されており、単

独の方法または複数の方法（銃猟とわな等）による捕獲が実施されているとする。なお、複数の方法が

用いられている場合は少なくとも1つの手法で繰り返し捕獲が実施されていることとする。 

 従来の閉鎖個体群のための除去法で用いられるLeslieモデル1)は、初期個体数N1から捕獲により除去

を繰り返すことで個体数が減少していくことを想定しており、それ以外の要因による個体数増減は生じ

ないと仮定する。したがって、時間単位tにおける個体数をNt、捕獲数をCtとすると、下記の式が成り

立つ。 

Nt+1 = Nt - Ct 

捕獲数Ctは、個体数Ntを捕獲率ptでサンプリングすることにより決まり、これは二項分布に従う。 

 Ct ~ Bin(pt, Nt) 

捕獲率ptはその時の捕獲努力量Etに比例すると仮定している。 

pt = cEt 

比例係数cは捕獲効率であり、単位努力量あたりの捕獲率である。ただし、このモデルは努力量が大き

いときには捕獲率が1を上回ってしまうため、その点を改善したPoisson catchability model 

pt = 1 – exp(-cEt) 

が実用上都合が良い。なお、Poisson catchability modelをcEt = 0の周りでテイラー展開すれば、

Leslie法のモデルに一致する。Leslie法では、上記生成モデルから導出されるCPUEと累積捕獲数の線形

関係に基づいてN1とcを求める。ほかにも、総捕獲数ΣCtのうち時点tで捕獲される頻度が確率πt/Σπt 

(ただしπt = Πτ<t(1-pτ)pt)の多項分布に従うことに基づいて総捕獲数に条件づけられた尤度を計算

し、それを最大化するcを求める条件付尤度最大化法などが使われる2)。 

 本研究で開発したOpen-CEモデルは、上記Leslieモデルに確率的な移出入を導入した自然な拡張であ

る。Leslieモデルでは、ある時間単位tにおいて捕獲と除去が行われるが、Open-CEモデルでは、時間単

位内で移出入、捕獲、除去が行われると考える。時間単位tの最初の個体数をNtとすると、移出個体数

εtは移出入率ψの二項分布に従う。 

 εt ~ Bin(ψ, Nt) 

また、初期移入個体数は初期移出個体数と釣り合っており、その後一定であると仮定しているため、移

入個体数ιtは平均ψN1のポアソン分布に従うとする。 

ιt ~ Pois(ψN1) 

Leslieモデルとの整合性を考えると、捕獲は移出入後個体数Mt = Nt - εt + ιt、捕獲率ptの二項分布
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に従うとするのが自然であるが、予備解析において捕獲数の過分散を無視すると推定に大きなバイアス

がかかることが明らかとなったため、実際の応用においては二項分布の代わりにベータ二項分布を用い

ることを推奨する。 

Ct ~ BetaBin(pt, Mt, β) 

ここで、βは過分散パラメータである。また、同じ努力量でも対象面積が異なれば個体群に与える影響

は大きく変わるため、捕獲対象面積Aを考慮した捕獲率のモデルを用いる。 

pt = 1 – exp(-cEt/A)             (式1) 

もし捕獲対象地域において自動撮影カメラ等の密度指標のモニタリングデータを考慮する場合、モニタ

リング努力量Htのもとでの撮影数Ytは期待値sMtHt/Aの負の二項分布に従うとした。 

Yt ~ NegBin(sMtHt/A, φ) 

sは単位努力量あたり1個体あたりの平均検出回数, φは過分散パラメータであり、𝔼𝔼[Yt] = 

sMtHt/A,Var[Yt] = sMtHt/A + (sMtHt/φA)2である。 

 このモデルは個体数変化プロセスに観測できない潜在変数εt, ιtを含むため、非ガウス状態空間モ

デルの一種であると考えることができる。非ガウス状態空間モデルのパラメータ推定には、主にMCMC法

や数値積分フィルタによる最尤推定法が用いられるが、本研究では識別可能性の評価が容易な数値積分

フィルタによる周辺尤度最大化法を採用した。数値積分フィルタは、「1期前までのデータが与えられ

た条件のもとでの時間単位tの状態変数の分布(予測分布)」p(Mt|C1:t-1)と「時間単位tまでのデータが与

えられた条件のもとでの時間単位tの状態変数の分布(フィルタ分布)」p(Mt|C1:t)をt = 1から順に交互

に計算する計算手順であり、それぞれシミュレーションによる一期先予測と、データによる予測の絞り

込みに相当する。その過程で条件付周辺尤度p(Ct|Ct-1)が得られ、それをすべてのtについて積算した周

辺尤度を最大化することでパラメータの推定値が得られる(図3.3.1)。 

 

 

図3.3.1 数値積分フィルタによる周辺尤度の計算 

 

（２）シミュレーションによる推定精度の評価 

 移出入が生じる状況でOpen-CEが従来法よりもバイアスの少ない推定ができるか明らかにするため、

事前に設定したパラメータの下で移出入を考慮したシミュレーションによりデータを生成し、Leslie法

とOpen-CEの推定精度の比較を行った。生成モデルはOpen-CEと同様のプロセスモデルを考え、単純化の
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ために捕獲数の確率分布は過大分散のない二項分布とした。データ生成の際の真のパラメータはN1 = 

500とし、c = (0.01,0.1,0.3), ψ = (0.001,0.01,0.03)の計9通りの組合せを試行した。シミュレーシ

ョンの日数は50日間、5日捕獲と5日休止を繰り返し、捕獲を実施した日の努力量は1としたシナリオを

ベースラインの捕獲スケジュールとした。捕獲スケジュールのシナリオについては、2日捕獲8日休止、

8日捕獲2日休止についても評価した。シミュレーションは各500回繰り返した。 

 Open-CEの周辺尤度計算のプログラムはC++で記述したものをRパッケージRcppによりR関数に変換し、

関数nlm()による準ニュートン法で最尤推定値を求めた。Leslie法の推定には、RパッケージFSAの関数

depletion()を用いた。得られた結果はヘッセ行列の正定値性によって収束判定を行い、収束した結果

について真値とのずれを比較した。 

 

（３）実際の捕獲事業データへの適用 

 日本各地で実施されたニホンジカの捕獲事業（主に指定管理鳥獣捕獲等事業）の捕獲作業日誌データ

を収集し、①対象範囲が明確に定義されていること、②対象範囲内の日別捕獲数と日別努力量がもれな

く記録されていることを条件に48事例を解析の対象とした。そのうち、銃猟が実施されていた事業は22

事例、くくりわな猟が実施されていた事業は26事例であった。対象事業の位置図を図3.3.2に示した。 

 

 

図3.3.2 対象事例の位置図 

 各事業の捕獲効率をOpen-CEにより推定し、ヘッセ行列の正定値性によって収束判定を行った。収束

した事例について、推定された捕獲効率をメタ解析により統合し、平均的な捕獲効率を算出した。 

 

（４）Open-CE推定用関数の作成と公開 

 Rを使用できるユーザーが簡便にモデルを利用できるよう、Open-CE推定用関数を作成し、下記Webサ

イトで公開した。 

https://github.com/kfukasawa37/Open-CE 
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 また、捕獲実施区の外部でカメラトラップ等によるモニタリングデータが利用可能である場合にその

情報を考慮した推定のためのコード例も下記で公開している。 

https://github.com/kfukasawa37/Open-CE/blob/master/control-treatment_design_CE.r 

 

４．結果及び考察 

（１）シミュレーションによる推定精度の評価 

ベースラインの捕獲スケジュールにおいて推定値が収束した頻度をLeslie法、Open-CEそれぞれ表

4.3.1,表4.3.2に示した。 

 

表4.3.1 Leslie法の解が収束した頻度(500反復中)。捕獲のスケジュールはベースライン。 

  真の移出入率ψ 

  0.001 0.01 0.03 

真の 

c 

0.1 500 500 500 

0.2 500 500 500 

0.3 500 500 500 

 

表 4.3.2 Open-CE の解が収束した頻度(500 反復中) 。捕獲のスケジュールはベースライン。 

  真の移出入率ψ 

  0.001 0.01 0.03 

真の 

c 

0.1 401 438 430 

0.2 329 425 341 

0.3 326 412 307 

 

Leslie 法はすべてのパラメータセット・反復において解が収束したのに対し、Open-CE は収束しない例

がみられた。移出入率が中程度(0.01)の時に収束する頻度が高いという結果が得られた。これは、移出

入率が低すぎると、移出入率の対数値がどこまでも小さくなってしまい解が収束しないこと、逆に移出

入率が高すぎると捕獲の効果が移出入にマスクされてしまって推定できなくなってしまうことによるも

のと思われる。 

 移出入の程度を変化させたときの個体密度および捕獲効率の推定精度を Leslie 法と Open-CE で比較

すると、Leslie 法は移出入が大きくなるほど個体密度を過大評価、捕獲効率を過小評価する傾向があ

ったのに対し、Open-CE ではそのようなバイアスはわずかであった。捕獲スケジュールはベースライ

ン, c = 0.2 のときの個体数推定結果と捕獲効率推定結果をそれぞれ図 4.3.1 と図 4.3.2 に示した。一

般に、移出入が生じる系では捕獲開始直後に密度の低下が生じるが、内外の密度差が大きくなるほど移

出入の差が増大するため密度低下が生じにくくなる。Leslie 法ではそのようなパターンを低い捕獲効

率の結果とみなすことで捕獲効率の過小評価、個体数の過大評価につながっていたと考えられる。 
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図 4.3.1 c = 0.2、ベースライン捕獲スケジュールにおける真の移出入率(ψ)と個体数の推定精度の

関係。ドットは中央値、エラーバーは 50%区間を表す。赤い水平線は真値(ln(500)=6.21)を示す。 

 

 

 図 4.3.2 c = 0.2、ベースライン捕獲スケジュールにおける真の移出入率(ψ)と捕獲効率の推定精

度の関係。ドットは中央値、エラーバーは 50%区間を表す。赤い水平線は真値(ln(0.2)=-1.61)を示

す。 

 

なお、このような傾向は捕獲効率が異なる場合でも同様であったが(図4.3.3,図4.3.4)、捕獲日数をよ

り増やしたスケジュール(8日捕獲、2日休止)では高い移出入率のときにOpen-CEのバイアスが増大する
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傾向があった(図4.3.5)が、それでも平均的にはLeslie法のバイアスよりは少なかった。従来のLeslie

法であれば、閉鎖個体群の仮定を満たす限りはより高い捕獲圧をかける方が良い推定が得られるはずで

ある。一方、Open-CEで移出入を同時に推定するには、適度な休止期間を設けることで捕獲と移出入が

個体群に与える効果を時間的に分離することができるため、より良好な推定が得られたと考えられる。

この結果は、事業効果を評価する上で適度な休止期間を取り入れた捕獲事業デザインが重要であること

を示している。それが困難な場合、対象地域外のモニタリング結果を考慮した推定（３（４）参照）を

実施することが望ましい。 

 

 

図4.3.3 c = 0.1、ベースライン捕獲スケジュールにおける真の移出入率(ψ)と捕獲効率の推定精度の

関係。ドットは中央値、エラーバーは50%区間を表す。赤い水平線は真値(ln(0.1)=-2.30)を示す。 

  

-3.0

-2.5

0.001 0.01 0.03
true psi

E
st

im
at

ed
 ln

(c
)

model
Open-CE
Leslie



 

63 

4-1704 

 

 

図4.3.4 c = 0.3、ベースライン捕獲スケジュールにおける真の移出入率(ψ)と捕獲効率の推定精度の

関係。ドットは中央値、エラーバーは50%区間を表す。赤い水平線は真値(ln(0.3)=-1.20)を示す。 

 

 

図4.3.5 c = 0.2、8日捕獲、2日休止スケジュールにおける真の移出入率(ψ)と捕獲効率の推定精度の

関係。ドットは中央値、エラーバーは50%区間を表す。赤い水平線は真値(ln(0.2)=-1.61)を示す。 

 

Open-CEは個体数や捕獲効率の推定ではLeslie法よりも総じて良好な結果であった。一方、Open-CE

を用いても移出入率の正確な推定は困難であることが明らかとなった。移出入率が高い場合、移出入率

を総じて過小評価する傾向が見られた(図4.3.6)。一般に、状態空間モデルは個体数変動のばらつきに
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相当する過程誤差を縮小推定する傾向がある7)。Open-CEにおいて個体数変動のばらつきは移出入率に

よってコントロールされるため、それが縮小されたものと考えられる。 

 

図4.3.6 真のψの値とOpen-CEによる推定のバイアスの関係 

 

 これらの結果から、Open-CEによって移出入率の正確な評価は困難であると考えられたが、個体密度

や捕獲効率については移出入が生じる状況においても従来法より正確に推定できると考えられた。 

 

（２）実際の捕獲事業データへの適用 

 収集した事例にOpen-CEを適用した結果、銃猟7事例、くくりわな11事例で推定結果が得られた。銃猟

の捕獲効率を図4.3.7,くくりわなの捕獲効率を図4.3.8に示した。平均的な捕獲効率は、銃猟では

3.6%/(1人日/km2) (95%CI: 2.6-5.0)、くくりわなでは0.22%/(1わな日/km2)(95%CI: 0.17-0.29)であっ

た。これをもとに、面積当たり捕獲努力量と捕獲率の関係を算出したものを図4.3.9,図4.3.10に示し

た。この曲線から、ニホンジカの増殖率を1.218)と仮定したときに増殖と捕獲が釣り合うときの捕獲努

力量は銃猟・くくりわな猟それぞれで7.1人日/km2(95%CI: 5.2-9.8)、115.0わな日/km2(95%CI: 87.8-

150.5)であると計算された。現時点では事例数が限られるため、この推定結果は今後の捕獲事業の実施

結果によってアップデートする必要があると考えられるが、結果に応じて必要努力量を見直していく順

応的管理を行うことで、目標達成に向けた事業の改善が可能になると考えられる。 
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図4.3.7 シカ銃猟捕獲効率のフォレストプロット。各事例の推定値を黒四角、±1SEをエラーバーで示

した。黒四角の大きさは事例ごとの情報の重みを示す。赤色のひし形は、全体の平均±1SEを表してい

る。 
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図4.3.8 シカくくりわな捕獲効率のフォレストプロット。各事例の推定値を黒四角、±1SEをエラーバ

ーで示した。黒四角の大きさは事例ごとの情報の重みを示す。赤色のひし形は、全体の平均±1SEを表

している。 

 

ln(c)

S
am

pl
es

-14 -10 -8 -6 -4 -2 0 2 4

Fukuoka 2017 0
Miyazaki 2016 Heisei
Miyazaki 2016 Mitsuto
Miyazaki 2016 Mt. Kagamiishi
Miyazaki 2016 Mt. Kanmuri
Miyazaki 2016 Mt. Mukabaki
Miyazaki 2017 Sobokata
Tochigi 2017 0
Chiba 2016 Isumi
Chiba 2017 Isumi
Saitama 2017 Chichibu

Summary



 

67 

4-1704 

 

図4.3.9 シカ銃猟の平均的な捕獲努力量と捕獲率の関係。点線は95%信頼区間、赤い水平線はシカの個

体群増加率を1.21とした時に捕獲圧と増殖率が釣り合う点。 
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図4.3.10 シカくくりわな猟の平均的な捕獲努力量と捕獲率の関係。点線は95%信頼区間、赤い水平線は

シカの個体群増加率を1.21とした時に捕獲圧と増殖率が釣り合う点。 

 

（３）まとめ 

本サブテーマにおいては、捕獲に伴い密度勾配に従う移出入が生じる開放系における除去法Open-CE

を新たに開発した。この手法の適用には、日別猟法別捕獲努力量および捕獲数の情報が必要であり、オ

プションとしてカメラトラップ等による日別モニタリング努力量と検出数の情報も推定に用いることが

可能である。シミュレーションの結果、従来の手法に比べてパラメータの識別可能性が低かったもの

の、従来の閉鎖個体群除去法で生じる推定のバイアスが緩和されることが分かった。また、捕獲作業の

実施と中断をバランスよく組み合わせることで推定精度が向上することが明らかとなった。この手法を

日本各地で実施された捕獲事業データに適用し、銃猟およびくくりわな猟それぞれについて標準的な努

力量と捕獲率の関係を明らかにした。この値から今後の事業設計の際に目標捕獲率に対応する必要努力

量を算出することができるが、事業ごとの捕獲効率は大きなばらつきがあるため、事業から得られたデ

ータで捕獲効率の推定と必要努力量の見積もりをアップデートする順応的管理を実現するためのツール

として用いることが望ましい。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 繰り返しの捕獲による個体数と捕獲効率の評価のアイディアははるか昔にさかのぼる1)ものの、開放

系におけるバイアスのない推定はこれまで大きな課題であった。本研究で開発した手法はそれに対する

1つの解決策を示したものである点で意義があると考えられる。シミュレーションにおいて異なるパラ

メータセットに対する推定値のふるまいを明らかにしたことも、手法の有用性を理解するうえで重要な
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ポイントである。本手法は鳥獣管理のみならず、漁業資源評価や絶滅危惧種の域外保全などさまざまな

場面での応用がそのまま可能であり、鳥獣管理にとどまらない一般性も併せ持つ。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

福島県の第3期イノシシ特定計画策定における個体数推定にサブテーマ代表者が参画した。また、

環境省の福島第一原発事故に伴う帰還困難区域内のイノシシ捕獲事業における捕獲効果の評価につ

いて、評価のためのデザインに助言を行った。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

 本研究で開発した手法は多くの鳥獣捕獲事業で事業効果の測定に適用可能であり、今後活用される

ことが見込まれる。また、本研究で示した「成果を評価しやすい事業デザイン」についても、今後の

事業設計において重要な情報であると考えられる。 

 

６．国際共同研究等の状況 

特に記載すべき事項はない。  
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Ⅱ－４ 分布拡大地におけるイノシシの生態特性の解明 

 

広島修道大学    奥田 圭 

 

   平成29年度～令和元年度研究経費（累計額）：15,758千円（研究経費は間接経費を含む） 

（平成29年度：5,003千円、平成30年度：5,290千円、令和元年度：5,465千円） 

                  

 

［要旨］ 

近年、日本ではイノシシの分布拡大が進行しており、それに伴い捕獲数も増加している。その一方で、

野生動物管理を担う狩猟者は減少および高齢化の一途を辿っており、捕獲圧の強化を図る上での課題と

なっている。また、人間が移出し、放棄された環境下では、イノシシが顕著に増加することが報告され

ており、今後、人口減少・超高齢社会を迎える日本では、これまで以上にイノシシ個体群の新規流入お

よび個体数増加が生じることが推察される。しかしながら、このようなイノシシの新規流入が生じた分

布拡大地では、生態特性の解明は進んでおらず、個体数管理を講じていく上での基礎情報が蓄積されて

いない。 

そこで本研究では、近年、イノシシの新規流入が生じた福島県沿岸部の原発避難指示区域とその周辺、

および愛媛県今治市の大三島において、イノシシの基本的な繁殖特性（初回妊娠年齢、妊娠率、胎子数、

繁殖時期）を調査し、従来からイノシシが分布していた地域（従来分布地域）の情報と比較することで、

イノシシの分布拡大地における繁殖特性を明らかにすることを目的とした。また、本研究によって得ら

れた繁殖情報に基づき、両地域における現行の対策手法の課題点を抽出し、分布拡大地において効率的・

効果的な管理を図る上での基礎情報を得ることを目的とした。 

分布拡大地におけるイノシシの繁殖特性を調査した結果、高い捕獲圧がかかっている分布拡大地域

ではあるが、イノシシの初回妊娠年齢、妊娠率、胎子数は従来分布地域と同等であり、性成熟の早期化

や妊娠率の向上、胎子数の増加は生じておらず、イノシシの基本的な繁殖パラメータは、定着地との差

異はないことが示唆された。一方、分布拡大地におけるイノシシの繁殖の特徴としては、出生時期の変

異幅は大きく、従来分布地域では春季（5～6月）に出生のピークがあるものの、分布拡大地では半数以

上の個体が春季以外に出生していることが推定された。これは、分布拡大地において捕獲強化が図られ

ているが、捕獲しやすい幼獣のみを捕獲することにより、メス親の捕り逃がしによる学習化、または、

子の消失に伴うメス親の発情回帰などが生じていることが考えられた。こうした捕獲の状況は、野生動

物の管理を図る上での体制基盤が整っていないため、戦略的な対策がとられていないことが大きく影響

していると示唆された。そして、その結果、繁殖時期の変異幅が増大し、通年を通して幼獣の捕獲に偏

する、非効率的な捕獲対策が講じられている可能性がある。分布拡大地において、効率的・効果的なイ

ノシシの個体数管理を実施する上では、繁殖時期の特性を把握し、それに基づいた管理戦略を策定する

ことが必要である。 

 

［キーワード］   

捕獲強化、妊娠率、妊娠黄体退縮物、出生時期 

 

１．はじめに 

近年、日本ではイノシシの分布拡大が進行しており、それに伴い捕獲数も増加している1）。その一方、

野生動物管理を担う狩猟者は減少および高齢化の一途をたどっており、捕獲圧の強化を図る上での障壁

となっている2）。また、人間が移出し、放棄された環境下では、多くの野生哺乳類、特にイノシシが顕

著に増加することが報告されており3）4）、今後、人口減少・超高齢社会を迎える日本では、各地におい

てイノシシ個体群の新規流入および個体数増加が生じることが推察される。しかしながら、このような

イノシシの新規流入が生じた分布拡大地では、急激な個体数増加が生じることが明らかになっている一
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方、生態特性の解明は進んでおらず、個体数管理を講じていく上での基礎情報が蓄積されていない。そ

のため、効率的・効果的な管理戦略を策定する上での基盤がなく、対症療法的な対策を講じざるを得な

い状況にある。 

野生動物の持続的な個体数管理を図る上では、個体群動態を推定することが重要であり5)6)、なかでも、

個体数の増減に直接的に関わる妊娠率、初回妊娠年齢および胎子数は、その基礎情報となる7)8)9)。また、

効果的な個体数管理を図る上では、繁殖時期を把握し、適切な捕獲時期を決定する必要性や10)11)、メス

の繁殖ステージを基準とした選択的な捕獲を実施する必要性が指摘されている12)13)。さらに、これら4つ

の繁殖特性は、個体群の健全性を評価する上でも重要な指標となる14)。しかし、このようなイノシシの

繁殖情報は、分布拡大地に限らず乏しく15)、妊娠率については、胎子・胚および妊娠黄体退縮物の有無

をもとに適切に算出された事例は1例16)のみである。繁殖時期については、春季に出生ピークが存在する

ことが報告されている一方で15)17)、通年を通して出生している可能性も指摘されているなど18)、地域的

に大きな差異が報告されている。そのため、イノシシの新規流入が生じた分布拡大地における本種の繁

殖特性を明らかにし、その特性を考慮した効率的・効果的な捕獲を計画することが必要である。 

2011年における福島第一原子力発電所事故に伴う人間の移出により、原発避難指示区域では、イノシ

シの食物資源となるカキやクリ19)などの果樹が多数放任された。また、イノシシの餌場や休息場所とな

る耕作放棄地20)も広範囲に創出する結果となり、これらの人為的環境において、イノシシの新規流入お

よび個体数増加し、人のいない状況下でのイノシシによる人為的環境への被害という新たな被害形態が

発生した。これらの被害へ対応するため、2013年から、環境省、復興省、福島県による箱罠を用いた大

規模な捕獲対策事業が開始された。 

一方、愛媛県今治市大三島は、柑橘類を主とした農業が基幹産業であり、昭和50年代には島の8割以上

が柑橘栽培の農地として利用されていた21)が、2000年代から高齢化に伴う柑橘畑の耕作放棄が急激に進

んだ22)。このような状況下で、2014年頃から大三島においてイノシシの生息確認や捕獲が報告されるよ

うになった23）。被害の急増を受け、箱罠を用いた有害鳥獣捕獲が本格化し、捕獲数が年々増加している
24)。このように、両地域では、社会的な要因は異なるが、どちらも人口減少または高齢化に伴う土地利

用の変化が端緒となり、イノシシの生息環境の好適化が生じ、イノシシの新規流入とその後の急激な個

体数増加と被害増加が大きな社会問題となった。特に、両地域には放任果樹が豊富に存在することから、

秋季の食物資源量が多いことが予想される。イノシシにおいて秋季の食物資源量は、初期成長期におけ

る体重増加に影響を与えることが指摘されている25)26)。また、初期成長期における体重増加は、性成熟

時期に変化に及ぼす要因であることから27)、両地域におけるイノシシは、従来からイノシシが分布して

いる地域とは異なり、特異的な繁殖特性を有している可能性がある。また、両地域では、イノシシの新

規流入および、その後の急激な個体数増加が短期間内に生じたことから、野生動物の管理を講じる上で

の体制基盤は未整備の状況である。そのため、戦略的な捕獲対策は実施されておらず、生息数の減少に

つながっていない。 

 

２．研究開発目的 

そこで本研究では、近年、イノシシの新規流入が生じた福島県沿岸部の原発避難指示区域とその周辺、

および愛媛県今治市の大三島を分布拡大地のモデルとして、イノシシの個体数変動を規定する繁殖に焦

点を当てて、明らかにすることを目的とする。分布拡大地の妊娠率および繁殖時期が定着地域の繁殖パ

ラメータと比較することで、イノシシ個体群の新規流入が生じた分布拡大地における繁殖特性を明らか

にする。また、本研究によって得られた繁殖情報に基づき、両地域における現行の対策手法の課題点を

抽出し、分布拡大地において効率的・効果的な捕獲戦略を計画するための提言を行う。 

 

３．研究開発方法 

（１）調査対象地  

調査は、捕獲が実施されている福島県沿岸部の原発避難指示区域（浪江町、大熊町、双葉町、富岡

町、葛尾村）とその周辺（二本松市）（以下、原発避難区域）、および愛媛県今治市の大三島（以下、
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大三島）を対象地とした。原発避難区域では、2017年4月～2020年1月にかけて、環境省による帰還困難

区域等における鳥獣捕獲等緊急対策事業、帰還困難区域内および周辺市町村による有害鳥獣捕獲、およ

び福島県による指定管理鳥獣捕獲等事業によって捕獲された個体から試料採取を行った。また、原発避

難区域において実施された、環境省による「2019年度帰還困難区域等における鳥獣捕獲等緊急対策事

業」捕獲記録について提供を受け、捕獲時期などの分析に用いた。大三島では、2018年9月～2019年6月

にかけて、今治市による有害鳥獣捕獲によって捕獲された個体から試料採取を行った。なお、すべての

試料は、箱罠によって捕獲された個体から採取した。 

 

（２）初回妊娠齢・妊娠率・胎子数の検討 

福島県の原発避難区域において捕獲された70個体のメスのイノシシから、卵巣、胚、胎子および上

顎・下顎を採取した。妊娠率を査定するため、胎子および胚の有無を肉眼により確認した。胎子および

胚が肉眼で確認されなかった場合は、卵巣を採取した（図3.4.1）。採取した卵巣は、組織染色用固定

液（Histochoice tissue fixative MB; Amresco, Solon, Ohio）を用いて固定した。固定後の卵巣をト

リミングし、矢状断面で分割し、目視により観察と写真撮影を行った。その後、組織標本を以下の手順

で作製した。固定された卵巣を約4 mm間隔にスライスし、脱水透徹した。そして、その標本をパラフィ

ン包埋した後、100 μm間隔で厚さ6 μmに薄切した。薄切した組織切片には、Hematoxylin-Eosin染色

およびElastica van Gieson染色を施した。光学顕微鏡で観察し、機能性黄体および妊娠黄体退縮物を

表3-4-116)の判定基準により各種黄体のタイプを判別した。判別は、ブタ（Sus scrofa domesticus）の

卵巣所見28)29)30)31)を参考に作成されたものである。ブタにおいては退行段階に応じてTypeⅠからⅣに4

区分されており、最長残存期間は3年である。この中で最初の退行段階TypeⅠが確認されるのは、出産

後約1年間と考えられている。そのため本研究では、過去1年以内の妊娠の有無が判別可能なTypeⅠおよ

び、それ以前の妊娠歴を示すTypeⅡ以上に分けて黄体退縮物の有無を確認した。 

 対象個体の年齢を把握するため、上顎・下顎における歯牙の萌出状態から、小寺ら17)の33の週齢区分

に基づき週齢査定を行い、0歳群、1歳群、2+歳群（2歳以上）の3つの群に分類した。そして、胎子、

胚、機能性黄体および妊娠黄体退縮物の有無に基づき、各群の妊娠率を算出した。 

以上のデータを用い、原発避難区域における各年齢群間の妊娠率を、Fisherの正確確率検定および

Ryan法を用いて比較した。また、イノシシの定着地である兵庫県15)と原発避難区域における同年齢群間

の妊娠率を、Fisherの正確確率検定を用いて比較した。さらに、イノシシが従来から分布している群馬

県において、4～10月に捕獲された個体から胎子および胚を有する個体の割合（以下、胎子保有率）を

算出した姉崎ら32)の報告と、同方法に従って原発避難区域および大三島において胎子保有率32)を算出

し、Fisherの正確確率検定を用いて同年齢群間で比較した。 

次に、原発避難区域および大三島における胎子数を、兵庫県を対照群としてDunnet検定を用いて比

較した。なお、年齢を区別せずに胎子数を算出した場合、分析個体の年齢の偏りの程度で全体の平均値

が変動する33)。そのため、より正確にイノシシの繁殖特性を反映した平均胎子数を求める上では、初産

個体が多い0～1歳群と2+歳群を区別して算出する必要性が指摘されている15)。そこで本研究では、2+歳

群の胎子数を対象に比較を行った。 
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図3.4.1  採取した子宮と卵巣の例。(a)子宮と卵巣、子宮から卵巣を切り離し、卵巣を矢状面で三

分割したもの。(b)卵巣を矢状面で二分割したもの。 

 

 

表3.4.1. 卵巣に見られる黄体タイプと判定基準（辻・横山，2014）15） 

基準は、ブタ（Sus scrofa domesticus）の卵巣所見28)29)30)31)を参考に作成されたものである 

黄体タイプ     基準 

機能性黄体（CL）     壁が肥厚した血管が多く見られる 

妊娠黄体退縮物（CA）  TypeⅠ  1.血管が大きく多い 

   2.周囲や内部の血管壁に弾性繊維が集積する 

   3.退行黄体細胞が存在する 
    
 Type ≧Ⅱ  1.内部の血管が大きく多い 

 （Ⅱ～Ⅳ）  2.周囲や内部の血管壁に弾性繊維の集積がある 

      3.退行黄体細胞が見られない 

発情黄体退縮物   1.退行物の周囲や内部の血管壁に弾性繊維の集積は無い 

      2.退行物内部はヒアリン物質で占められる 

  

 

（３）出生時期の検討 

イノシシの出生時期を明らかにするため、捕獲個体の上顎・下顎における歯牙の萌出状態から、33

の週齢区分に基づき週齢査定18)を行った。これにより得られた結果を捕獲年月日と照合し、出生日を推

定した。その後、分布拡大地におけるイノシシの出生時期の特性を検討するため、原発避難区域、大三

島および兵庫県15)の3地域間における出生個体数の経月変動を、Fisherの正確確率検定およびRyan法を

用いて比較した。なお、兵庫県におけるデータ15)は、本調査の週齢査定方法とは異なり、胎子の体重か

ら出生日を推定する方法35)を用いた。 

 

（４）分布拡大地におけるイノシシ管理の課題抽出 

管理捕獲において、理想的には出産する前の妊娠したメスを捕獲することが効率的と考えられるた

め、妊娠個体がいる期間に捕獲を実施するためには、捕獲期間をいつに設定するかを検討する必要があ

る。そこで、各捕獲個体の推定出生日とイノシシの妊娠期間（117日）34)の情報から、各捕獲個体が母

体内にいた時期を推定し、妊娠期間を求め、1年間の各日ごとに全対象個体に対する妊娠個体の割合
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（以下、相対妊娠個体数）を算出した。また、原発避難区域において実施された、環境省による「2019

年度帰還困難区域等における鳥獣捕獲等緊急対策事業」において捕獲された全1974個体の情報から、1

年間の各日ごとに、成獣メスの捕獲数を算出し、相対妊娠個体数との関係性を、Spearmanの順位相関係

数を用いて検討した。 

 メス親が子を消失した場合、発情が回帰することが報告されている26)35)。仲谷36)は、イノシシの子

は、1年程度母親と生活をともにするが、母親が新しい子を出産すると、昨年の子は独立することを報

告している。そこで、0歳の個体を子、1歳以上のメス個体を親と仮定し、原発避難区域および大三島に

おいて、子が単独または複数で捕獲された件数、子と親が同じ箱罠で捕獲された件数、親が単独または

複数で捕獲された件数の割合を季節別に算出し、メス親の捕り逃がし程度を検討した。 

メス親の発情回帰は、哺乳期間中に子を強制離乳させることにより生じることから36)、哺乳期間中に

子（乳獣）のみの捕獲が多発した場合、発情回帰が生じるメス親が多くなる恐れがある。そのため、効

率的な箱罠を用いた捕獲対策を図る上では、哺乳個体が多い時期に乳獣のみの捕獲を抑え、メス親の発

情回帰が生じるリスクを低減させる必要がある。そこで、原発避難区域および大三島においてメス親の

発情回帰が生じるリスクを検討するため、各捕獲個体の推定出生日とイノシシの哺乳日数（100日）37)

から、各捕獲個体のメス親の哺乳期間を推定した。さらに、1年間の各日ごとに、全対象個体に対する

哺乳個体の割合（以下、相対哺乳個体数）を算出し、哺乳個体が多い時期を検討した。また、原発避難

区域における捕獲個体の週齢査定の結果から、15週齢（約100日）のイノシシの平均体重を算出し

（10.1 kg）、その体重未満の個体を乳獣と仮定した。そして、原発避難区域において実施された

「2019年度帰還困難区域等における鳥獣捕獲等緊急対策事業」における全捕獲個体の情報（環境省 未

発表）から、1年間の各日ごとに、乳獣（10.1 kg未満の個体）のみで捕獲された個体数（以下、乳獣捕

獲数）を算出し、原発避難区域における相対哺乳個体数との関係性を、Spearmanの順位相関係数を用い

て検討した。 

 

４．結果及び考察 

（１）分布拡大地における妊娠率の特性 

 原発避難区域において捕獲された雌のイノシシ243個体の内、24個体において胎子および胚が確認さ

れた。また、48個体の卵巣の組織検査を行った結果、2個体から機能性黄体、1個体から機能性黄体およ

びTypeⅠの妊娠黄体退縮物、1個体から機能性黄体およびTypeⅠとTypeⅡ以上の妊娠黄体退縮物、1個体

から機能性黄体およびTypeⅡ以上の妊娠黄体退縮物、7個体からTypeⅠの妊娠黄体退縮物、2個体から

TypeⅠとTypeⅡ以上の妊娠黄体退縮物が確認された。その他の34個体からは機能性黄体および妊娠黄体

退縮物は確認されなかった（表4.4.1）。観察された機能性黄体、TypeⅠおよびTypeⅡ以上の妊娠黄体

退縮物を図4.4.1～4.4.4に示す。TypeⅡは1年以上前の出産を示唆しており、イノシシにおいて過去の

出産履歴が残存することが明らかになった。また、機能性黄体、TypeⅠおよびTypeⅡが同時に観察され

た個体が存在していたことから、過去2回の出産と現在の妊娠もしくは妊娠可能な状態であることが示

唆され、過去3年間毎年繁殖に成功していることが卵巣から判定できることが示唆された。 
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表4.4.1 原発避難区域のイノシシから採取した卵巣の組織検査の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.4.1 組織検査によって確認された機能性黄体（白矢印）およびTypeⅠ妊娠黄体退縮物（黒矢印） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.4.2 組織検査によって確認された機能性黄体（白矢印）およびTypeⅠ妊娠黄体退縮物（黒矢印） 

確認数 ％

CL 2 4.2

CL + CA (Type I ) 1 2.1

CL + CA (Type I  + Type ≥II) 1 2.1

CL + CA (Type ≥II) 1 2.1

CA (Type I) 7 14.6

CA (Type I + Type ≥II) 2 4.2

確認なし 34 70.8

CL (corpus luteum) は機能性黄体、CA (corpus albicans) は妊娠黄体退縮物を
示す．

40x 100xElastica Van Gison 染色 Elastica Van Gison 染色

Hematoxylin Eosin 染色 100x
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図4.4.3 組織検査によって確認されたTypeⅠ妊娠黄体退縮物（黒矢印） 

 

 

 

図4.4.4 組織検査によって確認されたTypeⅡ以上の妊娠黄体退縮物 

 

年齢ごとの妊娠率は、0歳群は7.4％、1歳群は56.3％、2+歳群は100％であった（図4.4.5a）。この

ことから、原発避難区域では、割合は低いものの、0歳の個体においても妊娠する個体がいることが明

らかになった。イノシシの0歳妊娠の事例は、兵庫県16)やヨーロッパ11)38)においても確認されている

が、いずれの事例も割合は低く、個体群に及ぼす影響は低いと考えられている。海外におけるイノシシ

では、初期成長期における体重増加の違いに伴い、性成熟時期が変化することや27)、性成熟に至るには

一定の体重に達する必要性があることが指摘されている38)。兵庫県での0歳妊娠の個体も40㎏ほどの体

重に達しており、良好な栄養状態であったことが示唆されている16) 。本研究において妊娠が認められ

た0歳群の個体は、1歳群および2+群の妊娠個体と同等の体重であったことから、妊娠が認められた0歳

群の個体は、通常の初期成長よりも良好であり、0歳で性成熟に達し、繁殖に参加可能な状況になった

と考えられた。Matschke25)は、初期成長時の体重増加に寄与する要因として、秋季における食物利用可

能量を挙げている。原発避難区域では、原発事故後の人間の避難に伴い、クリやカキ、柑橘類等のイノ

シシの秋季の食物資源となる放任果樹が豊富に存在していることから、初期成長時に十分に食物が獲得

可能な生息環境が整っており、0歳における妊娠が他地域より高い割合で発生したと考えられた。 

原発避難区域における0歳群、1歳群、2+歳群の各群間の妊娠率には、有意差が認められ、0歳群＜1

歳群＜2+歳群の順に妊娠率が顕著に高くなることが示された（図4.4.5a; Fisher’s exact test and 

Ryan’s method, p <0.01）。0歳群から1歳群において妊娠率が急激に高くなっていることから、基本
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的には、既存の報告16)と同様に1歳において初回妊娠を迎えることが示唆された。 

原発避難区域とイノシシの定着地域である兵庫県15)における0歳群、1歳群、2+歳群の各群間の妊娠率

を比較した結果、有意差は認められず（図4.4.1a,b; Fisher’s exact test, p >0.05）、原発避難区

域と兵庫県におけるイノシシの妊娠率には顕著な差異がないことが示された。また、原発避難区域にお

ける妊娠率は、ヨーロッパにおける報告（63～100％）8)11)38)と同等であった。これらのことから、原発

避難区域では、人間の避難に伴い放任果樹が豊富に存在しており、0歳妊娠も可能なイノシシにとって

好適な生息環境が整っていることが推察されるものの、妊娠率は他地域と同等であり、特異的な妊娠率

は認められなかった。 

 

 

図4.4.5 原発避難区域および兵庫県15)における各年齢群のイノシシの妊娠率 

妊娠あり（■）、妊娠なし（□）で示した。 

 

 

原発避難区域、大三島およびイノシシが従来から分布している群馬県32)における各年齢群の胎児保有

率を算出した結果、原発避難区域では0.76％（0歳群）、7.14％（1歳群）、36.9％（2+歳群）、大三島

では0％（0歳群）、44.4％（1歳群）、50.0％（2+歳群）、群馬県では0％（1歳群）、33.3％（2+歳

群）であり、妊娠率と同様に、年齢とともに増加していた（図4.4.2）。これら3地域における1歳群お

よび2+歳群の同年齢群間、原発避難区域および大三島の0歳群間の胎子保有率を比較した結果、いずれ

の群間にも有意差は認められなかった（図4.4.2; Fisher’s exact test, p >0.05）。また、大三島に

おける胎児保有率は、ヨーロッパのイノシシにおける1歳以上を対象にした報告や（33.4％）、1歳群を

対象にした報告（65％）とも大きく乖離していなかった。これらのことから、大三島においても、柑橘

畑の耕作放棄が進み22)、原発避難区域と同様に、イノシシの生息環境が整っていることが推察されるも

のの、胎子保有率は他地域と同等であり、特異的な妊娠率は認められなかった。 
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  図4.4.2 原発避難区域、大三島および群馬県32)における各年齢群のイノシシの胎子保有率 

胎児あり（■）、胎児なし（□）で示した。 

 

原発避難区域、大三島および兵庫県における2+歳群の胎子数を算出した結果、原発避難区域では

4.22±1.26頭、大三島では5.00±0.71頭であった（図4.4.7）。兵庫県では4.26±1.41頭であり、分布

拡大地においても、これまでの報告における範囲（4～5個体）に収まった。また、兵庫県を対照群とし

て、原発避難区域および大三島との間の2+歳群の胎子数を比較した結果、両地域ともに兵庫県との間に

有意差は認められなかった（Dunnet test, p >0.05）。さらに、胎子数の最大は、原発避難区域では7

頭、大三島では6頭であり、兵庫県（7頭）と同等であったとともに、国内における胎子数の最大頭数

（9頭）32)未満であった。これらのことから、原発避難区域および大三島では、胎子数においても妊娠

率同様、他地域と同等であり、特異的な胎子数を有しているわけではないことが示唆された。 

江口ら39)は、飼育下のイノシシを高栄養な食物を与えて管理した場合においても、受胎率および産子

数は野生個体と差異がなかったことを報告している。このことを考慮すると、人間が放棄した環境下に

新規流入したイノシシ個体群は、爆発的な個体数増加を起こすものの3)4)、イノシシの初回妊娠年齢、

妊娠率および胎子数は普遍的であり（図4.4.5; 図4.4.6; 図4.4.7）、分布拡大地において性成熟の早

期化や妊娠率の増加、胎子数の増加等の顕在化は生じていなかった。そのため、分布拡大地の個体数の

急増は、繁殖パラメータの違いではなく、生存率の違い、つまり捕獲が出生を下回っていることによる

ものであることが強く示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.4.7 原発避難区域、大三島および兵庫県15)における2+歳群のイノシシの胎子数 
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（２）分布拡大地における繁殖時期の特性 

 原発避難区域において捕獲された 445 個体、大三島において捕獲された 159 個体における上顎・下顎

の歯牙の萌出状況から週齢査定を行い（図 4.4.8）、出生時期を推定した。そして、原発避難区域、大

三島および兵庫県 15)における出生個体数の経月変動を地域間で比較した結果、いずれの地域間におい

ても有意差が認められた（Ryan’s method, p <0.01）。原発避難区域では、5 月および 6 月に出生ピ

ークがあるものの、通年を通して出生しており、約半数の個体が 5 月および 6 月以外に出生しているこ

とが示された（図 4.4.9）。また、大三島においては、原発避難区域と同様に通年を通して出生してい

るものの、5 月および 6 月にピークはなく、10 月が最も多い結果となった（図 4.4.9）。一方、イノシ

シが従来から分布している兵庫県では、5 月および 6 月の春季に出生ピークがあり、それ以外の季節に

はほとんど出生していなかった（図 4.4.9）。また、ヨーロッパにおけるイノシシの研究事例において

も、出産時期には明瞭なピークがあり、ばらつきは 5 ヶ月程度であることが報告されている 11)26)。さ

らに、秋季における出産の割合が低いことや 15)、季節繁殖性であるイノシシは 40)、春季から夏季にか

けて日長が長くなるに従って発情回帰の発生割合が低下することから、夏季の受胎率が低くなることが

報告されている 27)。そのため、イノシシが年中繁殖するという事象は、本来のイノシシの繁殖生理を

逸脱しており、自然には起こりえない 16)。これらのことから、原発避難区域および大三島における出

生月のばらつきは特異的であることが示唆された。 

既存報告では、妊娠年齢が低いほど、発情が遅れることにより出産時期が遅くなることや、秋季の

食物利用可能量が少ない、あるいは生息場所の緯度が低い地域ほど繁殖時期のばらつきが大きくなるこ

とが報告されている 8)25)26)。Mauget26)は、メス親が春季に出産した子を消失した場合、発情が回帰し、

秋季にも出産する可能性を指摘している。また、兼光ら 35）は、飼育下におけるイノシシにおいて、出

産 1 ヶ月後に子を強制離乳させると、メスの発情が回帰し、再度出産に至ることを報告している。原発

避難区域および大三島では、成獣の捕獲に不適な箱罠による捕獲 41)が大規模に実施されており、子（0

歳個体）のみで捕獲される割合が高い（図 4.4.8b）。そのため、子の消失に伴うメス親の発情回帰の

発生程度が兵庫県よりも高い可能性が推察される。また、原発避難区域では、秋季（2018 年 10 月）に

捕獲されたメスが、前年の春季（2017 年 3 月）生まれと推定されたが、卵巣内からは機能性黄体およ

び TypeⅠの妊娠黄体退縮物が確認された。このことから、この個体は、2018 年春季に出産した後、短

期間内に発情回帰したことが考えられた。これらのことから、原発避難区域および大三島では、他地域

よりもメス親の発情回帰を生じさせやすい捕獲が執られており、その結果、出生月のばらつきが大きく

なっている可能性が示唆された。 

以上のように出生のばらつきの要因は複数考えられるが、春の出生ピークから遅れて出生すると、

通常では 0 歳獣の成長には不利となり生存率は低いことが考えられ、個体群にあたえる影響は低いと考

えられる。しかし、分布拡大地では、栄養条件が良好であることから発情回帰に成功するケースや秋に

出生した個体の成長が遅れ、それに伴い発情も遅れるなど、初回妊娠のサイクルが遅れ気味になること

などが発生しやすく、出生のピークにばらつきが大きかったことが示唆された。すなわち、出生月のば

らつきは、分布拡大地における自然条件に起因しているものではなく、人為的な要因によって生じてい

る可能性が示唆された。 
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図 4.4.8 週齢査定のために採取した上顎・下顎（大三島において捕獲された推定 145 週齢のオス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.9 原発避難区域、大三島および兵庫県 15)におけるイノシシの各月の推定出生数 

 

 

（３）分布拡大地におけるイノシシ管理の課題 

原発避難区域および大三島において効率的な捕獲、すなわち妊娠個体捕獲されているか検討するた

め、妊娠個体が多い時期を算出した結果、原発避難区域では 3～5 月（図 4.4.10a）、大三島では 6 月

に妊娠個体が多くなっていることが推定された（図 4.4.11）。3～5 月は、当年度と翌年度の捕獲事業

の切り替わり時期を含むことから、原発避難区域では捕獲が未実施または小規模で実施せざるを得ない

期間となっており、成獣のメスが全く捕獲できていない（図 4.4.10b）。そのため、相対妊娠個体数と

成獣メスの捕獲個体数との間には負の相関関係がみられた（図 4.4.12；Spearman’s rank 
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correlation coefficient; rs =-0.44, n =365, p <0.01）。また、大三島においても、6 月は捕獲数が

秋季・冬季の 1/3 程度であることから 42)、原発避難区域および大三島では、妊娠個体が多い時期ほど

成獣メスに対する捕獲圧が弱くなっており、選択的に妊娠個体を捕獲できておらず、捕獲が出生数に追

いつかない効率の悪い捕獲となっている可能性が示唆された。 

 

 

図 4.4.10 原発避難区域における相対妊娠個体数（a）と成獣メスの捕獲数（b）の経日変動 

 

 

 
 

図 4.4.11 大三島における相対妊娠個体数の経日変動 
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図 4.4.12 原発避難区域における 1 年間各日の相対妊娠個体数と成獣メスの捕獲数の関係 

 

また、原発避難区域および大三島において、メス親の捕り逃し程度を検討した結果、両地域とも

に、年間を通じて、子（0 歳個体）のみが捕獲される件数が 5～8 割を占めていた（図 4.4.8）。イノシ

シの子は、1 年程度母親と生活をともにし、母親の出産に伴い独立することが報告されている 36)。本調

査においても、1 歳以上の個体同士が同時に捕獲されたケースは両地域ともになかった。これらのこと

から、0 歳個体のみが捕獲された場合、メス親の捕り逃がしが生じていることが予想され、両地域とも

に、5～8 割程度のメス親の捕り逃がしが生じている可能性が示唆された。江口 17)は、箱罠の捕獲にお

いて捕り逃しが多発した場合、警戒心が昂進した個体（学習個体）が増加し、捕獲効率が低下する可能

性を指摘している。また、本研究の結果、1 歳以上のメス個体は高い妊娠率を有していたことから（図

4.4.5）、原発避難区域および大三島では、捕獲対策の実施に伴い、妊娠率が高い個体の捕り逃がし、

すなわち、学習化が進んでおり、捕獲効率の低下および個体数の増加を招く要因を創出してしまってい

ることが懸念される。 

 さらに、原発避難区域におけるメス親の発情回帰が生じるリスクを検討するため、哺乳個体が多い時

期を推定した結果、原発避難区域では 8 月に（図 4.4.9a）、大三島では 3 月～4 月および 9 月～11 月

の 2 つにピークがあることが示された（図 4.4.10）。また、原発避難区域おいて、乳獣（体重 10.1 kg

未満）のみで捕獲された個体数も 8 月にピークがあり（図 4.4.9b）、年間を通じて 147 個体が捕獲さ

れていた。原発避難区域における相対哺乳個体数と乳獣捕獲数の間には正の相関関係が認められた（図

4.4.11; Spearman’s rank correlation coefficient; rs =0.36, n =365, p <0.01）。また、大三島

においても、哺乳個体が多くなる春季、秋季ともに、0 歳個体のみが捕獲される割合は高い（図

4.4.8b）。また、分析数が少ないため、実態を把握はできていないものの、週齢査定を行った個体の中

に、15 週齢未満の個体のみの群れの捕獲事例もあった。原発避難区域では哺乳個体が多い時期ほど乳

獣に対する捕獲圧が高くなっており、メスの発情回帰を多発させている可能性が示唆された。 

また、相対哺乳個体数の経日変動は、原発避難区域と大三島で異なっており、大三島では 2 山のピ

ークがみられた。このことから、大三島では子の消失に伴うメスの発情回帰が原発避難区域以上に生じ

ており、その結果、原発避難区域との間に哺乳時期の違いおよび出生時期の違い（図 4.4.9）がみられ

る可能性が示唆された。 
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図 4.4.8 原発避難区域および大三島における箱罠において、0 歳のみが捕獲された件数（□）、子

と親が同じ箱罠で捕獲された件数（■）、親のみが捕獲された件数■）の割合 

 

 

図 4.4.9 原発避難区域におけるイノシシの相対哺乳個体数（a）と乳獣捕獲数（b）の経日変動 
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図 4.4.10 大三島におけるイノシシの相対哺乳個体数の経日変動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.11 原発避難区域におけるイノシシの相対哺乳個体数と乳獣捕獲数の関係 

 

 

（３）分布拡大地における効果的・効率的なイノシシ管理の展開に向けて 

本研究の結果、イノシシの分布拡大地である原発避難区域および大三島では、捕獲個体数の増加が

顕著ではあるものの、イノシシの初回妊娠年齢、妊娠率、胎子数は他地域と同等であり（図 4.4.1; 図

4.4.6; 図 4.4.7）、性成熟の早期化や妊娠率の向上、胎子数の増加は生じておらず、基本的な繁殖特

性は普遍的であることが示唆された。これらのことから、イノシシの個体数増加は、江口 43)が指摘す

るように、本来は自発的に個体数が減少する冬季における死亡率が、人間の作る環境によって低下して

いる可能性がある。特に、人口減少や高齢化に起因してイノシシの新規流入が生じた分布拡大地には、

放任果樹などの食物資源が豊富に存在する。それは、非効率的な餌探索を行うイノシシにとって 43)、

確実に餌を獲得できる好適な環境であることが推察される。その一方で、人間側にとっての分布拡大地

は、野生動物管理の担い手自体が不在であり、管理を講じる上での体制基盤がそもそも整備されていな

い。そのため、対症療法的な対策を展開せざるを得ないのが実態である。その結果、対策上の課題は多

く存在しており、原発避難区域および大三島では、①妊娠個体を選択的に捕獲できていない可能性（図

4.4.5; 図 4.4.6; 図 4.4.7）、②通年を通して 0 歳個体のみの捕獲が主であり（図 4.4.8）、メス親の

捕り逃がしが多発している可能性、③哺乳個体が多い時期に乳獣を捕獲しており（図 4.4.9; 図
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4.4.11）、メス親の発情回帰の多発を招いている可能性、さらに、それに付随して、出生月のばらつき

が生じ、年間を通じた 0 歳個体の産出をもたらし、①②③の問題を生み出す、悪循環な構造を創出して

いる可能性が示唆された。 

両地域において効率的・効果的なイノシシの個体数管理を講じていく上では、①の課題に対しは、

妊娠個体が多い時期、すなわち、原発避難区域では 3～5 月、大三島では 6～7 月に、成獣メスを選択的

に捕獲することが重要である。②および③の課題に対しは、親子を群れごと捕獲する、餌付け期間を十

分に設けた捕獲方法 44)に切り替え、学習個体の創出を防ぐ必要がある。特に、哺乳個体が多い時期、

すなわち、原発避難区域では 8 月、大三島では 3～4 月・9～11 月においては、当方法による捕獲に重

点を置き、授乳個体の捕獲に伴うメス親の発情回帰が生じないようにする必要がある。また、後藤ら
41）は、狩猟者の捕獲経験が浅いイノシシの分布初期段階における地域において成獣を一定数捕獲する

上では、箱罠や銃よりも、くくり罠を用いた方が有効であることを指摘しており、くくり罠による捕獲

に切り替えることも検討すべきであろう。 

 以上のことから、イノシシの分布拡大地においては、野生動物管理を講じる上での体制基盤が脆弱で

あるため、イノシシの顕著な個体数増加が生じた際、無戦略的に捕獲圧を高める対策が講じられる恐れ

がある。その場合、原発避難区域や大三島で生じている、幼獣主体の捕獲に伴うメス親の学習化や発情

回帰、それに付随して出生時期のばらつきの増大などが生じ、悪循環化することが示唆された。イノシ

シの分布拡大において効率的・効果的な個体数管理を図る上では、繁殖時期の特性を把握し、その特性

に応じた管理戦略を策定した上で実行することが望まれる。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

これまで、イノシシの繁殖特性については分布拡大地に限らず、蓄積されてこなかった。本研究は

イノシシの基本的な繁殖特性を明らかにし、本種の特性に応じた個体群動態の推定および個体数管理の

実施を図る上での基盤となる情報を得ることができた。分布拡大地においても定着地と繁殖パラメータ

は有意な差はないと考えられた。しかし、捕獲促進により、幼獣の捕獲に偏ることで、発情回帰などを

生起させ、出生時期の遅れや秋に子供が生まれる減少などが見られた。このような状況な繰り返される

ことにより通年で出生個体が見られる現象につながっていることが示唆され、繁殖と捕獲との関係が明

らかとなった。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

本研究において提案した、原発避難区域におけるイノシシの繁殖特性に基づいた、年度の切り替え

時期（3～5月）における成獣メスの集中的な捕獲を実施する管理戦略は、実際に令和2年度の当区域に

おける環境省の捕獲事業に反映された。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

イノシシの捕獲対策が強化されているにもかかわらず、被害軽減や個体数削減が進まない地域が多

いことから、出生数以上の捕獲数を確保できていないことが強く示唆されてきた。本研究により分布拡

大地の繁殖特性のデータからこれらのことが科学的に明らかになった。イノシシの分布拡大は日本国内

において、各地で現在も進行していることから、本研究において取得されたイノシシの繁殖特性に関す

る基礎情報を基礎とした個体数推定および、その情報に基づいて提案した分布拡大におけるイノシシの

捕獲管理戦略は、今後のイノシシ捕獲対策で重要な考え方として、特定鳥獣管理計画などに反映される

ことが見込まれる。 

 

６．国際共同研究等の状況 

本研究では、米国のジョージア大学およびコロラド州立大学からの要請により、繁殖パラメータと



 

87 

4-1704 

なるデータや標本の採取について、協力して収集した。ジョージア大学は、放射能汚染がイノシシの繁

殖に及ぼす影響を分析し、コロラド州立大学は、低線量被ばくに伴うイノシシの生物学的影響に関する

研究を実施した。本研究によって取得した妊娠率や胎子数、出生期間などデータは、これらの大学と現

在も共有化を図っており、多方面の研究分野の発展に寄与する貴重な基礎データとなっている。 
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Ⅱ－５ 人口減少による野生動物の分布拡大地（福島県）への応用 

 

東京農工大学    梶 光一 

 

＜研究協力者＞ 

東京農工大学    林 好美 

 

   平成29年度～令和元年度研究経費（累計額）：15,742千円（研究経費は間接経費を含む） 

（平成29年度：4,940千円、平成30年度：4,952千円、令和元年度：5,850千円） 

                  

 

［要旨］ 

近年、ニホンジカやイノシシなど大型獣の急速な分布拡大と生息数の増加により、農林業被害や生

態系への悪影響が生じている。そのため、国は改正鳥獣保護管理法のもとで、2023年までの10年間でシ

カ・イノシシの個体数を半減すると宣言した。効果的な個体数管理を実施するためには、適切な制度設

計が必要である。そこで、本研究では、捕獲統計（1990～2014年）を用いて都道府県による特定計画制

度にもとづく個体数調整（1999年施行）、市町村による特措法に基づく有害駆除（2007年施行）が捕獲

効率（捕獲数/狩猟登録者数）に与えた影響を都道府県単位で評価し、持続的で効果的な管理制度につ

いての提言を行うことを目的としている。シカの捕獲効率の時系列変化は3グループに分かれ、捕獲効

率は、計画経過年が最長のグループでは二つの法整備ごとに急増し、残りの二つのグループは特措法後

に増加したが、計画経過年が最小のグループの伸び率は最小であった。生息数低減が実現した道府県に

共通している項目として、大規模個体群では17年以上、小規模個体群では10年余りにわたる順応的管理

の実績とそれを支える体制が整備されていることがあげられる。イノシシの捕獲効率の時系列変化は4

グループに分かれ、捕獲効率は計画経過年の長い県で大きい傾向がみられたものの、シカのような明確

な対応関係は認められなかった。イノシシは繁殖力が高いため、捕獲効率の増加にもかかわらず、個体

数低減にはいたっていない。シカの捕獲圧がもっとも高いグループはイノシシの捕獲効率は特措法の施

行後も増加は低調であり、複数種の管理を統一的に実施することが重要であることを示唆している。分

布拡大地域における効果的な大型獣の管理のためには、野生動物個体群の空間分布、管理アプローチ

（生息地管理、個体数管理、被害防除）の時空間スケール、それぞれの空間スケールに応じた階層的な

管理主体の連携による、被害防除・個体数管理・生息地管理・持続的資源管理が整合するよう、統合的

な管理を進めるための制度設計が必要である。また、持続的な統合的管理の推進に向けて、多様な捕獲

事業から得られるデータの標準化を図り、国や地域レベルで分布と個体数に関するデータベースを構

築・利用できる仕組みが必要である。イノシシの分布拡大地域のモデルとした福島県においても、国、

県、市町村による複数の捕獲事業が実施される中、統一的なデータの収集体制がないという課題がみら

れた。そこで、自動撮影カメラによる調査と捕獲数、捕獲努力量などから得られる広域の密度指標を組

み合わせた密度推定を試行（当推進費成果をもとに福島県事業として実施）し、単年度事業の中で県全

域での密度分布を得ることができた。データ量に応じた段階的なアウトプットを事業へフィードバック

することで、継続的なデータ収集と個体数管理の体制構築に繋がることが期待された。 

 

［キーワード］   

捕獲効率、狩猟者、特定鳥獣保護管理計画制度、鳥獣害防止特措法、統合的な野生動物管理システ

ム 

 

１．はじめに 

近年、ニホンジカやイノシシなどの大型獣の急速な分布拡大と生息数の増加によって、農林業被害

や生態系への悪影響が生じている。そのため、国は、2013年に改正鳥獣保護管理法のもとで、2023年度
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までの10年間で個体数を半減させる目標を掲げて新たな捕獲制度を創設した。効果的な個体数管理を実

行するためには、適切な管理を実行するための制度設計が必要である。これまで、国は1999年に鳥獣保

護法改正により、都道府県による特定鳥獣保護管理計画制度（特定計画）に基づく個体数調整、2007年

には鳥獣被害防止特措法（特措法）の導入により、市町村による被害防除計画に基づく有害捕獲（駆

除）を行う仕組みを整備し、捕獲体制を強化してきた。また、メスジカは狩猟獣から除かれていたが、

1994年からは任意計画を策定した場合に、2000年からは特定計画を策定した場合に狩猟が許可され、

2008年からはメスジカは狩猟獣となり、特定計画なしでも狩猟で捕獲が可能となった。そこで、本研究

は、1999年および2007年に施行された二つの法制度が捕獲実績に与えた影響を評価すること、新たにシ

カ・イノシシの分布拡大地（福島県を含む）で、本プロジェクトで開発した技術を応用するうえでの課

題を整理し、個体数管理を成功に導くための持続的な捕獲実施体制を検討することを目的としている。 

日本と同様の有蹄類の過増加問題を抱えるヨーロッパにおける個体群管理に関する近年の研究者の

取り組みは、本プロジェクトのリファレンスとして有益である。ヨーロッパの有蹄類の個体群管理の主

要な失敗要因として、空間スケールと捕獲数割り当て、モニタリングシステム、制度があげられており
1）、これらは日本のシカ・イノシシの個体群管理の課題とみごとなまでに一致しているからである。 

これらの課題を克服するために、ヨーロッパの研究者たちは、異なった生息地と管理体制における

ヨーロッパ各国の野生動物の生態と行動のデータを共有することによって、より大きな空間スケール

で、科学に基づいた持続可能な野生動物の管理と保全に向けて新たな努力を始めた2）。2008年から、種

別の協働科学的プロジェクトが開始され、2018年にはその包括的組織EUROMAMMALSが組織化され、野生

動物の基礎データやMovement DATA(GPSデータやVHFデータ)の収集と共有を行う科学的ネットワークへ

と発展した2)3)。さらに、2017年12月に、EFSA（European Food Safety Authority：欧州食品安全機

関）からの資金提供のもとで、研究者組織ENETWILDコンソーシアムが立ち上げられ、ヨーロッパに拡が

るASF（アフリカ豚熱）対策としてイノシシに焦点をあて4）、個体数や密度について、FAIRの原則に基

づいて標準化したデータ収集を実施している。FAIRとは、①Findable(見つけられる)、②Accessible

（アクセスできる）③Interoperable（相互運用できる）④Reusable（再利用できる）を意味する。

ENETWILDにおいても、この原則に基づいて、データ共有と管理を行うこととしている5）6）7）。これらの

データベースを補完する上で、市民科学アプローチの重要性が認識され、2019年10月、IREC(Institute 

for Game and Wildlife Research:スペイン野生動物研究所)が先導して設立された研究者と市民が協力

しあう「MammalNet」プロジェクトとの協力体制が組まれた8)。 

 

図1.5.1 ヨーロッパにおける野生動物管理の協同的科学の進展 

 

こうしたヨーロッパにおける野生動物管理の協同的科学の進展は、個体群管理を成功に導くために

は、データ共有と利用の仕組み、それを実現するための制度が極めて重要であることを示しており、我
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が国の野生動物管理の道標とも言える。したがって、本課題における捕獲実施体制とは個体群管理を成

功に導くための持続可能な野生動物管理制度と位置づけて分析を行った。 

 

２．研究開発目的 

シカとイノシシの全国規模の分布の時間的変化をみると、1978年から2003年までの25年間にシカは

1.8倍、イノシシは1.4倍に拡大し、その後2003年から2014年までの11年間でシカは北海道（西部）・東

北地方や北陸地方を中心に1.4倍に拡大し、イノシシは東北地方や北陸地方を中心に1.3倍に分布を拡大

し、2014年度時点でさらに分布が拡大し、シカは全国の6割、イノシシは全国の5割に分布している（図

2.5.1、環境省資料9））。すなわち、シカとイノシシとも西日本では早くから安定的に生息している一

方、東日本では近年になって急速に分布を拡大し定着している。 

シカとイノシシの総捕獲数は右上がりに増加し、シカでは1990年の41,949頭から2014年の588,064頭

へと年平均11％、イノシシでは1990年の69,792頭から2014年の520,519頭へと年平均9％と指数関数的に

増加し、狩猟による捕獲は特措法導入後に著しく減少し、市町村による有害捕獲が急増した（図

2.5.2ab、環境省資料10））。一方、狩猟登録者数は1990年当初は256,000人であったが、1999年には20

万人を下回り、その後も大きな減少はないものの20万人を下回る水準で維持されている（図2.5.2c）。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のように、シカ・イノシシの総捕獲数は二つの法制度によって、狩猟者の減少にも関わらず増

加を続けているが、個体数の低減を実現している都道府県は限られており、地域によって、分布の状況

や捕獲実施体制や捕獲効率が大きく異なることが想定される。そこで、本研究では、個体数管理の成否

をもたらす要因を明らかにし、福島県など分布拡大地においても実行可能な鳥獣行政上の制度設計につ

いて提言することを目的とした。 

具体的には、個体数管理が先行して実施されてきた都道府県を対象に、(１)シカ・イノシシの分布

と捕獲情報の類型化を行い、特定計画（2000年開始）に基づく県による個体数調整、ならびに特措法

（2008年開始）に基づく市町村による有害捕獲が、どのような捕獲効率の変化をもたらせたのか、その

要因は何か、課題は何かを県レベルで分析した。次に、科学的な管理の実行状況を明らかにするために

（２）捕獲情報の収集状況ならびに市町村および広域連携の状況を調べ、行政の境界をまたがって分

布・季節移動し、管理レベル（生息地管理、個体数管理、被害管理）のスケールが異なり、二つの法制

度にもとづいて、都道府県と市町村が関わる複雑な捕獲制度を調整し統合するための（３）空間スケー

図2.5.1 シカ・イノシシの分布の時間的変化9） 図2.5.2 (a)シカ・(b)イノシシの捕

獲数と(c)狩猟登録者数の推移10）
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ルを考慮した統合的な野生動物管理システムを検討する。また、(4)イノシシの分布拡大地域のモデル

とした福島県において、密度推定を試行し、データの収集状況に応じた適切なアウトプットについて検

討した。 

    

３．研究開発方法 

(１)シカ・イノシシの分布と捕獲情報の類型化 

都道府県の捕獲実施体制について、捕獲効率（捕獲数/狩猟登録者数）を指標に用いて評価した。分

析に用いたデータは、1990年から2014年までの環境省による鳥獣関係統計10)であり、シカでは特定計画

が2007年以前に作成された33県、イノシシでは特定計画が2013年以前に作成された37県を対象とした。

動的時間短縮法Dynamic Time Warping (DTW)およびクラスター分析を用いて、都道府県の捕獲効率の時

系列変化を類型化し、分布の時間的変化と対応させた。二つの法制度が捕獲効率に与えた影響を分析す

るために、各グループの捕獲効率を3つの期間、すなわち鳥獣保護法改正以前(Period 1:1990～1999

年)、鳥獣保護法改正後から特措法導入まで(Period 2: 2000～2007年)、特措法導入後から鳥獣保護管

理法制定まで(Period 3: 2008～2014年)で比較した。二つの法制度を活用して捕獲効率を上昇させるた

めには、行政の対応能力が求められる。そこで、個体数管理計画の実施期間が長い都道府県は、順応的

管理によって捕獲効率を上昇させるとの仮説を設定した。また、シカとイノシシの地域での捕獲は、同

一の捕獲が実施されている場合がほとんどであるため、シカとイノシシの捕獲の関係についても考慮し

て捕獲効率の評価を行った。 

シカの個体数管理によって生息数の低減を図れた都道府県の管理体制を調べるために、環境省がと

りまとめた、11次および12次鳥獣保護管理計画等から読み取った都道府県別の生息状況11）を参考に、

生息数が明確に減少している道府県を抽出し、その要因を解析した。 

 

（２）捕獲情報の収集状況ならびに市町村および広域連携の状況 

特定計画に基づく都道府県の捕獲情報収集状況を把握するために、環境省がとりまとめた2017年度

および2018年度の都道府県特定鳥獣（獣類）の管理の実施状況に関する報告書11）12）ならびに各県が作

成した第二種特定計画（ニホンジカ）を参照にした。また、都道府県に対し、捕獲情報の収集状況（様

式、収集のフロー、項目）、市町村へのフィードバック、隣接県との連携などについて、13道県に対し

ヒアリングを行った。ヒアリングを実施した県は、北海道、栃木県、千葉県、神奈川県、石川県、静岡

県、兵庫県、島根県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県の13県である（表4.5.4）。 

シカ・イノシシの分布拡大地域である東北地方での野生動物管理の実態を把握するために、2017年

度「野生動物と社会」学会大会（帯広畜産大学 2017年11月4日）において、企画集会「東北地方にお

ける大型獣管理の現状，課題，展望」を開催した。また、隣接県にまたがる広域管理制度を検討するた

めに、2018年度同大会（九州大学 2018年11月24日）において、企画集会「ニホンジカの広域管理シス

テムを考える」を開催した。 

 

（３）制度と空間スケールを考慮した統合的な野生動物管理システム 

 （１）（２）で得られた課題を踏まえて、都道府県計画、市町村計画、さらには広域計画などの階層

性を考慮した制度間の垂直方向について、一方で、対象種の空間分布と管理レベルを含むランドスケー

プレベルにおける空間スケールの水平方向の調整を踏まえた統合的な野生動物管理システムの検討を行

った。 

 

（４）分布拡大地（福島県）におけるイノシシ生息密度推定の試行 

 福島県では、2012年以降にイノシシの分布域の拡大、生息数の増加を反映して捕獲数が急増してい

る。まず、捕獲体制およびデータ収集体制について現状の課題を整理し、現状のデータ蓄積状況の中

で、適用可能と考えられる個体数推定モデルを提案した。イノシシの生息密度推定は福島県の事業にお

いて試行された。具体的には、捕獲圧が高い地域から3箇所の調査地を選定し、自動撮影カメラによる
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調査とRESTモデルによる密度推定を実施した。得られた推定密度は、広域で収集可能な5 kmメッシュ単

位でのくくり罠CPUE、銃猟SPUEといった密度指標と捕獲数の情報をもとに空間的な外挿を行い、県全域

での密度分布図を作成した。なお、本課題についてはサブテーマ3の研究代表者である深澤が、調査デ

ザインや推定方法についてのアドバイスを行い、自然環境研究センターが実施したものである。 

 

４．結果及び考察 

(１)シカの分布と捕獲情報の類型化 

１）シカの捕獲効率（狩猟者一人当たりの捕獲数）の時系列変化の類型化 

 2007年以前に特定計画を策定した都道府県（33県）を対象にシカの捕獲効率の時系列変化について、

動的時間短縮法(DTW)およびクラスター分析を用いて類型化を行ったところ、3つのグループに分かれた

（図4.5.1、表4.5.1）。東北地方では岩手県を除いて空白となっているが、これらの地域にはシカが近

年になって定着したために特定計画が未整備あるいは2008年以降（特措法以降）に策定されたために解

析対象から除外したためである。3グループとも捕獲効率（捕獲数/狩猟登録者数）は右肩上がりに増加

した（図4.5.2）。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

捕獲効率（捕獲数/狩猟登録者数）は3グループともPeriodⅠ＜Ⅱ＜Ⅲであり（Steel-Dwass test, p 

<0.05）、特定計画および特措法の効果が認められる（図4.5.3）。また、グループ間での比較では、い

ずれの期間ともGroup Ad > Bd > Cdである（Steel-Dwass test, p <0.05；図4.5.3）。 

2014年までの特定計画経過年が最長のGroup Ad (平均19年) では、特定計画（PeriodⅡ）および特

措法(PeriodⅢ)の導入により捕獲効率が増加したのに対し、Group Bd (平均14年)とGroup Cd (平均11

年)では、特定計画によって捕獲効率は増加したもののわずかであり、特措法によりBdでは増加したが

Cdでは伸び率が最小であった。計画経過年は、Adが最も長く、次いでBd、Cdであり、AdとCdとの間に有

意差が認められた（Bonferroni’s multiple comparison test, p <0.01；表4.5.1）。 

 

図4.5.1. 2007年以前に特定計画を策定

した県におけるシカの捕獲効率（狩猟者

1人当たりの捕獲数）の時系列変化の類

型化(1990-2014)  

図4.5.2.シカの捕獲効率（狩猟者1人当たりの捕獲数）の

時系列変化(1990-2014) 

Period Ⅰ: 任意計画（1990-1999） 

Period Ⅱ: 特定計画（2000-2007） 

Period Ⅲ: 特定計画・鳥獣被害防止特措法（2008-2014) 
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表4.5.1. 2007年以前にシカの特定計画を策定した都道府県（33）のグループ区分。都道府県の（）内

の数字は20014年までの計画策定経過年を示す。太字は第12次計画期間の第二種特定鳥獣管理計画にお

いて、2014年度までに生息数の減少が広域スケールで報告された道県。 

グループ 
計画経過年(平

均±SD, (n)) 
都道府県 

Ａd 19.3±1.2 (3) 北海道(20)、京都(18)、兵庫(20) 

Ｂd 14.3±3.3 (7) 
福井（10）、長野（13）、三重（12）、長崎（20）、熊本（14）、大分

（17）、宮崎（14） 

Ｃd 11.4±3.5 (23) 

岩手（17）、栃木（20）、群馬（14）、埼玉（8）、千葉（9）、東京（9）、神

奈川(11)、山梨(9)、岐阜(3)、静岡(10)、愛知(9)、滋賀(9)、大阪

(12)、奈良(14)、島根(11)、岡山(11)、広島(11)、山口(15)、徳島

(13)、香川(12)、高知(9)、福岡(13)、鹿児島(14) 

 

 

２）シカの順応的管理による生息数低減の実例と課題 

 Group Adに属する北海道、兵庫、京都はいずれもシカの推定生息数(2012年度)が10万頭以上の大規模

個体群を有している13)。北海道（東部地域と西部地域）14)および兵庫15)では生息数の減少が確認され、

京都16）では2013年度をピークに減少傾向が示唆されている。このグループに属する道府県に共通する

点は、計画経過年が18～20年と他のグループよりも長いことと、メスジカの捕獲強化が任意計画

（Period Ⅰ）で開始され（北海道と兵庫：1994、京都：1997年）、捕獲数の増加とともに角なし（メ

スと子）の比率が特定計画中(PeriodⅡ)には50％に達し、その後（Period Ⅲ）も増加を続けたこと

（図4.5.5）、捕獲促進に道府県の補助金が投入されたことなどがあげられる。また、モニタリングに

基づく順応的管理が実践されてきたことも共通している。その実例を紹介する。 

北海道では1991年に北海道環境科学研究センターが設立された。1998年に主要な生息地であった東部

地域を対象とした道東計画を策定し、1993年度の個体数を100％とし、個体数を相対的な指数（個体数

指数）として捉え、その増減動向に応じて捕獲圧を調整する順応的管理手法を導入した。1994-1997年

の年間捕獲数は、推定個体数の年増加率 （20％）を上回っているにもかかわらず個体数指数が増加を

続けたことから、1993年の推定個体数は過小評価である疑いが生じた。そのため、捕獲数が個体数指数

に与える影響を計算して個体数を導きだすharvest based estimationにより、基数となる1993年の推定

生息数を修正し、メスジカの捕獲目標数を変更した17)。緊急減少措置としてメスジカの捕獲頭数制限緩

和と市町村の有害捕獲への助成（1998～2002年）を行った結果、個体数は1998年をピークとしてその後

減少した18)。しかし、2002年度に有害捕獲補助金が廃止されてメスジカ捕獲頭数が減少したうえ、これ

まで用いた最尤法による指数推定はバラつきが大きく、生息動向が不明確だった。状態空間モデルに階

層ベイズ推定を活用（階層ベイズ法）することにより、個体数推定モデルが改善し精度が向上したた

図4.5.3 グループ別、期間別のシカの狩猟者1人当たりの捕獲数の推移 
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め、2001年以降に東部および西部地区で個体数増加が明確になり11）、緊急対策期間（2010-2014年）の

対策、エゾシカ緊急対策交付金（2010-2014年）、特措法による予算措置等により、捕獲数の増加と生

息数低減が実現した18)。 

兵庫では2007年に森林動物研究センターが設立される。2000 年度 (最初のシカ特定計画の策定) か

ら 2009 年度までの期間中に、シカの生息密度・農業被害・森林生態系被害に関するモニタリングデー

タの収集体制が整備され、個体数の推定には、第2期までは区画法から得られた生息密度と糞塊密度の

関係式に基づき、第3期（2007～2011年度）にはharvest based estimation17)により実施したが、この

期間を通して推定生息頭数は過小評価であり、計画の目的とするシカの生息頭数の低減には至らなかっ

た。第4期（2012～2016年度）には、階層ベイズ法により生息数推定と将来予測を行い、銃猟の出猟人

日当たりの目撃数（目撃効率）1.0未満までシカの生息頭数を減少させるためには少なくとも継続的に 

30,000頭以上の捕獲を実施していく必要であることを明らかにした20）。年間の捕獲目標頭数を達成す

るための方策として、狩猟期間中の報奨金制度の新設や、有害鳥獣捕獲報奨金の単価の引き上げ、シカ

捕獲専任班の編成などの施策がとられた。その結果、県本州部におけるシカの推定生息頭数は2014年度

以降、減少に転じ、第4期では増加傾向の市町は3に減少し、13の市町で明確な減少傾向が検出された

が、管理の進捗は市町間で大きな格差があるという新たな課題も浮き彫りとなった21）。 

 Group Bdに属する県では年々捕獲効率は上昇しているものの分布が拡大しているため、個体数を抑制

できている県は限られ、地域的に生息数低減を実現した県として大分があげられる22)。 

大分は農林水産研究指導センター林業研究部が糞粒法などの広域モニタリングを担当し、解析は森林総

合研究所九州支所などと連携して実施し、評価は特定計画の検討会で行っている22)。2012年度時点で10

万頭規模の大規模個体群を有し13)、計画策定経過年も17年と長崎に次いで長い。1997年度に任意計画を

作成し、シカの密度が高く被害が多い県南地区でメスジカの狩猟獣化などの対策を開始し、2009年度か

ら狩猟期間中の有害捕獲を捕獲報償金支払いの対象としたこと、森林総合研究所の協力を得て、捕獲位

置情報と生息密度マップをマッチングさせて見える化を推進し、高密度地域の捕獲によって、県南部地

域で生息数が減少しつつある23)。県南部でいち早く個体数管理が進んだのは、国内でも有数の林業先進

地である佐伯市が2008年度に独自に捕獲報奨金制度を作ったのに対し、県が報奨金の上乗せをし、その

後、国の特措法の予算も利用するなど、現場からの動きに呼応するように、佐伯市、県が連携し、有害

捕獲を「市内一円」として猟友会の縄張りも無くすことができ、捕獲圧強化につながったことがあげら

れる24）。一方、生息密度調査が明らかに不十分であり 精度・頻度を高めることが喫緊の課題とされ、

5年に1回の密度調査地点が固定的で生息分布域の変化に対応していないこと、県境域での捕獲圧強化も

課題とされている25）。 

 Group Cdで個体数の低減が確認された県は神奈川26）と島根27）の2県であり、それぞれの2012年時点の

推定生息数はそれぞれ5000頭、3000頭と比較的小規模な個体群を有している13)。 

神奈川では2000年に神奈川県自然環境保全センターが設立され、シカの管理捕獲、柵の設置、森林

施業などの事業と、その効果検証を行うモニタリングを担っている。第1次管理計画（2003～2006年

度）から順応的管理に着手し、メスジカ猟の解禁、個体数調整の開始、管理ユニット毎の管理方針を設

定した。第2次管理計画（2007～2011年度）では、管理ユニット毎のモニタリングと進捗管理、ユニッ

ト毎の計画的個体数調整、保護管理区域での捕獲目標頭数（1,000頭）の設定、保護管理区域でのメス

ジカ解禁（上限有）を図った。その結果、2007年から角なしの割合は50％に達している（図4.5.4）。

第3次管理計画（2012～2016年度）2015年名称改定では、保護管理区域を3区分にゾーニング（自然植生

回復、生息環境管理、被害防除対策）し、それぞれの重点目標を置き、メスジカ捕獲強化（猟期規制解

除）、専従ハンター（ワイルドライフレンジャー）3名を配置するとともに、モニタリング調査の強化

を実施した。2015年からは階層ベイズ法により個体数の推計を開始したことにより、過去に遡って個体

数を推定した結果、減少傾向を確認することができた。神奈川県のシカ管理の取り組みの特徴として、

シカ管理計画において、生物多様性の保全を目標に掲げて植生モニタリングが実施されていること、県

自然環境保全センターがシカの管理捕獲、柵の設置、森林施業、モニタリングなどの各部門を有して統

合的に進めていること、それらの対策の予算に水源環境保全税を活用して実施していることがあげられ
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る28）。 

 島根では、2003年に島根県中山間地域研究センターが、中山間地域を総合的・専門的に研究する全国

唯一の機関として設立された。1950年代半ばには、県内に唯一、島根半島出雲北山山地に数百頭の個体

群が残存しており、島根県林業技術センター（現中山間地域研究センター）が1985年度から糞塊法を用

いたセンサスを実施し、推定頭数を200頭程度としていた。しかし、過小評価が危惧されたため、2000

年度から区画法も導入して個体数管理を進めたが、捕獲数が推定生息数を上回るなどの齟齬が生じた。

そこで、当該地域の 10 年以上にわたる複数のモニタリング調査データをもとに、階層ベイズ法により

個体数を推定したところ、2015年度の結果によると、出雲北山地域における生息数は、2003年をピーク

としてその後減少したことが明らかになった。新たに分布が拡大した出雲湖北山地では2008年から出雲

市により区画法が実施されているが、出雲北山地域と同様に推定生息頭数と捕獲実績に齟齬が生じたた

め、階層ベイズ法を用いて個体数を2013年と2015年に推定したところ、2010年をピークとしてその後減

少していることが明らかになった27）。 

 

 順応的管理とは、自然資源の管理システムで、順応的学習（為して学ぶ）とフィードバック管理の二

つの方法を用いて継続的に管理方針と実践を改善していく方法であり、不十分で不確実なデータしか得

られない野生動物個体群や自然資源の管理の実行に適しているとされている29)。上述した生息数低減が

実現した道府県に共通している項目として、大規模個体群では17年以上、小規模個体群では10年余りに

わたるモニタリングをもとにした推定生息数に基づいて捕獲目標頭数を設定し、管理の実行後の評価を

行い、捕獲頭数と推定個体数の齟齬や過小評価などが明らかになった場合、生息数推定手法を改善し

て、捕獲目標頭数を新たに設定し、捕獲圧を強化するなどの、順応的学習とフィードバックを実施して

いること、捕獲強化のために予算が投入されたこと、などがあげられる。いずれの事例においても、シ

カ特定計画にかかる調査分析から策定にかかる役割を集約した研究拠点20)の存在が、順応的管理を進め

るうえで極めて重要であることを示している。 

 一方、共通課題として、全県レベルにおいて、目標とする個体数水準の密度には達成していないこと

があげられる。また、同じ道府県であっても地域によって個体群動向に大きな差異が生じており、精度

の高いローカルスケールの個体数推定が必要とされるとともに、隣接県との境界で個体数が増加してい

るため、広域管理の取り組みが必要とされている。 
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(２)イノシシの分布と捕獲情報の類型化 

１）イノシシの捕獲効率（狩猟者1人当たりの捕獲数）の時系列変化の類型化 

2013年以前（特措法以前）に特定計画を策定した都道府県（37県）を対象にイノシシの捕獲効率

（捕獲数/狩猟者登録数）の時系列変化について、動的時間短縮法DTWおよびクラスター分析を用いて類

型化を行ったところ、4つのグループに分かれた（図4.5.5）。東日本では多くの県で空白となっている

が、これらの地域にはイノシシが近年になって定着したために特定計画が未整備あるいは2014年以降

（特措法以降）に策定されたために解析対象から除外したためである。イノシシが安定的に分布してい

る西日本（図2.5.1）ではGroup Aw、Bw、Cwが占め、2011年以降にイノシシが定着した東日本には、

Group Dwに属する県が多い(図4.5.5)。4つのすべてのグループとも捕獲効率は右肩上がりに有意に増加

し（Steel-Dwass test, p <0.05）、とりわけGroup Awの長崎が2006年から急増した一方、新たにイノ

シシが定着した県を多く含むGroup Dwの伸び率が最も小さい（図4.5.6）。 

捕獲効率の期間ごとの増加は、2014年までの特定計画経過年が長い（平均9年）Group Aw(長崎)とBw

で大きく、短い（平均7年）Group CwとDwで小さい傾向があり、捕獲数の伸び率の最小のDwは分布拡大

地を多く含んでいる（図4.5.7、表5.4.2）。しかし、管理の経過年と捕獲数の推移には、シカのような

明確な対応関係がみられない。その理由として、イノシシでは、シカと異なり特定計画以前の任意計画

が存在しないこと、環境省によるイノシシ管理のガイドライン（マニュアル）の公表が2001年、特定計

画の策定が2002年から開始されたことにより、管理の経過年が短くて捕獲実績が乏しいこと、当初の特

定計画制度は狩猟規制の緩和が主な目的であり、イノシシについては個体数管理よりも被害防除が重要

図4.5.4 個体数管理によって生息数が減少した道県の捕獲数、捕獲内訳の推移 (1990-2014)。 

橙色の矢印は計画策定年を示す。 
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と考えられていたこと、イノシシの生息数調査手法が限られていたため、科学的な個体数管理に結びつ

かなかったことなどがあげられる。長崎県は、他県に比較して捕獲効率が突出して増加し、2010年以降

の捕獲数は年間35000～40000頭で推移するなど、高い捕獲圧をかけてきたが、個体数の抑制や被害の低

減にはいたっていない30)。その理由として、イノシシは初産齢が1歳で、2歳以上のメスでは毎年平均4

頭の子を出産するなど繁殖力が高い31）ため自然増加率も高いこと、個体数管理のためには成獣メスの

捕獲（群れごと捕獲）が重要であり、捕獲方法によって捕獲個体の性・齢構成が異なる32）ものの、捕

獲方法別の性・齢構成データの収集や解析が行われておらず、捕獲数は増加しても、個体群の質的な管

理がなされていないことがあげられる。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.5.5. 2013年以前に特定計画を策定

した県におけるイノシシの捕獲効率（狩

猟者1人当たりの捕獲数）の時系列変化

の類型化(1990-2014)  

図4.5.6.イノシシの捕獲効率（狩猟者1人当たりの捕獲

数）の時系列変化(1990-2014). 

Period Ⅰ: 1990-1999 ＊シカと異なり任意計画不在 

Period Ⅱ: 特定計画（2000-2007） 

Period Ⅲ: 特定計画・鳥獣被害防止特措法（2008-2014) 

図4.5.7 グループ別、期間別のイノシシの狩猟者1人当たりの捕獲数の推移 
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表4.5.2. 2013年以前にイノシシの特定計画を策定した都道府県（37）のグループ区分.（）内の数字は

20014年までの計画策定経過年を示す。 

グループ 
計画経過年(平

均±SD, (n)) 
都道府県 

Ａｗ 9 (1) 長崎(9) 

Ｂｗ 8.8±2.8（4） 和歌山(7)、島根(12)、愛媛(10)、熊本(6) 

Ｃｗ 7.0±3.4（16) 

福井（4）、岐阜（4）、静岡（4）、三重（4）、滋賀（2）、京都（3）、兵庫（5）、岡

山（8）、広島（11）、山口（10）、高知（12）、福岡（9）、佐賀（11）、大分

（12）、宮崎（6）、鹿児島（7） 

Ｄｗ 6.8±2.5 (16) 

宮城(6)、福島(4)、茨城(9)、栃木(8)、群馬(4)、埼玉(8)、富山(2)、石川

(5)、山梨(7)、長野(5)、愛知(10)、大阪(7)、奈良(6)、鳥取(12)、徳島(9)、

香川(7) 

 

 

２）シカの類型グループに対応したイノシシの捕獲効率の関係 

 シカとイノシシの管理は、それぞれ個別の特定計画が都道府県によって作られるが、両種の捕獲のほ

とんどは地元猟友会員が担っているため、シカとイノシシの捕獲効率の関係を検討した。 

 シカの捕獲効率の類型化（Ad, Bd, Cd）に対応するイノシシの捕獲効率の類型化をみると（図 

4.5.8）、Ad-w、 Ｂd-w、Ｃd-wの3グループともⅠ＜Ⅱ＜Ⅲであり（Steel-Dwass test, p <0.05）、特

定計画、特措法の法整備によっても捕獲効率が増加していた。一方、シカの捕獲圧がもっとも高いグル

ープAd-wではイノシシの捕獲効率は特措法の施行後も増加は低調であった。以上のことは、複数種の管

理を統一的に実施することが重要であることを示唆している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）捕獲情報の収集状況ならびに市町村および広域連携の状況 

1）捕獲情報の収集状況 

 捕獲情報の収集について、環境省の 2017 年度調査 11）によると、都道府県の 80％以上（39/47）で市

町村と連携がとられているとしているが、データの共有は 40%（18/47）にとどまっている。捕獲情報

の内容については、法的に報告義務がある捕獲数と捕獲場所についての収集状況（26 都道府県から回

答、表 4.5.3）は、シカ、イノシシとも狩猟では 90％前後であるが、許可捕獲では 60～70％と低い。

またシカでは成獣と幼獣の区別がなされておらず、幼獣はメスに含まれて報告されているので「角な

し」に区分せざるを得ない。狩猟カレンダー（CPUE と SPUE）に関しては、狩猟では 60％であるが、許

可捕獲では 20％未満にとどまっている。また、許可捕獲について、都道府県と統一した報告様式を使

用しているのは、イノシシ 53％（24/45）、シカ 59％（24/59）である。 

 

 

図4.5.8. シカの類型グループに対応したイノシシの狩猟者一人当たりの捕獲数の時系列変化 
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表 4.5.3 シカ・イノシシの捕獲情報の収集状況（回答 26 都道府県、（％））（環境省 2018）11) 

種類 捕獲区分 捕獲位置 捕獲頭数 性別 幼獣比 ＣＰＵＥ ＳＰＵＥ 

シカ 狩猟 85 92 88 - 58 62  
許可捕獲 70 70 83 - 18 12 

イノシシ 狩猟 85 97 73 23 58 62  
許可捕獲 64 64 53 17 19 14 

 

ヒアリングによって得られた許可捕獲情報の収集フロート課題について、表 4.5.4 に示した。県と

市町村で統一した報告様式を用いている事例（北海道、千葉、静岡、神奈川、栃木、香川、高知）はあ

るが、データのフォーマットが統一されていない、データの精度のほか、猟法による捕獲、有害捕獲の

性別や位置情報など、管理に必要な情報が収集されていない実態がある。 

公開シンポジウム「野生動物と共に生きる未来―持続可能な野生動物管理システムの構築をめざし

て」（日本学術会議課題別委員会「人口縮小社会における野生動物管理のあり方の検討に関する委員

会」主催、2019 年 2 月 9 日、兵庫県公館）のおりになされたアンケート 33)では、市町村と都道府県

で、捕獲情報（捕獲数、捕獲場所、捕獲効率、なわの位置など）等を共有しているかの問いに対し、

30％（11/34）の行政関係者が共有していないと答えている。その理由として、データのフォーマット

が統一していないことのほか、市町村の人手不足を挙げている例が多い。シカ・イノシシの捕獲総数の

うち、市町村が扱う許可捕獲の割合が最近では７割にも達し、作業量の増大が捕獲情報の共有をさまた

げている。 

 

表 4.5.4 ヒアリングによる許可捕獲の捕獲情報等の収集事例 

都道府県 許可捕獲情報収集フロー ﾒｯｼ

ｭ 

備考 

北海道 市町村→振興局→本庁（集計）

→道環境研（解析） 

5km オープンソース GIS 活用の「エゾシカ現況マ

ップ」を市町村にシステムと情報を提供  

SPUE・CPUE を 2017 年から収集 

千葉県 市町村→本庁（解析） 
 

補助金の報告様式を用いる。市町村の事務量

増加、補助金を活用しない新規分布拡大地の

情報欠落 

静岡県 市町村→出先事務所（集計）→

本庁 

5km 管理捕獲（特にくくりわなでの）の SPUE や

CPUE 値が必要（未実施） 。5km メッシュで

は、（本県の）シカの（密度）管理には不適  

神奈川県 市町村→出先事務所→自然環境

保全センター（集計・解析） 

 5x4km を 9 分割 

栃木県 市町村→林業センター(入力と解

析) 

5km 様式は兵庫県のものを援用。市町村は県の様

式と統一している。 

兵庫県 市町村（入力）→県民局（収

集）→本庁（集計）→森林動物

研究センター（解析） 

5km データの精度の問題。特に捕獲数の多い市町

では一か所（役場住所）での捕獲扱いとなっ

ている。市町村で報告様式が統一されていな

い。 

島根県 市町村→地域事務所→県庁      

市町村からイノシシとシカにつ

いては、3 ヶ月に１回、捕獲

数、捕獲方法、捕獲月、シカに

ついては雌雄を収集    

1 年に１回イノシシ・シカは捕

獲数、捕獲方法、捕獲場所（1km

メッシュ）で報告                    

1km データのフォーマットがばらばらの場合があ

り、地域事務所の担当者が代行し、二度手間

になっている。鳥獣会議を中山間地域研究セ

ンター→地域事務所担当者（4 月）→市町担

当者会議（5 月）に開催し、情報共有。 
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山口県 県には捕獲位置のメッシュ情報

が報告されていない。 

5km 有害捕獲の性別や位置のデータが集約されて

おらず、検討会で十分な議論ができていな

い。 

徳島県 3 ヶ月ごとに市町村から市町村

独自様式により、県出先機関へ

報告 

 猟法による捕獲は把握できない⇒捕獲効率に

影響・目撃数の把握ができていない⇒SPUE に

影響 

香川県 4 半期毎に市町から県に対し

て、捕獲鳥獣ごとの情報捕獲場

所（5km メッシュ）、捕獲数を

報告 

5km  

愛媛県 捕獲記録の内容は、鳥獣保護管

理法施行規則第７条第６項に示

される許可証の報告欄に準じて

いる。 

①捕獲した場所（5km メッシ

ュ）、②鳥獣の種類、③捕獲し

た数量、④捕獲年月日を毎年

度、環境省が実施する鳥獣統計

調査の時期に、県の出先機関で

ある地方局が管内の市町から収

集したうえ、本庁が集計してい

る。 

このほか、市町が独自に ⑤捕獲

方法（銃猟、わな猟の別）、⑥

目撃情報を集計している場合が

ある。 

5km ①から④の記録を十分に回収できていない市

町があり、数値やメッシュ表示ができないと

いう問題があるほか、鳥獣統計で必須とされ

ない⑤や⑥などの記録について、その有無を

県が十分に把握していない  

 

高知県 ・県に提出する様式には、捕獲

位置（メッシュ番号）・獣種・

頭数・雌雄別（雌雄別はシカの

み）が必須であり、それ以外の

情報は市町村ごとに異なる。有

害捕獲の捕獲個体では、市町村

が捕獲報償金を幼獣成獣で区別

している場合には、幼獣成獣の

区別の記入がある。 

5km ・ 狩猟によるシカ捕獲実績については、翌年

度高知県狩猟者必携で、市町村ごとに 5km メ

ッシュ図に図化して記載している（10 月上旬

ごろ提供）。 

・特定鳥獣（シカ・イノシシ）管理計画にお

いて、シカとイノシシの捕獲（有害＋狩猟）

数を 5km メッシュ図に図化して記載している

（ただし、代表年度分のみ）。 

・上記以外は、県計のみ公表し、市町村ごと

の捕獲数や 5km メッシュは提供していない。 

 

2)分布拡大地域（東北地方）の野生動物管理の課題（2017 年度「野生生物と社会」学会企画集会 

「東北地方における大型獣管理の現状，課題，展望」のまとめ 

 

企画集会では、趣旨説明に続いて、「全国の大型獣の分布拡大の現状と管理の理想型」羽澄俊裕

（東京農工大学）、「獣害対策からみた大型獣管理の展望」竹内正彦（農研機構中央農研鳥獣害グルー

プ）、「人口減少を踏まえた大型獣管理の展望」江成広斗（山形大学）、「民間事業者から見た大型獣

管理の展望」宇野壮春（東北野生動物保護管理センター）、「福島における大型獣の分布拡大と管理の

展望」奥田圭（東京農工大学）の 5 つ話題提供があり、その後総合討論を実施した。なお、所属は当時

のもの。講演および総合討論の概要については以下のとおりである。 

 

趣旨説明（梶） 東北地方の理想的な野生動物管理システムのあり方を探るため、当地域の野生動物管

理に関わりのある、研究者、民間事業者、行政研究機関の関係者に、それぞれの立場から課題の整理と

これからの展望について話題提供していただき、総合的に議論することを目的とする。 

 

講演の要点 
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羽澄：山の上のシカは環境省、コンパクトシティとなってからの小さい拠点は自治体が防衛する。しか

し、県（長崎、島根、兵庫、神奈川）、市町村（猪苗代町）で、専門員の常勤雇用が実施されている

が、事例が限られている。 

宇野：東北地域では、北から青森県と秋田県にまたがる白神山地、岩手県五葉山、宮城県牡鹿半島、尾

瀬国立公園の福島県側の 4 地域がシカの分布の中心で、最近、白神山地の中心部の世界自然遺産地域に

侵入。国レベルの役割では、環境省は白神山地、林野庁は国有林、農林水産省は農地においてシカの被

害防止対策や調査を実施。しかし、県と市の人員不足で、計画段階で躓いているのが現状。鳥獣管理の

専門家を公務員として雇用する制度が必要だが、その動きは見られないので民間として関与している。

低密度での個体数管理が必要であるが、その手法は研究の余地あり。東北では罠捕獲の誘引に用いる餌

にクマが餌付くため、錯誤や餌付けの問題がある。シカの季節移動があり、密度の濃淡があるため、統

一手法での捕獲やモニタリングが困難。イノシシのモニタリング手法が欠如。冬期の捕獲や藪の存在が

課題。 

竹内：イノシシ対策は、被害防除対策と加害個体の除去が要点。個体数を削減することを管理目標とす

ることは問題。農地撤退技術の開発が必要。 

江成：東北地方では人口減少がもたらす空洞化によって自助・互助・共助機能が崩壊し、公助のみがあ

る。しかし、公助による野生動物管理も目標が不明確なため、地域住民を疲弊させている。広域連携と

集約化は、専門員や目的の明確化など期待できる面と、人手不足によるシカの個体数管理に対する困難

性、アクセス、農林業被害の過小評価、周辺域の問題、アーバンワイルドライフの出現などの懸念があ

る。短期、福祉政策としての野生動物管理、中長期、誇りの再建、国土再編と跡地管理が課題。 

奥田：東北地方では人口減少が野生動物増加をもたらせている。無居住家屋にイノシシやハクビシンが

生息し、近くの放任果樹を食べて生活している。南会津の事例では、獣害の実務対策よりもマネジメン

ト能力が求められている。被害対策の体系化やパッケージ化が求められ、現場対応の専門員の技術向上

が必要。 

 

以上の講演を踏まえ、総合討論では、以下の課題について共通認識を得た。 

分布前線・拡大期・人口減少期における管理目標をどのように設定するか、また、地域特性に合致

した被害対策技術の開発が必要であるが、シカの低密度管理の技術と体制が未整備である。管理体制と

して、異なる空間スケールの管理の単位（東北ブロック、県、市町村スケール）において、国・県・市

町村、大学、公設研究機関、民間事業者の役割分担と連携が重要である。土地利用再編も視野に入れる

必要がある。 

 

3）広域管理の現状と課題（2018 年度「野生生物と社会」学会企画集会「ニホンジカの広域管理システ

ムを考える」のまとめ 

 

企画集会では、趣旨説明に続いて、「関東山地ニホンジカ広域保護管理指針と今後の広域管理戦

略」鎌田憲太郎（環境省鳥獣保護管理室）、「国立公園における広域的なニホンジカ管理の取り組みと

課題」奥村忠誠 （野生動物保護管理事務所）、「個体数管理を進めるうえでのＧＰＳデータの共有

化」大場孝裕（静岡県農林技術研究所）・立木靖之（酪農学園大学）の 3 つの話題提供および、コメン

ト：横山真弓（兵庫県立大学／兵庫県森林動物研究センター）ののちに、総合討論を実施した。なお、

所属は当時のもの。 

 

趣旨説明（梶） 関東山地における広域管理の取り組みをモデルとして、他地域に広域管理の取り組み

を展開するうえでの制度設計を展望するため、広域管理指針、国立公園におけるシカ管理の取り組み、

GPS データを中心とする科学的情報の共有について総合的に議論する。 
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鎌田：県境をまたがって広域に生息し、県境を越えて季節移動するシカでは、個別の都道府県の特定計

画では、分布域と管理対象地域にギャップが生じる。また、隣接する都道府県で管理目標やモニタリン

グ手法が異なるため、効率的かつ効果的な個体数管理が困難となっている。環境省が実施した調査によ

ると、32％（14/44）の都道府県の行政界での捕獲を課題とし、29 都道府県（66％）で行政界での捕獲

対応は進んでいない 11)。新たな広域管理の取り組みとして、2017 年度に、半減目標に対して、「ブロ

ック別捕獲強化方策」の検討を行い、ブロック別に体制面、制度面、技術導入・調整等の実行面等での

方策のとりまとめを行った。広域連携に向けて必要なこと（2018 年以降の取り組み）として、1)位置

モニタリングデータの共有、2)モニタリングデザインの最適化、3)連携捕獲があげられる。 

奥村：シカの広域管理組織の事例として「関東山地ニホンジカ広域協議会」があり、国（環境省、林野

庁、農林水産省）および自治体（埼玉県、群馬県、長野県、山梨県、東京都）および科学的評価等のサ

ポートをする専門家会議で構成され、関東山地ニホンジカ広域指針および中期実施計画（5 か年計画）

を策定している。中期実施計画をもとに、各機関は年次実施計画を作成する。成果としては、共通した

モニタリング手法をもとに広域での生息数推定の実現化、モニタリング情報の共有、捕獲データ記録の

標準化、連携捕獲があげられる。一方、課題としては、中期計画と年次計画との齟齬、捕獲困難地域

（山岳地域）での捕獲の強化が残されている。 

大場：GPS 装着したシカの季節移動の把握は越冬地での捕獲と広域連携への展開に有効であり、前述し

た関東山地ニホンジカ広域協議会のほか、富士山シカ情報交換会（山梨県、静岡県、宇都宮市、国有

林）、南アルプス（環境省、山梨県、静岡県）で情報の共有化が図られている。GPS データの共有化と

管理への実装が求められている。GPS 首輪のデータのデータベース化はヨーロッパでは「EURO 

UNGULATES（現 EUROMAMMALS）」、アメリカ「MOVEBANK」などのプロジェクトで進んでおり、全世界的

な情勢である。日本では首輪の装着業務を請け負っている民間会社中心に SikaBase 研究会を立ち上

げ、体制案の構想を練っている段階である。 

横山（コメント）：行政は現在立ち上がっているものを継続する傾向が強く、広域管理を進めるのには

積極的ではない。法律、制度など予算を獲得できる制度設計が必要。2018 年度に「近畿北部東中国ツ

キノワグマ広域保護管理協議会」が（兵庫、京都、鳥取、岡山、オブザーバー：大阪、近畿地方環境事

務所）を構成メンバーとして設立され、各地域個体群での広域保護管理の基盤ができた。これまでは、

個体群が県境に分布にあったにもかかわらず、特定計画しかなく、それをつなぎ合わせて個体数を推定

していた。一方で、対策は、都道府県、市町村単位が実施するので、広域協議会ができても、市町村が

取り残されないか？と疑問がある。広域化のメリット、現場でのメリットが見えるといいが、現状では

見えてこない。 

 

以上の講演を踏まえ、総合討論では以下の議論がなされた。 

広域管理を進めるうえでの具体的な方策と実行体制の構築については、特定計画制度の流れにのる

と進むので、次期 2022 年度に基本方針も含めて作成されるように準備を進める必要がある。広域管理

は、シカだけの問題ではないので、研究者の創意として国の基本戦略を作るべき。捕獲困難地での捕獲

では、捕獲個体の後始末、シカの密度、絶滅危惧種、希少植生、地域などを総合的に考慮して、優先順

位の高さを判断する必要がある。東北地方など分布拡大地では、シカの生息密度が低いため、情報共有

のための広域管理への展開と、捕獲戦略立案のため基礎情報の取得が必要である。 

 

（４）制度と空間スケールを考慮した統合的な野生動物管理システム 

1)生息動向の多様化 （高密度維持、分布拡大 or 回復地域、市街地出没等） に応じた目標設定や対

応 

 シカ・イノシシの個体数管理を全国的に俯瞰すると、ニホンジカでは一部の自治体で個体数の低減を

実現しているが、そのような自治体であっても、管理の進捗は市町村で大きな差が生じている。イノシ

シでは、捕獲効率・捕獲数は急増しているものの、確実に生息数が減少しているとの報告は皆無であ

る。さらには、生息動態は高密度維持、分布拡大・回復地域、市街地出没等、多様化しており、それぞ
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れの状態と空間スケールに応じた対応が求められている。ニホンジカでは、このような多様な生息状況

を類型化し、それに応じた対策を示した新たなガイドラインが公表された 34）。 

 

2)都道府県の行政界にまたがる地域個体群への対応 

行政界をまたがって分布あるいは季節移動する個体群の効果的管理の実施には各県の特定計画を束

ねる広域管理組織（広域協議会）の設置が必要である。「関東山地ニホンジカ広域協議会」ならびに専

門家委員会に相当する、広域科学委員会（仮称、国公設試験研究機関・大学研究者等が参加）を設置

し、圏域ごとの広域管理組織（環境省地方環境事務所・地方農政局・森林管理局、関係都道府県等）と

緊密に連携して、広域管理指針の策定に寄与することが望まれる 33）。とりわけ、シカ・イノシシの分

布拡大の途上にある東北地方では、これらを対象とした鳥獣行政の蓄積や専門家が乏しいので、早期に

広域管理組織を設置することが望まれる。 

 

3）捕獲区分（狩猟・許可捕獲・指定管理事業）ごとの実施目的や実施主体が多様化し運用が複雑 

目的の異なるさまざまな捕獲区分（狩猟・許可捕獲・指定管理事業）が、環境省所管の鳥獣保護管

理理法に基づく「狩猟」ならびに同法に基づく第二種特定鳥獣管理計画などによる「個体数調整」及び

「指定管理鳥獣捕獲等事業」、農林水産省所管の措置法に基づく市町村被害防止計画による「有害捕

獲」、「捕獲鳥獣の利活用」が十分な連携がとられずに、おおむね地元猟友会会員に委ねる形で実施さ

れている（図 4.5.9）。 

 

 

 

図 4.5.9 鳥獣保護管理法と鳥獣被害防止特措法の整合性と捕獲の担い手 

 

4）野生動物個体群の空間スケールに応じた管理主体の連携（広域管理組織、県、市町村等）  

1）～3）で示したように、野生動物個体群の空間分布、管理アプローチ（生息地管理・個体数管

理・被害防除・持続的資源利用）の空間スケール、ならびに制度や管理主体（国家レベル、複数の隣接

県、都道府県、市町村）の階層性を考慮して、効果的で持続的な管理制度を構築する必要がある。農林

業被害を低減するための獣害対策では、地域が主体となって、①地域に寄せ付けない「自助」、②柵を

設置する「共助」、③加害個体を捕獲する「公助」の 3 つを実施することが基本とされる 27）。しか

し、大型獣は市町村の境界を越えて生息しており、周辺地域が高密度であれば、田畑に侵入しつづける

シカ・イノシシを捕獲し続けなければならない 35）。社会が許容できる水準まで密度を低減して個体数

を維持するためには、都道府県の特定計画と市町村の被害防止計画の調整と連携が必要となる。 

 野生動物個体群の空間分布と管理制度の階層的なミスマッチを埋めるために、都府県の境界をま

たぐ広域管理組織の配置や、補完性原則にもとづいて、市町村の有害捕獲を最優先し、都道府県は市町

村との連携のもとで個体数調整を広域に実施するなど、複数の空間スケールや行政の階層を考慮するラ
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ンドスケープ的な視点を取り入れた制度を創設する必要がある（図 4.5.10）36)。また、持続的な統合

的管理の推進に向けて、多様な捕獲事業から得られるデータの標準化を図り国や地域レベルで分布と個

体数に関するデータベースを構築・利用できる仕組みが必要である。 

 

 

 

図 4.5.10 統合的な野生動物管理システムの組織モデル 

 

日本と同様、過増加した有蹄類問題を抱えるヨーロッパでは、近年になって大きな野生動物管理方

針の大きな転換が起こっている。すなわち、増えすぎた有蹄類の個体群管理アプローチとして、従来の

部門（セクター）および単一種の管理に替わって、生態系管理やランドスケープ管理などのより統合的

なアプローチとして欧州景観条約(ELC)および生物多様性条約(CBD)が管理アプローチとして提案されて

いる。しかし、これらの統合的アプローチは、現行制度（主に小規模な民間所有ユニットあるいは大規

模な国家規模の規制など伝統的なガバナンスと法的伝統）とは明確に逸脱し、多層にわたり、複数当事

者間の意思決定手順に関連して多くの課題があり、管理ユニットと管理レベル間の調整に対処するため

の新しい制度的解決が必要とされている 37）。 

 日本においても、シカ・イノシシの効果的な個体数管理のためには、同様なアプローチ、すなわち、

1 種から複数種管理、複数の管理アプローチの統合、市町村と都道府県間の調整と連携などによって、

持続的な統合的アプローチが求められる（図 4.5.10）が、その実現のためには、広域管理を生物多様

性国家戦略や鳥獣保護管理法に位置づけることが必要である。 

一方、ヨーロッパでは、ASF（アフリカ豚熱）の大きな脅威は、EU を突き動かす、科学的根拠に基づ

いた管理を発展させる好機であると認識されている 38)。シカ・イノシシの分布拡大と生息数増加、CSF

（豚熱）危機にある日本においても、ヨーロッパ同様、FAIR の原則に基づいた国・地域レベルのデー

タベース構築と利用の仕組みづくりが急務である。また、本プロジェクトでも、鳥獣の目撃情報や捕獲

状況をスマートフォンで手軽に記録できる携帯端末のアプリを開発しているが、狩猟者をはじめとする

市民による、スマートフォンやタブレットを使って簡単にデータの入力そして提供できるシステム利用

の体制づくりも合わせて必要である。 

 

（４）分布拡大地（福島県）におけるイノシシ生息密度推定の試行 

 福島県では、福島第一原発事故後の2012年以降にイノシシの分布域の拡大、生息数の増加傾向が見ら

れた（図4.5.11）。捕獲体制としては、市町村権限での有害鳥獣捕獲、県が市町村に権限を移譲してい

る個体数調整捕獲に加えて、狩猟に対しても市町村が狩猟者に対して助成を行う場合には県が補助を行
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っている。また、県の事業として2015年度から、猟友会に委託する形での指定管理鳥獣捕獲等事業が実

施されている。さらに帰還困難地区については、環境省により捕獲事業が実施されており、急速な分布

拡大への対応として、複数の捕獲事業が実施されている。捕獲数は増加傾向にあるものの、捕獲個体情

報や捕獲努力量についての統一的なモニタリングが行われておらず、順応的な個体数管理体制を構築す

る上での課題が明らかになった。 

 

図4.5.11 福島県におけるイノシシの捕獲状況の推移 

 

 既存データの蓄積が不十分であったことから、新たに自動撮影カメラによる調査を行うとともに、一

部地域で収集されている狩猟における密度指標（銃猟SPUE、くくり罠CPUE）を組み合わせることで、単

年度データから広域の密度推定を行うことが、現状の体制で適用可能な個体数推定モデルと判断され

た。福島県事業により、捕獲圧が高い3地域において自動撮影カメラ調査と、RESTモデルを適用した局

所での密度推定が実施され、5 kmメッシュ単位での銃猟SPUE、くくり罠CPUE、捕獲数の情報をもとに空

間外挿した県全域での生息密度分布が推定された（図4.5.12）。限られたデータからの推定のため精度

の検証が必要だが、密度指標データと自動撮影カメラによる推定を組み合わせることで、分布拡大地に

おける密度分布が推定できる可能性が示された。今後、複数の事業における捕獲数や捕獲努力量のデー

タを統一的に収集する体制が構築できれば、経年的な個体数の推定と捕獲事業へのフィードバックが見

込まれる。 

 

 

図4.5.12 福島県におけるイノシシの推定生息密度分布（福島県・自然環境研究センター実施事業）。

モデルの条件によって推定結果は異なり、図は結果の一例である。 
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図4.5.13 データの収集状況に応じた3段階の個体数推定モデル 

 

 

福島県での事例から、統一的なモニタリング体制が整っていない都道府県に対して、データの収集

状況に応じた段階的な個体数推定モデルの提案が有効と考えられた（図4.5.13）。まず、モニタリング
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体制が整っておらず、既存データの活用が見込めない状況においては、事業対象地における新規のデー

タ収集に基づいて密度推定を行うことが提案できる（図4.5.13：①局所推定モデル）。推定モデルとし

ては、自動撮影カメラを用いたRESTモデル（サブテーマ1を参照）や、日別捕獲数と捕獲努力量を用い

たOpen-CEモデル（サブテーマ3を参照）が適用可能である。次の段階として、広域での密度指標が収集

可能な状況であれば、密度指標の空間分布と局所推定モデルによる結果を組み合わせることで空間的な

密度分布を単年度で推定可能である（図4.5.13：②空間推定モデル）。密度指標としては、福島県の推

定事例で使用したCPUEのほか、掘り返し跡（サブテーマ1を参照）が適用可能な指標と想定される。モ

ニタリング体制が整った段階では、空間的な捕獲数や捕獲努力量の時系列変化のパターンから時空間動

態の推定を行うことが可能になる（図4.5.13：③時空間推定モデル）。時空間空推定モデルでは、密度

分布に加えて増加率や捕獲効率の推定（サブテーマ2を参照）、動態予測に基づく捕獲シナリオの分析

（サブテーマ2を参照）が可能となる。利用可能なデータに応じて段階的にアウトプットを更新しなが

ら、モニタリング体制の充実を図ることで、効果的・効率的な個体数管理体制の構築につながることが

期待される。 

 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 これまで、大型獣（シカ・イノシシ）の捕獲数の変動にあたえる要因解析はなされていなかった

が、捕獲を促進するための二つの法制度が捕獲効率に与えた影響を分析することにより、個体数管

理の成否を決定する要因を抽出することに成功した。 

 

（環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

特に記載すべき事項はない。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

  本研究で提案した、科学に基づく統合的な野生動物管理システムの構築やデータベースの構築

は、日本学術会議課題別委員会「人口縮小社会における野生動物管理のあり方」に反映されてお

り、環境省の次期生物多様性国家戦略、鳥獣保護管理法の改正で検討される予定である。 

 

６．国際共同研究等の状況 

（1）本の出版 

「Sika Deer: Life History Plasticity and Management」（Springer）の出版企画（2021年度中の

出版を予定）。ニホンジカの生活史と管理研究の集大成の本の出版を梶光一が主編集者（本プロジェク

トメンバーでは、横山・高木が参加）として企画した。全44章のうち、4章は海外に導入されたニホン

ジカに充てており、Vladimir Aramilev (ロシア：Pacific Institute of Geography, Far-Eastern 

Branch, Russian Academy of Science)、R Putman （英国：Manchester Metropolitan University）、

JL Bowman（米国：University of Delaware）、Graham Nugent(ニュージーランド：Manaaki Whenuna- 

Landcare Research)が執筆陣に加わることによって、導入されたニホンジカと在来のシカの生態が比較

可能となり、ニホンジカの生態的可塑性について明確になることが期待される。 

（2）国際ワークショップ 

「日本・台湾合同野生動物管理学術交流会議」（台北、2018年12月5～6日、後援：台湾行政院農業

委員会林務省および日本哺乳類学会）での講演。台湾林務局が林良恭教授（台湾東海大学）を通じて、

日本哺乳類学会への協力要請により、台湾林局職員ならびに大学関係者を対象とした日本側7名、台湾

側4名の発表をもとに意見交換会を実施した。台湾の現状は30年前の日本の状況と似ているため、今後

も情報交換が重要との共通認識を得た。 
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Over the last few decades, the ranges of sika deer and wild boar in 

Japan have expanded and their populations have grown rapidly. To manage these 

populations, a population estimation survey was conducted by the Ministry of 

the Environment. However, the current estimation method has high uncertainty 

in the model assumption and lacks sufficient monitoring data. To promote more 

effective population management, it is necessary to set quantitative targets 

based on statistical models with high precision and robustness. Therefore, in 

this study, we developed novel statistical models for estimating the spatio-

temporal status of animal populations and assessing the effectiveness of 

management practices. In addition, we propose a sustainable system for 

managing wildlife populations by applying these models to the range expansion 

areas. 

 To acquire the data necessary for estimating population density, we 

examined hunting records to determine the catch per unit effort (CPUE) and 

conducted field observations for signs of wild boar such as digging. Snare-

trap CPUE and digging counts were selected as candidates for indices of wild 

boar density because both are correlated with population density, as 

estimated from camera-trap data using the REST model. To collect precise 

records from hunters, we developed a web application that allows hunters to 

input their own hunting records and upload game photographs. The body size 

and developmental stage of animals can be estimated from these photographs. 

To explain the range expansion pattern of sika deer, we developed a state-

space model that accounts for the dispersion process. To estimate the 

seasonal and yearly population dynamics of wild boar, we developed a novel 

statistical model that incorporates camera-trap information. Based on these 
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sika deer and wild boar population models, we constructed an optimal 

management model for the optimal allocation of trapping efforts. To assess 

the effectiveness of management practices, we developed the Open Catch-effort 

Model, which uses daily hunting records to estimate population density and 

catching efficiency. From the assessment results, we proposed the three steps 

for applying the developed population estimation models based on what 

monitoring data are available.  

To explore the reproductive ecology of wild boar in their range 

expansion area, we examined the reproductive status of females captured in 

Fukushima prefecture by checking for the presence of a fetus and/or corpus 

albicans. To clarify issues related to wildlife management in Japan, we 

analyzed the current population management system of each prefecture. We 

found some typical patterns in the harvest growth rate of sika deer and wild 

boar. The concept of multi-scale adaptive management is important for 

achieving sustainable management in a heterogeneous socio-ecological 

environment. 
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